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お問い合わせ先（担当者）引受保険会社

0120-37-2269 通話料無料
ミ　ナ ジ ブ ロック

一般のお客様

0120-78-2269 通話料無料
ナンバー ジ ブ ロック募集代理店を通じて

ご加入されたお客様
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◀当社用

ご契約の際には必ず、「契約締結前交付書面（契約概要／ 
注意喚起情報）」「ご契約のしおり・約款」をご覧ください。
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「特別勘定のしおり」に関するご注意点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

特別勘定のしおり

＊１　保険業法施行規則第227条の２第３項第10号および第234条の21の２第１項第８号に定める内容
＊２　 日本株式Indexファンドの「資産の運用に関する情報」は「資産の運用に関する極めて重要な事項」

に記載しています。

※ 主な投資対象となる投資信託が廃止されるなど、その投資信託による運用が困難となる特別な事情がある
場合、他の投資信託に変更することがあります。

目次

特別勘定名 投資信託名
資産の運用に
関する極めて
重要な事項＊1

資産の運用に
関する重要な
事項＊1

日本株式Index
ファンド

ＳＭＴＡＭ日本株式インデックス
ファンドＶＬ－Ｐ
（適格機関投資家専用）

  4  ―＊2

米国株式Index
ファンド

Ｓ＆Ｐ500インデックスファンドＶ
（適格機関投資家限定）

 34  44

世界株式Index
ファンド

全世界株式（除く日本）インデックス
ファンドV
（適格機関投資家限定）

 46  58

日本債券Index
ファンド

国内債券インデックスオープンV
（適格機関投資家限定）

 60  70

世界債券Index
ファンド

外国債券インデックスファンドＶ
（適格機関投資家限定）

 72  94

世界REIT Index
ファンド

先進国リートインデックスオープンV
（適格機関投資家限定）

106 117

バランスファンド
グローバルバランスオープンV
（適格機関投資家限定）

120 133
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■この保険は、資産運用の実績が積立金額、解約返戻金額、満期保険金額等の変動（増減）につな
がるため、他の保険種類の資産とは区別して資産の管理・運用を行う必要があります。そのため、
当社は特別勘定を設け、特別勘定の資産を他の資産とは独立した体制と方針に基づき運用します。
なお、保険契約者は特別勘定資産の運用方法について一切の指図はできません。

■特別勘定の資産運用には、株価や債券価格の下落、為替の変動等による投資リスク（価格変動リ
スク、為替変動リスク、信用リスク、流動性リスク、カントリーリスク等）があります。この保
険では、資産運用の成果が直接、積立金額、解約返戻金額、満期保険金額等に反映されることから、
資産運用の結果とリスクはともに保険契約者および受取人に帰属することになります。

■特別勘定の資産運用の結果によっては、積立金額、満期保険金額、解約返戻金額等がお払込保険
料の合計額を大幅に下まわることもありますので、ご契約のお申込にあたっては、十分ご検討く
ださい。

■特別勘定の選定および繰入割合については、保険契約者の責任において決定いただきます。特別
勘定による資産運用の成果が保険契約者の期待どおりでなかった場合でも、当社または生命保険
募集人等の第三者が保険契約者や受取人に何らかの補償・補てんを行うことはありません。

■ユニットバリューの値動きは、特別勘定が主な投資対象として用いる投資信託の値動きとは異な
ります。これは、投資信託のほかに特別勘定が保険金のお支払や保険契約の解約等に備えて一定
の現預金等を保有していることや、保険関係費用等を控除することによります。

■特別勘定の主な投資対象として投資信託を用いますが、この保険は投資信託ではありません。

■「特別勘定のしおり」（以下「当冊子」）では、各特別勘定が主な投資対象として用いる投資信託
の開示情報を参考情報として掲載しています。保険契約者が直接投資信託を保有するものではあ
りません。

■当冊子の投資信託に関する記載事項は、運用会社により開示される情報を当社が提供するもので
あり、開示内容に関して当社が責任を負うものではありません。

■当冊子に記載される投資信託の運用状況、財務諸表および現況に関するいかなる内容も過去の実
績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。

■特別勘定の投資対象となる投資信託、運用スキーム、運用方針および運用会社等については、今
後変更することがあります。

■当冊子は、作成時点の情報に基づき作成しておりますので、将来内容が変更になる場合があります。

「特別勘定のしおり」に関するご注意点

ジブラルタ生命コールセンター ジブラルタ生命ホームページ
Myページ（ご登録の上ご利用ください）

受付時間　平日9：00～18：00　土曜9：00～17：00
（日・祝・12/31～1/3を除く）

0120-37-2269
ジ ブ ロ ッ クミ　ナ

一 般 の お 客 様

0120-78-2269
ジ ブ ロ ッ クナンバー

募集代理店を通じてご加入されたお客様

＊「特別勘定の運用状況」についての最新情報は下記にてご確認いただけます。

www.gib-life.co.jp/
検索ジブラルタ生命
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ＳＭＴＡＭ日本株式インデックスファンドＶＬ－Ｐ（適格機関投資家専用）説明書面 

 

（（11））資資産産のの運運用用対対象象ととななるる投投資資信信託託のの名名称称  

ＳＭＴＡＭ日本株式インデックスファンドＶＬ－Ｐ（適格機関投資家専用） 

（以下「当ファンド」ということがあります。） 

 

（（22））投投資資信信託託のの目目的的おおよよびび基基本本的的性性格格ななららびびにに仕仕組組みみ  

＜＜目目的的＞＞  

当ファンドは、投資信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。 

＜＜基基本本的的性性格格＞＞  

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める公募の投資信託の分類方法に準じた場合、追加型投信/国

内/株式/インデックス型に分類されます。 

 

＜＜仕仕組組みみ＞＞  

  

 

（（33））沿沿革革  

日  付 沿  革 

2021 年 1 月 25 日 当ファンドの投資信託契約締結、設定、運用開始 

特特別別勘勘定定資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

 

 

（（44））投投資資方方針針、、投投資資対対象象、、運運用用体体制制おおよよびび投投資資制制限限  

＜＜投投資資方方針針＞＞  

1）基本方針 

当ファンドは、投資信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。 

2）投資態度 

①「国内株式インデックス マザーファンド」（以下「マザーファンド」ということがあります。）の受益証券を主要投

資対象とします。 

②マザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてわが国の金融商品取引所等（金融商品取引法第 2 条第

16 項に規定する金融商品取引所及び金融商品取引法第 2 条第 17 項に規定する取引所金融商品市場並び

に金融商品取引法第 2 条第 8 項第 3 号ロに規定する外国金融商品市場及び当該市場を開設するものをい

います。以下同じ。）に上場している株式に投資し、TOPIX（東証株価指数）（配当込み）（※）に連動する投資

成果を目指します。ただし、当初設定時に上場有価証券の現物拠出が行われた場合、設定日から一定期間

については TOPIX（東証株価指数）（配当込み）に連動することができない場合があります。 

③株式への実質投資割合は、原則として高位を維持します。 

④株式以外の資産への実質投資割合は、原則として投資信託財産総額の 50％以下とします。 

⑤投資信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、並びに投資対象資産を保有した場合と同様

の損益を実現するため、株価指数先物取引等を活用することがあります。このため、株式の実質組入総額と

株価指数先物取引等の買建玉の実質時価総額の合計額が、投資信託財産の純資産総額を超えることがあ

ります。 

⑥投資信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、並びに投資対象資産を保有した場合と同様

の損益を実現するため、国内外において行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券

オプション取引を行うことができます。 

⑦資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき等並びに投資信託財産の規模によっては、上記の運用がで

きない場合があります。 

 

※「TOPIX（東証株価指数）」とは、株式会社ＪＰＸ総研が算出、公表する指数で、日本の株式市場を広範に網羅

するとともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時価総額加重方

式により算出されます。 

 「配当込み」指数は、配当収益を考慮して算出した指数です。 

1．TOPIX（東証株価指数）（配当込み）（以下、「配当込みＴＯＰＩＸ」という。）の指数値及び配当込みＴＯＰＩＸに係

る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財

産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など配当込みＴＯＰＩＸに関するすべての権利・ノウハウ及び配当

込みＴＯＰＩＸに係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有する。 

2．ＪＰＸは、配当込みＴＯＰＩＸの指数値の算出若しくは公表の方法の変更、配当込みＴＯＰＩＸの指数値の算出若

しくは公表の停止又は配当込みＴＯＰＩＸに係る標章若しくは商標の変更若しくは使用の停止を行うことができ

る。 

3．ＪＰＸは、配当込みＴＯＰＩＸの指数値及び配当込みＴＯＰＩＸに係る標章又は商標の使用に関して得られる結果

並びに特定日の配当込みＴＯＰＩＸの指数値について、何ら保証、言及をするものではない。 

4．ＪＰＸは、配当込みＴＯＰＩＸの指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではない。

また、ＪＰＸは、配当込みＴＯＰＩＸの指数値の算出又は公表の��、��又は中�に対し、責任を負わない。 

5．本件商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではない。 

6．ＪＰＸは、本件商品の購入者又は公衆に対し、本件商品の説明又は投資のアドバイスをする義務を負わない。 

7．ＪＰＸは、当社又は本件商品の購入者のニーズを配当込みＴＯＰＩＸの指数値を算出する銘柄構成及び計算に

考慮するものではない。 

8．以上の項目に限らず、ＪＰＸは本件商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対しても

責任を有しない。 

 

＜＜投投資資対対象象＞＞  

1）投資の対象とする資産の種類 

当ファンドにおいて投資の対象とする資産（本邦通貨表示のものに限ります。）の種類は、次に掲げるものとし

ます。 

1.次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定めるものを

いいます。以下同じ。） 

イ.有価証券 

ロ.デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第 2 条第 20 項に規定するものをいい、後記＜投資制

限＞7）に定めるものに限ります。） 

ハ.金銭債権 

'23.11.29　下版　B5－064

4

B5-064_2_下版_CC2021.indd   4B5-064_2_下版_CC2021.indd   4 2023/11/29   15:532023/11/29   15:53



 

 

 

 

ＳＭＴＡＭ日本株式インデックスファンドＶＬ－Ｐ（適格機関投資家専用）説明書面 

 

（（11））資資産産のの運運用用対対象象ととななるる投投資資信信託託のの名名称称  

ＳＭＴＡＭ日本株式インデックスファンドＶＬ－Ｐ（適格機関投資家専用） 

（以下「当ファンド」ということがあります。） 

 

（（22））投投資資信信託託のの目目的的おおよよびび基基本本的的性性格格ななららびびにに仕仕組組みみ  

＜＜目目的的＞＞  

当ファンドは、投資信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。 

＜＜基基本本的的性性格格＞＞  

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める公募の投資信託の分類方法に準じた場合、追加型投信/国

内/株式/インデックス型に分類されます。 

 

＜＜仕仕組組みみ＞＞  

  

 

（（33））沿沿革革  

日  付 沿  革 

2021 年 1 月 25 日 当ファンドの投資信託契約締結、設定、運用開始 

特特別別勘勘定定資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

 

 

（（44））投投資資方方針針、、投投資資対対象象、、運運用用体体制制おおよよびび投投資資制制限限  

＜＜投投資資方方針針＞＞  

1）基本方針 

当ファンドは、投資信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。 

2）投資態度 

①「国内株式インデックス マザーファンド」（以下「マザーファンド」ということがあります。）の受益証券を主要投

資対象とします。 

②マザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてわが国の金融商品取引所等（金融商品取引法第 2 条第

16 項に規定する金融商品取引所及び金融商品取引法第 2 条第 17 項に規定する取引所金融商品市場並び

に金融商品取引法第 2 条第 8 項第 3 号ロに規定する外国金融商品市場及び当該市場を開設するものをい

います。以下同じ。）に上場している株式に投資し、TOPIX（東証株価指数）（配当込み）（※）に連動する投資

成果を目指します。ただし、当初設定時に上場有価証券の現物拠出が行われた場合、設定日から一定期間

については TOPIX（東証株価指数）（配当込み）に連動することができない場合があります。 

③株式への実質投資割合は、原則として高位を維持します。 

④株式以外の資産への実質投資割合は、原則として投資信託財産総額の 50％以下とします。 

⑤投資信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、並びに投資対象資産を保有した場合と同様

の損益を実現するため、株価指数先物取引等を活用することがあります。このため、株式の実質組入総額と

株価指数先物取引等の買建玉の実質時価総額の合計額が、投資信託財産の純資産総額を超えることがあ

ります。 

⑥投資信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、並びに投資対象資産を保有した場合と同様

の損益を実現するため、国内外において行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券

オプション取引を行うことができます。 

⑦資金動向、市況動向の急激な変化が生じたとき等並びに投資信託財産の規模によっては、上記の運用がで

きない場合があります。 

 

※「TOPIX（東証株価指数）」とは、株式会社ＪＰＸ総研が算出、公表する指数で、日本の株式市場を広範に網羅

するとともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時価総額加重方

式により算出されます。 

 「配当込み」指数は、配当収益を考慮して算出した指数です。 

1．TOPIX（東証株価指数）（配当込み）（以下、「配当込みＴＯＰＩＸ」という。）の指数値及び配当込みＴＯＰＩＸに係

る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財

産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など配当込みＴＯＰＩＸに関するすべての権利・ノウハウ及び配当

込みＴＯＰＩＸに係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有する。 

2．ＪＰＸは、配当込みＴＯＰＩＸの指数値の算出若しくは公表の方法の変更、配当込みＴＯＰＩＸの指数値の算出若

しくは公表の停止又は配当込みＴＯＰＩＸに係る標章若しくは商標の変更若しくは使用の停止を行うことができ

る。 

3．ＪＰＸは、配当込みＴＯＰＩＸの指数値及び配当込みＴＯＰＩＸに係る標章又は商標の使用に関して得られる結果

並びに特定日の配当込みＴＯＰＩＸの指数値について、何ら保証、言及をするものではない。 

4．ＪＰＸは、配当込みＴＯＰＩＸの指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではない。

また、ＪＰＸは、配当込みＴＯＰＩＸの指数値の算出又は公表の��、��又は中�に対し、責任を負わない。 

5．本件商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではない。 

6．ＪＰＸは、本件商品の購入者又は公衆に対し、本件商品の説明又は投資のアドバイスをする義務を負わない。 

7．ＪＰＸは、当社又は本件商品の購入者のニーズを配当込みＴＯＰＩＸの指数値を算出する銘柄構成及び計算に

考慮するものではない。 

8．以上の項目に限らず、ＪＰＸは本件商品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対しても

責任を有しない。 

 

＜＜投投資資対対象象＞＞  

1）投資の対象とする資産の種類 

当ファンドにおいて投資の対象とする資産（本邦通貨表示のものに限ります。）の種類は、次に掲げるものとし

ます。 

1.次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定めるものを

いいます。以下同じ。） 

イ.有価証券 

ロ.デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第 2 条第 20 項に規定するものをいい、後記＜投資制

限＞7）に定めるものに限ります。） 

ハ.金銭債権 
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ニ.約束手形 

2.次に掲げる特定資産以外の資産 

イ.為替手形 

2）運用の指図範囲等 

①委託会社は、信託金を、主として三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社を委託者とし、三井住友信託

銀行株式会社を受託者として締結された親投資信託「国内株式インデックス マザーファンド」の受益証券並

びに次に掲げる有価証券（金融商品取引法第 2 条第 2 項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲

げる権利を除くとともに、本邦通貨表示のものに限ります。）に投資することを指図します。 

1.株券又は新株引受権証書 

2.国債証券 

3.地方債証券 

4.特別の法律により法人の発行する債券 

5.社債券（新株引受権証券と社債券が一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受権付社債

券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

6.資産の流動化に関する法律に規定する特定社債券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 4 号で定めるものを

いいます。） 

7.特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 6 号で定めるも

のをいいます。） 

8.協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 7 号で定めるものをいいます。） 

9.資産の流動化に関する法律に規定する優先出資証券又は新優先出資引受権を表示する証券（金融商品

取引法第 2 条第 1 項第 8 号で定めるものをいいます。） 

10.コマーシャル・ペーパー 

11.新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）及び新株予約

権証券 

12.外国又は外国の者の発行する証券又は証書で、前各号の証券又は証書の性質を有するもの 

13.投資信託又は外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第10号で定めるものをいいます。） 

14.投資証券もしくは投資法人債券又は外国投資証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 11 号で定めるものを

いいます。） 

15.外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 18 号で定めるものをいいます。） 

16.オプションを表示する証券又は証書（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 19 号で定めるものをいい、有価証券

に係るものに限ります。） 

17.預託証書（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 20 号で定めるものをいいます。） 

18.外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19.指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 14 号で定める受益証券発行信託の受益証券

に限ります。） 

20.抵当証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 16 号で定めるものをいいます。） 

21.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第 2 条第 1 項第 14 号で定める受益証券発行信託の受益証

券に表示されるべきもの 

22.外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 

なお、第 1 号の証券又は証書、第 12 号並びに第 17 号の証券又は証書のうち第 1 号の証券又は証書の性質

を有するものを以下「株式」といい、第 2 号から第 6 号までの証券及び第 12 号並びに第 17 号の証券又は証

書のうち第 2 号から第 6 号までの証券の性質を有するもの、及び第 14 号に記載する証券のうち投資法人債

券及び外国投資証券で投資法人債券に類する証券を以下「公社債」といい、第 13 号の証券及び第 14 号の証

券（「投資法人債券」及び「外国投資証券で投資法人債券に類する証券」を除きます。）を以下「投資信託証券」

といいます。 

②委託会社は、信託金を、前記①に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用することを指図すること

ができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 14 号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

5.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第 2 条第 2 項第 1 号で定めるもの 

6.外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

③前記①の規定にかかわらず、当ファンドの設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託会社が運

用上必要と認めるときは、委託会社は、信託金を前記②に掲げる金融商品により運用することの指図ができま

す。 

【参考情報】マザーファンドの投資方針と主な投資対象 

 

 

わが国の取引所に上場している株式を主要投資対象とし、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）と連動する投資

成果を目標として運用を行います。 
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ニ.約束手形 

2.次に掲げる特定資産以外の資産 

イ.為替手形 

2）運用の指図範囲等 

①委託会社は、信託金を、主として三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社を委託者とし、三井住友信託

銀行株式会社を受託者として締結された親投資信託「国内株式インデックス マザーファンド」の受益証券並

びに次に掲げる有価証券（金融商品取引法第 2 条第 2 項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲

げる権利を除くとともに、本邦通貨表示のものに限ります。）に投資することを指図します。 

1.株券又は新株引受権証書 

2.国債証券 

3.地方債証券 

4.特別の法律により法人の発行する債券 

5.社債券（新株引受権証券と社債券が一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受権付社債

券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

6.資産の流動化に関する法律に規定する特定社債券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 4 号で定めるものを

いいます。） 

7.特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 6 号で定めるも

のをいいます。） 

8.協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 7 号で定めるものをいいます。） 

9.資産の流動化に関する法律に規定する優先出資証券又は新優先出資引受権を表示する証券（金融商品

取引法第 2 条第 1 項第 8 号で定めるものをいいます。） 

10.コマーシャル・ペーパー 

11.新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）及び新株予約

権証券 

12.外国又は外国の者の発行する証券又は証書で、前各号の証券又は証書の性質を有するもの 

13.投資信託又は外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第10号で定めるものをいいます。） 

14.投資証券もしくは投資法人債券又は外国投資証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 11 号で定めるものを

いいます。） 

15.外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 18 号で定めるものをいいます。） 

16.オプションを表示する証券又は証書（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 19 号で定めるものをいい、有価証券

に係るものに限ります。） 

17.預託証書（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 20 号で定めるものをいいます。） 

18.外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19.指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 14 号で定める受益証券発行信託の受益証券

に限ります。） 

20.抵当証券（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 16 号で定めるものをいいます。） 

21.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第 2 条第 1 項第 14 号で定める受益証券発行信託の受益証

券に表示されるべきもの 

22.外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 

なお、第 1 号の証券又は証書、第 12 号並びに第 17 号の証券又は証書のうち第 1 号の証券又は証書の性質

を有するものを以下「株式」といい、第 2 号から第 6 号までの証券及び第 12 号並びに第 17 号の証券又は証

書のうち第 2 号から第 6 号までの証券の性質を有するもの、及び第 14 号に記載する証券のうち投資法人債

券及び外国投資証券で投資法人債券に類する証券を以下「公社債」といい、第 13 号の証券及び第 14 号の証

券（「投資法人債券」及び「外国投資証券で投資法人債券に類する証券」を除きます。）を以下「投資信託証券」

といいます。 

②委託会社は、信託金を、前記①に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用することを指図すること

ができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第 1 項第 14 号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

5.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第 2 条第 2 項第 1 号で定めるもの 

6.外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

③前記①の規定にかかわらず、当ファンドの設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託会社が運

用上必要と認めるときは、委託会社は、信託金を前記②に掲げる金融商品により運用することの指図ができま

す。 

【参考情報】マザーファンドの投資方針と主な投資対象 

 

 

わが国の取引所に上場している株式を主要投資対象とし、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）と連動する投資

成果を目標として運用を行います。 
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＜＜運運用用体体制制＞＞  

ファンドの運用体制は以下の通りです。記載された体制、委員会等の名称、人員等は、今後変更されることがあり

ます。 

 
 

 

委託会社では社内規定を定めて運用に係る組織及びその権限と責任を明示するとともに、運用を行うに当たって

遵守すべき基本的な事項を含め、運用とリスク管理を適正に行うことを目的とした運用等に係る業務規則を定めて

います。 

 

委託会社は、受託会社又は再信託受託会社に対して、日々の純資産照合、月次の勘定残高照合などを行ってい

ます。また、外部監査法人による内部統制の整備及び運用状況の報告書を再信託受託会社より受け取っておりま

す。 

    

 

 

＜＜投投資資制制限限＞＞  

ファンドの投資信託約款に定める投資制限 

1）株式への投資割合 

株式への実質投資割合には制限を設けません。 

2）投資信託証券への投資割合 

投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への実質投資割合は、投資信託財産の純資産総額の 5％以

下とします。 

3）外貨建資産への投資割合 

外貨建資産への投資は行いません。 

4）新株引受権証券及び新株予約権証券への投資割合 

新株引受権証券及び新株予約権証券への実質投資割合は、投資信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

5）投資する株式等の範囲 

①委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券及び新株予約権証券は、金融商品取引所等に上

場されている株式の発行会社の発行するもの、金融商品取引所等に準ずる市場において取引されている株

式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当又は社債権者割当により取得する株式、新株引受

権証券及び新株予約権証券については、この限りではありません。 

②前記①の規定にかかわらず、上場予定又は登録予定の株式、新株引受権証券及び新株予約権証券で目論

見書等において上場又は登録されることが確認できるものについては、委託会社が投資することを指図する

ことができるものとします。 

6）信用取引の指図範囲 

①委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図をす

ることができます。なお、当該売付の決済については、株券の引渡し又は買戻しにより行うことの指図をする

ことができるものとします。 

②前記①の信用取引の指図は、次の各号に掲げる有価証券の発行会社が発行する株券について行うことがで

きるものとし、かつ次の各号に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

1.投資信託財産に属する株券及び新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

2.株式分割により取得する株券 

3.有償増資により取得する株券 

4.売出しにより取得する株券 

5.投資信託財産に属する転換社債の転換請求及び新株予約権付社債のうち会社法第 236 条第 1 項第 3 号

の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で

存在し得ないことをあらかじめ明確にしているもの（会社法施行前の旧商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号及

び第 8 号の定めがある新株予約権付社債を含みます。）の新株予約権の行使により取得可能な株券 

6.投資信託財産に属する新株引受権証券及び新株引受権付社債券の新株引受権の行使、並びに投資信託

財産に属する新株予約権証券及び新株予約権付社債券の新株予約権（前号に定めるものを除きます。）

の行使により取得可能な株券 

7）先物取引等の運用指図、目的及び範囲 

委託会社は、投資信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、並びに投資対象資産を保有した

場合と同様の損益を実現するため、わが国の金融商品取引所等における有価証券先物取引（金融商品取引法

第 28 条第 8 項第 3 号イに掲げるものをいいます。）、有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第 28 条第 8

項第 3 号ロに掲げるものをいいます。）及び有価証券オプション取引（金融商品取引法第 28 条第 8 項第 3 号ハ

に掲げるものをいいます。）並びに委託会社が適当と認める外国の金融商品取引所等におけるこれらの取引と

類似の取引を行うことを指図することができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取扱うものとし

ます。 

8）有価証券の貸付の指図、目的及び範囲 

①委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、投資信託財産に属する株式及び公社債を次の

各号の範囲内で貸付の指図をすることができます。 

1.株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、投資信託財産で保有する株式の時価合計

額を超えないものとします。 

2.公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、投資信託財産で保有する公社

債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

②前記①各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する

契約の一部の解約を指図するものとします。 

③委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとします。 

9）公社債の空売りの指図、目的及び範囲 

①委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、投資信託財産において有しない公社債又は後記

10）の規定により借り入れた公社債を売り付けることの指図をすることができます。なお、当該売付の決済に

ついては、売り付けた公社債の引渡し又は買戻しにより行うことの指図をすることができるものとします。 
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＜＜運運用用体体制制＞＞  

ファンドの運用体制は以下の通りです。記載された体制、委員会等の名称、人員等は、今後変更されることがあり

ます。 

 
 

 

委託会社では社内規定を定めて運用に係る組織及びその権限と責任を明示するとともに、運用を行うに当たって

遵守すべき基本的な事項を含め、運用とリスク管理を適正に行うことを目的とした運用等に係る業務規則を定めて

います。 

 

委託会社は、受託会社又は再信託受託会社に対して、日々の純資産照合、月次の勘定残高照合などを行ってい

ます。また、外部監査法人による内部統制の整備及び運用状況の報告書を再信託受託会社より受け取っておりま

す。 

    

 

 

＜＜投投資資制制限限＞＞  

ファンドの投資信託約款に定める投資制限 

1）株式への投資割合 

株式への実質投資割合には制限を設けません。 

2）投資信託証券への投資割合 

投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への実質投資割合は、投資信託財産の純資産総額の 5％以

下とします。 

3）外貨建資産への投資割合 

外貨建資産への投資は行いません。 

4）新株引受権証券及び新株予約権証券への投資割合 

新株引受権証券及び新株予約権証券への実質投資割合は、投資信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

5）投資する株式等の範囲 

①委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券及び新株予約権証券は、金融商品取引所等に上

場されている株式の発行会社の発行するもの、金融商品取引所等に準ずる市場において取引されている株

式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当又は社債権者割当により取得する株式、新株引受

権証券及び新株予約権証券については、この限りではありません。 

②前記①の規定にかかわらず、上場予定又は登録予定の株式、新株引受権証券及び新株予約権証券で目論

見書等において上場又は登録されることが確認できるものについては、委託会社が投資することを指図する

ことができるものとします。 

6）信用取引の指図範囲 

①委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図をす

ることができます。なお、当該売付の決済については、株券の引渡し又は買戻しにより行うことの指図をする

ことができるものとします。 

②前記①の信用取引の指図は、次の各号に掲げる有価証券の発行会社が発行する株券について行うことがで

きるものとし、かつ次の各号に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

1.投資信託財産に属する株券及び新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

2.株式分割により取得する株券 

3.有償増資により取得する株券 

4.売出しにより取得する株券 

5.投資信託財産に属する転換社債の転換請求及び新株予約権付社債のうち会社法第 236 条第 1 項第 3 号

の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で

存在し得ないことをあらかじめ明確にしているもの（会社法施行前の旧商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号及

び第 8 号の定めがある新株予約権付社債を含みます。）の新株予約権の行使により取得可能な株券 

6.投資信託財産に属する新株引受権証券及び新株引受権付社債券の新株引受権の行使、並びに投資信託

財産に属する新株予約権証券及び新株予約権付社債券の新株予約権（前号に定めるものを除きます。）

の行使により取得可能な株券 

7）先物取引等の運用指図、目的及び範囲 

委託会社は、投資信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、並びに投資対象資産を保有した

場合と同様の損益を実現するため、わが国の金融商品取引所等における有価証券先物取引（金融商品取引法

第 28 条第 8 項第 3 号イに掲げるものをいいます。）、有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第 28 条第 8

項第 3 号ロに掲げるものをいいます。）及び有価証券オプション取引（金融商品取引法第 28 条第 8 項第 3 号ハ

に掲げるものをいいます。）並びに委託会社が適当と認める外国の金融商品取引所等におけるこれらの取引と

類似の取引を行うことを指図することができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取扱うものとし

ます。 

8）有価証券の貸付の指図、目的及び範囲 

①委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、投資信託財産に属する株式及び公社債を次の

各号の範囲内で貸付の指図をすることができます。 

1.株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、投資信託財産で保有する株式の時価合計

額を超えないものとします。 

2.公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、投資信託財産で保有する公社

債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

②前記①各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する

契約の一部の解約を指図するものとします。 

③委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとします。 

9）公社債の空売りの指図、目的及び範囲 

①委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、投資信託財産において有しない公社債又は後記

10）の規定により借り入れた公社債を売り付けることの指図をすることができます。なお、当該売付の決済に

ついては、売り付けた公社債の引渡し又は買戻しにより行うことの指図をすることができるものとします。 

B5－064　下版　'23.11.29

9

B5-064_2_下版_CC2021.indd   9B5-064_2_下版_CC2021.indd   9 2023/11/29   15:532023/11/29   15:53



 

 

②前記①の売付の指図は、当該売付に係る公社債の時価総額が投資信託財産の純資産総額の範囲内としま

す。 

③投資信託財産の一部解約等の事由により、前記②の売付に係る公社債の時価総額が投資信託財産の純資

産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売付の一部を決済す

るための指図をするものとします。 

10）公社債の借入れの指図、目的及び範囲 

①委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。な

お、当該公社債の借入れを行うにあたり、担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行うもの

とします。 

②前記①の借入れの指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が投資信託財産の純資産総額の範囲内と

します。 

③投資信託財産の一部解約等の事由により、前記②の借入れに係る公社債の時価総額が投資信託財産の純

資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた公社債

の一部を返還するための指図をするものとします。 

④前記①の借入れに係る品借料は、投資信託財産中から支弁します。 

11）資金の借入れ 

①委託会社は、投資信託財産の効率的な運用並びに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当（一部解約に伴う支払資金の手当のために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的として、又は

再投資に係る収益分配金の支払資金の手当を目的として、資金の借入れ（コール市場を通じる場合を含みま

す。）の指図を行うことができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。 

②一部解約に伴う支払資金の手当に係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から投資信託財産で

保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間又は受益者への解約代金支払開始日から投資信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から投資信

託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が 5 営業日以内である場合の当該期間とし、資

金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金及び有価証券等の償還金の合計額を限度とします。 

③収益分配金の再投資に係る借入期間は、投資信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

④借入金の利息は投資信託財産中より支弁します。 

12）信用リスク集中回避のための投資制限 

一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャー

及びデリバティブ等エクスポージャーの投資信託財産の純資産総額に対する比率は、原則としてそれぞれ 10％、

合計で 20％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合には、委託会社は、一般社団法人投資信託

協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行うこととします。 

13）デリバティブ取引等に係る投資制限 

デリバティブ取引等（金融商品取引法第 2 条第 20 項に規定するものをいい、新株予約権証券、新投資口予約

権証券又はオプションを表示する証券もしくは証書に係る取引及び選択権付債券売買を含みます。ただし、この

投資信託において取引可能なものに限ります。）について、一般社団法人投資信託協会規則に定める合理的な

方法により算出した額が、投資信託財産の純資産総額を超えることとなる投資の指図をしません。 

 

関連法令に基づく投資制限 

1）同一の法人の発行する株式への投資制限 

（投資信託及び投資法人に関する法律、同法施行規則） 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行う全ての委託者指図型投資信託につき、投

資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に 100 分の 50 を乗じ

て得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得することを受託会社に指図しないもの

とします。 

 

【参考情報】マザーファンドの主な投資制限 

①株式への投資割合には制限を設けません。 

②外貨建資産への投資は、行いません。 

③新株引受権証券及び新株予約権証券への投資は、取得時において投資信託財産の純資産総額の 10％以

下とします。 

④同一銘柄の株式への投資割合には制限を設けません。 

⑤同一銘柄の転換社債、並びに新株予約権付社債のうち会社法第 236 条第 1 項第 3 号の財産が当該新株予

約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあら

かじめ明確にしているものへの投資は、投資信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

⑥同一銘柄の新株引受権証券及び新株予約権証券への投資は、取得時において投資信託財産の純資産総額

の５％以下とします。 

 

 

⑦投資信託証券への投資は、投資信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑧前各号の規定にかかわらず、一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージ

ャー、債券等エクスポージャー及びデリバティブ等エクスポージャーの投資信託財産の純資産総額に対する

比率は、原則としてそれぞれ 10％、合計で 20％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合には、

委託会社は、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行うこととします。 

⑨デリバティブ取引等（金融商品取引法第 2 条第 20 項に規定するものをいい、新株予約権証券又はオプション

を表示する証券もしくは証書に係る取引及び選択権付債券売買を含みます。）について、一般社団法人投資

信託協会規則に定める合理的な方法により算出した額が、投資信託財産の純資産総額を超えることとなる投

資の指図をしません。 

  

（（55））投投資資リリススクク  

（投資信託はリスク商品であり、投資元本は保証されておりません。また、収益や投資利回り等も未確定の商品で

す。） 

1）ファンドのリスク 

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。従って、投資者の皆様の投

資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがありま

す。 

●信託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者の皆様に帰属します。 

●投資信託は預貯金と異なります。 

 

当ファンドの主なリスクは以下の通りです。 

①株価変動リスク 

株価は、発行者の業績、経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化や国内外の経済情勢等に

より変動します。株価が下落した場合は、基準価額の下落要因となります。 

②信用リスク 

有価証券の発行体が財政難、経営不振、その他の理由により、利払い、償還金、借入金等をあらかじめ決めら

れた条件で支払うことができなくなった場合、又はそれが予想される場合には、有価証券の価格は下落し、基準

価額の下落要因となる可能性があります。 

③流動性リスク 

時価総額が小さい、取引量が少ない等流動性が低い市場、あるいは取引規制等の理由から流動性が低下して

いる市場で有価証券等を売買する場合、市場の実勢と大きく乖離した水準で取引されることがあり、その結果、

基準価額の下落要因となる可能性があります。 

 

※当ファンドのリスクは、上記に限定されるものではありません。 

 

その他の留意点 

①ファンドは、TOPIX（東証株価指数）（配当込み）と連動する投資成果を目標として運用を行いますが、ファンドへ

の入出金、個別銘柄の実質組入比率の違い、売買コストや信託報酬等の影響等から、ファンドの基準価額騰落

率と上記インデックスの騰落率は必ずしも一致しません。 

②同じマザーファンドに投資する他のベビーファンドの資金変動等に伴いマザーファンドにおいて有価証券の売買

等が発生した場合、基準価額に影響を与えることがあります。 

③分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その

金額相当分、基準価額は下がります。 

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益及び評価益を含む売買益）を超えて支払わ

れる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、

分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部又は全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当す

る場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同

様です。 

④ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありま

せん。 

⑤ファンドは、大量の換金申込が発生し短期間で換金代金を手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる

取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待で

きる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。 

これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付が中止、取り消しとなる可能

性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。 
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②前記①の売付の指図は、当該売付に係る公社債の時価総額が投資信託財産の純資産総額の範囲内としま

す。 

③投資信託財産の一部解約等の事由により、前記②の売付に係る公社債の時価総額が投資信託財産の純資

産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売付の一部を決済す

るための指図をするものとします。 

10）公社債の借入れの指図、目的及び範囲 

①委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。な

お、当該公社債の借入れを行うにあたり、担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行うもの

とします。 

②前記①の借入れの指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が投資信託財産の純資産総額の範囲内と

します。 

③投資信託財産の一部解約等の事由により、前記②の借入れに係る公社債の時価総額が投資信託財産の純

資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた公社債

の一部を返還するための指図をするものとします。 

④前記①の借入れに係る品借料は、投資信託財産中から支弁します。 

11）資金の借入れ 

①委託会社は、投資信託財産の効率的な運用並びに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当（一部解約に伴う支払資金の手当のために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的として、又は

再投資に係る収益分配金の支払資金の手当を目的として、資金の借入れ（コール市場を通じる場合を含みま

す。）の指図を行うことができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。 

②一部解約に伴う支払資金の手当に係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から投資信託財産で

保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間又は受益者への解約代金支払開始日から投資信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から投資信

託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が 5 営業日以内である場合の当該期間とし、資

金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金及び有価証券等の償還金の合計額を限度とします。 

③収益分配金の再投資に係る借入期間は、投資信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

④借入金の利息は投資信託財産中より支弁します。 

12）信用リスク集中回避のための投資制限 

一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャー

及びデリバティブ等エクスポージャーの投資信託財産の純資産総額に対する比率は、原則としてそれぞれ 10％、

合計で 20％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合には、委託会社は、一般社団法人投資信託

協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行うこととします。 

13）デリバティブ取引等に係る投資制限 

デリバティブ取引等（金融商品取引法第 2 条第 20 項に規定するものをいい、新株予約権証券、新投資口予約

権証券又はオプションを表示する証券もしくは証書に係る取引及び選択権付債券売買を含みます。ただし、この

投資信託において取引可能なものに限ります。）について、一般社団法人投資信託協会規則に定める合理的な

方法により算出した額が、投資信託財産の純資産総額を超えることとなる投資の指図をしません。 

 

関連法令に基づく投資制限 

1）同一の法人の発行する株式への投資制限 

（投資信託及び投資法人に関する法律、同法施行規則） 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行う全ての委託者指図型投資信託につき、投

資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に 100 分の 50 を乗じ

て得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得することを受託会社に指図しないもの

とします。 

 

【参考情報】マザーファンドの主な投資制限 

①株式への投資割合には制限を設けません。 

②外貨建資産への投資は、行いません。 

③新株引受権証券及び新株予約権証券への投資は、取得時において投資信託財産の純資産総額の 10％以

下とします。 

④同一銘柄の株式への投資割合には制限を設けません。 

⑤同一銘柄の転換社債、並びに新株予約権付社債のうち会社法第 236 条第 1 項第 3 号の財産が当該新株予

約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあら

かじめ明確にしているものへの投資は、投資信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

⑥同一銘柄の新株引受権証券及び新株予約権証券への投資は、取得時において投資信託財産の純資産総額

の５％以下とします。 

 

 

⑦投資信託証券への投資は、投資信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑧前各号の規定にかかわらず、一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージ

ャー、債券等エクスポージャー及びデリバティブ等エクスポージャーの投資信託財産の純資産総額に対する

比率は、原則としてそれぞれ 10％、合計で 20％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合には、

委託会社は、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行うこととします。 

⑨デリバティブ取引等（金融商品取引法第 2 条第 20 項に規定するものをいい、新株予約権証券又はオプション

を表示する証券もしくは証書に係る取引及び選択権付債券売買を含みます。）について、一般社団法人投資

信託協会規則に定める合理的な方法により算出した額が、投資信託財産の純資産総額を超えることとなる投

資の指図をしません。 

  

（（55））投投資資リリススクク  

（投資信託はリスク商品であり、投資元本は保証されておりません。また、収益や投資利回り等も未確定の商品で

す。） 

1）ファンドのリスク 

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。従って、投資者の皆様の投

資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがありま

す。 

●信託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者の皆様に帰属します。 

●投資信託は預貯金と異なります。 

 

当ファンドの主なリスクは以下の通りです。 

①株価変動リスク 

株価は、発行者の業績、経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化や国内外の経済情勢等に

より変動します。株価が下落した場合は、基準価額の下落要因となります。 

②信用リスク 

有価証券の発行体が財政難、経営不振、その他の理由により、利払い、償還金、借入金等をあらかじめ決めら

れた条件で支払うことができなくなった場合、又はそれが予想される場合には、有価証券の価格は下落し、基準

価額の下落要因となる可能性があります。 

③流動性リスク 

時価総額が小さい、取引量が少ない等流動性が低い市場、あるいは取引規制等の理由から流動性が低下して

いる市場で有価証券等を売買する場合、市場の実勢と大きく乖離した水準で取引されることがあり、その結果、

基準価額の下落要因となる可能性があります。 

 

※当ファンドのリスクは、上記に限定されるものではありません。 

 

その他の留意点 

①ファンドは、TOPIX（東証株価指数）（配当込み）と連動する投資成果を目標として運用を行いますが、ファンドへ

の入出金、個別銘柄の実質組入比率の違い、売買コストや信託報酬等の影響等から、ファンドの基準価額騰落

率と上記インデックスの騰落率は必ずしも一致しません。 

②同じマザーファンドに投資する他のベビーファンドの資金変動等に伴いマザーファンドにおいて有価証券の売買

等が発生した場合、基準価額に影響を与えることがあります。 

③分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その

金額相当分、基準価額は下がります。 

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益及び評価益を含む売買益）を超えて支払わ

れる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、

分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部又は全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当す

る場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同

様です。 

④ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありま

せん。 

⑤ファンドは、大量の換金申込が発生し短期間で換金代金を手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる

取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待で

きる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。 

これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付が中止、取り消しとなる可能

性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。 
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2）リスクの管理体制 

委託会社におけるリスク管理体制 

・運用部門から独立した運用監理部が、運用に関するリスク管理（流動性リスク管理等を含む）と法令等遵守状

況のモニタリングを担当し、毎月開催される運用・リスク委員会等に報告します。 

    

 

 

（（66））運運用用状状況況、、投投資資資資産産おおよよびび運運用用実実績績  

  

以下は、2023 年 6 月 30 日現在の状況について記載してあります。 

ＳＭＴＡＭ日本株式インデックスファンドＶＬ－Ｐ（適格機関投資家専用） 
  

（１）投資状況 
  
  

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％） 

親投資信託受益証券 日本 105,092,258,758 99.95

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 52,746,366 0.05

合計(純資産総額) 105,145,005,124 100.00
  
(注 1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。 

(注 2)投資比率とは、本ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

（２）投資資産 

①投資有価証券の主要銘柄 

イ.評価額上位銘柄明細 
  
  

国／ 

地域 種類 銘柄名 数量 帳簿価額(円) 

単価 
帳簿価額(円) 

金額 
評価額(円) 

単価 
評価額(円) 

金額 
投資 

比率 

(％) 

日本 親投資信託受

益証券 
国内株式インデックス マザーファンド 45,195,139,878 1.9094 86,295,600,084 2.3253 105,092,258,758 99.95

  
(注 1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。 

(注 2)投資比率は、本ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。 

  

ロ.種類別投資比率 
  
  

種類 投資比率（％） 

親投資信託受益証券 99.95

合計 99.95
  
(注)投資比率は、本ファンドの純資産総額に対する当該有価証券の時価の比率です。 

②投資不動産物件 

該当事項はありません。 

③その他投資資産の主要なもの 
  
  
該当事項はありません。 

  

（３）運用実績 

①純資産の推移 
  
  

  
純資産総額（円） 1 万口当たりの純資産額（円） 

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付） 

第 1 期計算期間末 (2021 年 12 月 27 日) 92,057,719,757 92,057,719,757 10,851 10,851
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（２）投資資産 
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(％) 
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益証券 
国内株式インデックス マザーファンド 45,195,139,878 1.9094 86,295,600,084 2.3253 105,092,258,758 99.95

  
(注 1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。 

(注 2)投資比率は、本ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。 

  

ロ.種類別投資比率 
  
  

種類 投資比率（％） 

親投資信託受益証券 99.95

合計 99.95
  
(注)投資比率は、本ファンドの純資産総額に対する当該有価証券の時価の比率です。 

②投資不動産物件 

該当事項はありません。 

③その他投資資産の主要なもの 
  
  
該当事項はありません。 

  

（３）運用実績 

①純資産の推移 
  
  

  
純資産総額（円） 1 万口当たりの純資産額（円） 

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付） 

第 1 期計算期間末 (2021 年 12 月 27 日) 92,057,719,757 92,057,719,757 10,851 10,851
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第 2 期計算期間末 (2022 年 12 月 26 日) 86,935,373,324 86,935,373,324 10,711 10,711

 2022 年 6 月末日 86,311,222,072 ― 10,415 ―

     7 月末日 88,835,930,260 ― 10,803 ―

     8 月末日 88,844,143,052 ― 10,932 ―

     9 月末日 83,987,782,343 ― 10,333 ―

    10 月末日 88,233,727,492 ― 10,860 ―

    11 月末日 90,758,738,900 ― 11,178 ―

    12 月末日 86,583,322,639 ― 10,667 ―

 2023 年 1 月末日 89,037,732,791 ― 11,139 ―

     2 月末日 89,437,976,483 ― 11,244 ―

     3 月末日 90,925,873,600 ― 11,435 ―

     4 月末日 94,046,813,489 ― 11,743 ―

     5 月末日 96,842,599,018 ― 12,167 ―

     6 月末日 105,145,005,124 ― 13,085 ―
  

②分配の推移 
  
  

  期 間 1 万口当たりの分配金（円） 

第 1 期計算期間 2021 年 1 月 25 日～2021 年 12 月 27 日 0

第 2 期計算期間 2021 年 12 月 28 日～2022 年 12 月 26 日 0
  

③収益率の推移 
  
  

  期 間 収益率（％） 

第 1 期計算期間 2021 年 1 月 25 日～2021 年 12 月 27 日 8.5

第 2 期計算期間 2021 年 12 月 28 日～2022 年 12 月 26 日 △1.3

第 3 期中間計算期間 2022 年 12 月 27 日～2023 年 6 月 26 日 20.5
  
(注 1)収益率とは、各計算期間末の基準価額(分配付)から前計算期間末の基準価額(分配落)を控除した額を前計算期間末の基準

価額(分配落)で除して得た数に 100 を乗じて得た数字です。 

(注 2)小数第 2 位を四捨五入しております。 

  

 

 

（参考）国内株式インデックス マザーファンド 

投資状況 
  
  

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％） 

株式 日本 578,141,013,910 98.74

新株予約権証券 日本 9,630,500 0.00

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 7,370,657,139 1.26

合計(純資産総額) 585,521,301,549 100.00
  
(注 1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。 

(注 2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

   

その他の資産の投資状況 
  
  

資産の 

種類 

買建 

／ 

売建 
国／地域 時価合計（円） 

投資 

比率 

（％） 

株価指数先物取引 買建 日本 7,115,680,000 1.22
  
(注 1)評価にあたっては、知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段または最終相場で評価しております。このような時

価が発表されていない場合には、計算期間末日に最も近い最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評価しております。 

(注 2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

投資資産 

投資有価証券の主要銘柄 

イ.評価額上位銘柄明細 
  
  

国／ 

地域 種類 銘柄名 業種 数量 帳簿価額(円) 

単価 
帳簿価額(円) 

金額 
評価額(円) 

単価 
評価額(円) 

金額 
投資 

比率 

(％) 

日本 株式 トヨタ自動車 輸送用機

器 
9,708,300 1,928.68 18,724,204,044 2,308.50 22,411,610,550 3.83

日本 株式 ソニーグループ 電気機器 1,250,700 13,275.65 16,603,855,455 12,965.00 16,215,325,500 2.77

日本 株式 キーエンス 電気機器 176,900 68,650.87 12,144,338,903 67,850.00 12,002,665,000 2.05

日本 株式 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル

ープ 
銀行業 10,905,400 928.05 10,120,756,470 1,065.00 11,614,251,000 1.98

日本 株式 日本電信電話 情報・通信

業 
56,805,000 162.75 9,245,240,970 170.50 9,685,252,500 1.65

日本 株式 三菱商事 卸売業 1,140,400 5,908.01 6,737,494,604 6,930.00 7,902,972,000 1.35

日本 株式 三井住友フィナンシャルグルー

プ 
銀行業 1,272,500 5,649.21 7,188,619,725 6,159.00 7,837,327,500 1.34

日本 株式 日立製作所 電気機器 868,400 8,129.79 7,059,909,636 8,896.00 7,725,286,400 1.32

日本 株式 東京エレクトロン 電気機器 374,200 19,718.03 7,378,486,826 20,560.00 7,693,552,000 1.31

日本 株式 任天堂 その他製

品 
1,116,300 5,909.41 6,596,674,383 6,542.00 7,302,834,600 1.25

日本 株式 三井物産 卸売業 1,327,600 4,635.22 6,153,718,072 5,411.00 7,183,643,600 1.23

日本 株式 武田薬品工業 医薬品 1,569,300 4,538.70 7,122,581,910 4,527.00 7,104,221,100 1.21

日本 株式 第一三共 医薬品 1,544,800 4,544.93 7,021,007,864 4,550.00 7,028,840,000 1.20

日本 株式 信越化学工業 化学 1,472,100 4,403.08 6,481,774,068 4,768.00 7,018,972,800 1.20

日本 株式 伊藤忠商事 卸売業 1,152,700 4,945.34 5,700,493,418 5,687.00 6,555,404,900 1.12

日本 株式 ＨＯＹＡ 精密機器 374,600 17,166.33 6,430,507,218 17,075.00 6,396,295,000 1.09

日本 株式 ダイキン工業 機械 213,200 26,753.35 5,703,814,220 29,265.00 6,239,298,000 1.07
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第 2 期計算期間末 (2022 年 12 月 26 日) 86,935,373,324 86,935,373,324 10,711 10,711

 2022 年 6 月末日 86,311,222,072 ― 10,415 ―

     7 月末日 88,835,930,260 ― 10,803 ―

     8 月末日 88,844,143,052 ― 10,932 ―

     9 月末日 83,987,782,343 ― 10,333 ―

    10 月末日 88,233,727,492 ― 10,860 ―

    11 月末日 90,758,738,900 ― 11,178 ―

    12 月末日 86,583,322,639 ― 10,667 ―

 2023 年 1 月末日 89,037,732,791 ― 11,139 ―

     2 月末日 89,437,976,483 ― 11,244 ―

     3 月末日 90,925,873,600 ― 11,435 ―

     4 月末日 94,046,813,489 ― 11,743 ―

     5 月末日 96,842,599,018 ― 12,167 ―

     6 月末日 105,145,005,124 ― 13,085 ―
  

②分配の推移 
  
  

  期 間 1 万口当たりの分配金（円） 

第 1 期計算期間 2021 年 1 月 25 日～2021 年 12 月 27 日 0

第 2 期計算期間 2021 年 12 月 28 日～2022 年 12 月 26 日 0
  

③収益率の推移 
  
  

  期 間 収益率（％） 

第 1 期計算期間 2021 年 1 月 25 日～2021 年 12 月 27 日 8.5

第 2 期計算期間 2021 年 12 月 28 日～2022 年 12 月 26 日 △1.3

第 3 期中間計算期間 2022 年 12 月 27 日～2023 年 6 月 26 日 20.5
  
(注 1)収益率とは、各計算期間末の基準価額(分配付)から前計算期間末の基準価額(分配落)を控除した額を前計算期間末の基準

価額(分配落)で除して得た数に 100 を乗じて得た数字です。 

(注 2)小数第 2 位を四捨五入しております。 

  

 

 

（参考）国内株式インデックス マザーファンド 

投資状況 
  
  

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％） 

株式 日本 578,141,013,910 98.74

新株予約権証券 日本 9,630,500 0.00

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 7,370,657,139 1.26

合計(純資産総額) 585,521,301,549 100.00
  
(注 1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。 

(注 2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

   

その他の資産の投資状況 
  
  

資産の 

種類 

買建 

／ 

売建 
国／地域 時価合計（円） 

投資 

比率 

（％） 

株価指数先物取引 買建 日本 7,115,680,000 1.22
  
(注 1)評価にあたっては、知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段または最終相場で評価しております。このような時

価が発表されていない場合には、計算期間末日に最も近い最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評価しております。 

(注 2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

投資資産 

投資有価証券の主要銘柄 

イ.評価額上位銘柄明細 
  
  

国／ 

地域 種類 銘柄名 業種 数量 帳簿価額(円) 

単価 
帳簿価額(円) 

金額 
評価額(円) 

単価 
評価額(円) 

金額 
投資 

比率 

(％) 

日本 株式 トヨタ自動車 輸送用機

器 
9,708,300 1,928.68 18,724,204,044 2,308.50 22,411,610,550 3.83

日本 株式 ソニーグループ 電気機器 1,250,700 13,275.65 16,603,855,455 12,965.00 16,215,325,500 2.77

日本 株式 キーエンス 電気機器 176,900 68,650.87 12,144,338,903 67,850.00 12,002,665,000 2.05

日本 株式 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル

ープ 
銀行業 10,905,400 928.05 10,120,756,470 1,065.00 11,614,251,000 1.98

日本 株式 日本電信電話 情報・通信

業 
56,805,000 162.75 9,245,240,970 170.50 9,685,252,500 1.65

日本 株式 三菱商事 卸売業 1,140,400 5,908.01 6,737,494,604 6,930.00 7,902,972,000 1.35

日本 株式 三井住友フィナンシャルグルー

プ 
銀行業 1,272,500 5,649.21 7,188,619,725 6,159.00 7,837,327,500 1.34

日本 株式 日立製作所 電気機器 868,400 8,129.79 7,059,909,636 8,896.00 7,725,286,400 1.32

日本 株式 東京エレクトロン 電気機器 374,200 19,718.03 7,378,486,826 20,560.00 7,693,552,000 1.31

日本 株式 任天堂 その他製

品 
1,116,300 5,909.41 6,596,674,383 6,542.00 7,302,834,600 1.25

日本 株式 三井物産 卸売業 1,327,600 4,635.22 6,153,718,072 5,411.00 7,183,643,600 1.23

日本 株式 武田薬品工業 医薬品 1,569,300 4,538.70 7,122,581,910 4,527.00 7,104,221,100 1.21

日本 株式 第一三共 医薬品 1,544,800 4,544.93 7,021,007,864 4,550.00 7,028,840,000 1.20

日本 株式 信越化学工業 化学 1,472,100 4,403.08 6,481,774,068 4,768.00 7,018,972,800 1.20

日本 株式 伊藤忠商事 卸売業 1,152,700 4,945.34 5,700,493,418 5,687.00 6,555,404,900 1.12

日本 株式 ＨＯＹＡ 精密機器 374,600 17,166.33 6,430,507,218 17,075.00 6,396,295,000 1.09

日本 株式 ダイキン工業 機械 213,200 26,753.35 5,703,814,220 29,265.00 6,239,298,000 1.07
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日本 株式 本田技研工業 輸送用機

器 
1,437,200 4,025.41 5,785,319,252 4,341.00 6,238,885,200 1.07

日本 株式 リクルートホールディングス サービス業 1,345,700 4,440.02 5,974,934,914 4,563.00 6,140,429,100 1.05

日本 株式 ＫＤＤＩ 情報・通信

業 
1,370,300 4,357.05 5,970,465,615 4,450.00 6,097,835,000 1.04

日本 株式 ソフトバンクグループ 情報・通信

業 
874,700 5,542.58 4,848,094,726 6,773.00 5,924,343,100 1.01

日本 株式 東京海上ホールディングス 保険業 1,721,200 3,111.26 5,355,100,712 3,315.00 5,705,778,000 0.97

日本 株式 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 2,518,300 2,074.98 5,225,422,134 2,199.00 5,537,741,700 0.95

日本 株式 オリエンタルランド サービス業 961,900 5,374.67 5,169,895,073 5,601.00 5,387,601,900 0.92

日本 株式 ＳＭＣ 機械 57,900 74,561.71 4,317,123,009 79,480.00 4,601,892,000 0.79

日本 株式 村田製作所 電気機器 536,200 8,257.29 4,427,558,898 8,236.00 4,416,143,200 0.75

日本 株式 ソフトバンク 情報・通信

業 
2,849,300 1,510.45 4,303,725,185 1,540.00 4,387,922,000 0.75

日本 株式 ファナック 電気機器 862,100 4,760.70 4,104,199,470 5,032.00 4,338,087,200 0.74

日本 株式 セブン＆アイ・ホールディング

ス 
小売業 644,700 6,149.40 3,964,518,180 6,205.00 4,000,363,500 0.68

日本 株式 三菱電機 電気機器 1,845,600 1,832.25 3,381,600,600 2,027.00 3,741,031,200 0.64
  
(注 1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。 

(注 2)投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。 

  

ロ.種類別及び業種別の投資比率 
  
  

種類 国内／外国 業種 投資比率（％） 

株式 国内 水産・農林業 0.08

鉱業 0.29

建設業 1.98

食料品 3.35

繊維製品 0.43

パルプ・紙 0.16

化学 5.97

医薬品 5.12

石油・石炭製品 0.41

ゴム製品 0.75

ガラス・土石製品 0.67

鉄鋼 0.86

非鉄金属 0.65

金属製品 0.51

機械 5.52

電気機器 18.09

輸送用機器 7.86

精密機器 2.54

その他製品 2.32

電気・ガス業 1.26

陸運業 2.88

海運業 0.54

 

 

空運業 0.51

倉庫・運輸関連業 0.14

情報・通信業 8.14

卸売業 6.77

小売業 4.28

銀行業 6.02

証券、商品先物取引業 0.70

保険業 2.26

その他金融業 1.12

不動産業 1.78

サービス業 4.78

  小計 98.74

新株予約権証券 ― ― 0.00

合計     98.74
  
(注)投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する当該有価証券または当該業種の時価の比率です。 

投資不動産物件 

該当事項はありません。 

その他投資資産の主要なもの 
  
  

資産の 

種類 取引所 資産の名称 
買建 

／ 

売建 
数量 通貨 帳簿価額 

（円） 
評価金額 

（円） 
投資 

比率 

(％) 

株価指数先物

取引 
大阪取引所 東証株価指数先物 買建 311円 6,965,996,750 7,115,680,000 1.22

  
(注 1)評価にあたっては、知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段または最終相場で評価しております。このような時

価が発表されていない場合には、計算期間末日に最も近い最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評価しております。 

(注 2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 
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日本 株式 本田技研工業 輸送用機

器 
1,437,200 4,025.41 5,785,319,252 4,341.00 6,238,885,200 1.07

日本 株式 リクルートホールディングス サービス業 1,345,700 4,440.02 5,974,934,914 4,563.00 6,140,429,100 1.05

日本 株式 ＫＤＤＩ 情報・通信

業 
1,370,300 4,357.05 5,970,465,615 4,450.00 6,097,835,000 1.04

日本 株式 ソフトバンクグループ 情報・通信

業 
874,700 5,542.58 4,848,094,726 6,773.00 5,924,343,100 1.01

日本 株式 東京海上ホールディングス 保険業 1,721,200 3,111.26 5,355,100,712 3,315.00 5,705,778,000 0.97

日本 株式 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 2,518,300 2,074.98 5,225,422,134 2,199.00 5,537,741,700 0.95

日本 株式 オリエンタルランド サービス業 961,900 5,374.67 5,169,895,073 5,601.00 5,387,601,900 0.92

日本 株式 ＳＭＣ 機械 57,900 74,561.71 4,317,123,009 79,480.00 4,601,892,000 0.79

日本 株式 村田製作所 電気機器 536,200 8,257.29 4,427,558,898 8,236.00 4,416,143,200 0.75

日本 株式 ソフトバンク 情報・通信

業 
2,849,300 1,510.45 4,303,725,185 1,540.00 4,387,922,000 0.75

日本 株式 ファナック 電気機器 862,100 4,760.70 4,104,199,470 5,032.00 4,338,087,200 0.74

日本 株式 セブン＆アイ・ホールディング

ス 
小売業 644,700 6,149.40 3,964,518,180 6,205.00 4,000,363,500 0.68

日本 株式 三菱電機 電気機器 1,845,600 1,832.25 3,381,600,600 2,027.00 3,741,031,200 0.64
  
(注 1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。 

(注 2)投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。 

  

ロ.種類別及び業種別の投資比率 
  
  

種類 国内／外国 業種 投資比率（％） 

株式 国内 水産・農林業 0.08

鉱業 0.29

建設業 1.98

食料品 3.35

繊維製品 0.43

パルプ・紙 0.16

化学 5.97

医薬品 5.12

石油・石炭製品 0.41

ゴム製品 0.75

ガラス・土石製品 0.67

鉄鋼 0.86

非鉄金属 0.65

金属製品 0.51

機械 5.52

電気機器 18.09

輸送用機器 7.86

精密機器 2.54

その他製品 2.32

電気・ガス業 1.26

陸運業 2.88

海運業 0.54

 

 

空運業 0.51

倉庫・運輸関連業 0.14

情報・通信業 8.14

卸売業 6.77

小売業 4.28

銀行業 6.02

証券、商品先物取引業 0.70

保険業 2.26

その他金融業 1.12

不動産業 1.78

サービス業 4.78

  小計 98.74

新株予約権証券 ― ― 0.00

合計     98.74
  
(注)投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する当該有価証券または当該業種の時価の比率です。 

投資不動産物件 

該当事項はありません。 

その他投資資産の主要なもの 
  
  

資産の 

種類 取引所 資産の名称 
買建 

／ 

売建 
数量 通貨 帳簿価額 

（円） 
評価金額 

（円） 
投資 

比率 

(％) 

株価指数先物

取引 
大阪取引所 東証株価指数先物 買建 311円 6,965,996,750 7,115,680,000 1.22

  
(注 1)評価にあたっては、知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段または最終相場で評価しております。このような時

価が発表されていない場合には、計算期間末日に最も近い最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評価しております。 

(注 2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 
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（（77））財財務務ハハイイラライイトト情情報報  

 

(1)当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和 38 年大蔵省令第 59 号)」及

び同規則第 2 条の 2 の規定による「投資信託財産の計算に関する規則(平成 12 年総理府令第 133 号)」並びに我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて作成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

(2)当ファンドは、第 2 期計算期間(2021 年 12 月 28 日から 2022 年 12 月 26 日まで)の財務諸表について、有限責任

監査法人トーマツによる監査を受けております。また、当該監査法人による監査報告書は、（8）貸借対照表、損益

計算書、純資産額計算書に記載されている 1）財務諸表に添付されています。 

  

１.貸借対照表 

期別 第 1 期 

（2021 年 12 月 27 日現在） 
第 2 期 

（2022 年 12 月 26 日現在） 

項目 金額（円） 金額（円） 

資産の部  

流動資産  

コール・ローン 62,990,007 62,680,674

親投資信託受益証券 92,011,485,653 86,892,010,881

未収入金 812,560 6,497,385

流動資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

負債の部  

流動負債  

未払解約金 - 5,962,916

未払受託者報酬 5,573,171 6,290,116

未払委託者報酬 11,146,289 12,580,179

未払利息 74 138

その他未払費用 848,929 982,267

流動負債合計 17,568,463 25,815,616

負債合計 17,568,463 25,815,616

純資産の部  

元本等  

元本 84,840,837,883 81,166,106,926

剰余金  

期末剰余金又は期末欠損金（△） 7,216,881,874 5,769,266,398

（分配準備積立金） 6,934,825,229 8,856,839,447

元本等合計 92,057,719,757 86,935,373,324

純資産合計 92,057,719,757 86,935,373,324

負債純資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

 

 

 

２.損益及び剰余金計算書 

期別 第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

項目 金額（円） 金額（円） 

営業収益  

受取配当金 5,182,300 -

受取利息 433 187

有価証券売買等損益 6,941,690,545 △1,205,013,177

派生商品取引等損益 32,063,550 -

その他収益 79 -

営業収益合計 6,978,936,907 △1,205,012,990

営業費用  

支払利息 25,300 24,433

受託者報酬 11,687,343 12,607,095

委託者報酬 23,374,568 25,214,086

その他費用 1,816,288 1,965,571

営業費用合計 36,903,499 39,811,185

営業利益又は営業損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

経常利益又は経常損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

当期純利益又は当期純損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
7,208,179 △114,214,583

期首剰余金又は期首欠損金（△） - 7,216,881,874

剰余金増加額又は欠損金減少額 282,544,128 3,633,027

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額 
282,544,128 3,633,027

剰余金減少額又は欠損金増加額 487,483 320,638,911

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額 
487,483 320,638,911

分配金 - -

期末剰余金又は期末欠損金（△） 7,216,881,874 5,769,266,398
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（（77））財財務務ハハイイラライイトト情情報報  

 

(1)当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和 38 年大蔵省令第 59 号)」及

び同規則第 2 条の 2 の規定による「投資信託財産の計算に関する規則(平成 12 年総理府令第 133 号)」並びに我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて作成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

(2)当ファンドは、第 2 期計算期間(2021 年 12 月 28 日から 2022 年 12 月 26 日まで)の財務諸表について、有限責任

監査法人トーマツによる監査を受けております。また、当該監査法人による監査報告書は、（8）貸借対照表、損益

計算書、純資産額計算書に記載されている 1）財務諸表に添付されています。 

  

１.貸借対照表 

期別 第 1 期 

（2021 年 12 月 27 日現在） 
第 2 期 

（2022 年 12 月 26 日現在） 

項目 金額（円） 金額（円） 

資産の部  

流動資産  

コール・ローン 62,990,007 62,680,674

親投資信託受益証券 92,011,485,653 86,892,010,881

未収入金 812,560 6,497,385

流動資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

負債の部  

流動負債  

未払解約金 - 5,962,916

未払受託者報酬 5,573,171 6,290,116

未払委託者報酬 11,146,289 12,580,179

未払利息 74 138

その他未払費用 848,929 982,267

流動負債合計 17,568,463 25,815,616

負債合計 17,568,463 25,815,616

純資産の部  

元本等  

元本 84,840,837,883 81,166,106,926

剰余金  

期末剰余金又は期末欠損金（△） 7,216,881,874 5,769,266,398

（分配準備積立金） 6,934,825,229 8,856,839,447

元本等合計 92,057,719,757 86,935,373,324

純資産合計 92,057,719,757 86,935,373,324

負債純資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

 

 

 

２.損益及び剰余金計算書 

期別 第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

項目 金額（円） 金額（円） 

営業収益  

受取配当金 5,182,300 -

受取利息 433 187

有価証券売買等損益 6,941,690,545 △1,205,013,177

派生商品取引等損益 32,063,550 -

その他収益 79 -

営業収益合計 6,978,936,907 △1,205,012,990

営業費用  

支払利息 25,300 24,433

受託者報酬 11,687,343 12,607,095

委託者報酬 23,374,568 25,214,086

その他費用 1,816,288 1,965,571

営業費用合計 36,903,499 39,811,185

営業利益又は営業損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

経常利益又は経常損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

当期純利益又は当期純損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
7,208,179 △114,214,583

期首剰余金又は期首欠損金（△） - 7,216,881,874

剰余金増加額又は欠損金減少額 282,544,128 3,633,027

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額 
282,544,128 3,633,027

剰余金減少額又は欠損金増加額 487,483 320,638,911

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額 
487,483 320,638,911

分配金 - -

期末剰余金又は期末欠損金（△） 7,216,881,874 5,769,266,398
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３.注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
  
  
１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、基準価額で評価しております。 

    

２.その他 ファンドの計算期間 

当ファンドの計算期間は、原則として、毎年 12 月 26 日から翌年 12 月 25 日までとなって

おりますが、前計算期間末日及び当計算期間末日が休業日のため、第 2 期計算期間は

2021 年 12 月 28 日から 2022 年 12 月 26 日までとなっております。 

    
  
  

（貸借対照表に関する注記） 
  
  

  
第 1 期 

(2021 年 12 月 27 日現在) 
第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 
１. 計算期間の末日にお

ける受益権の総数 
 84,840,837,883 口 81,166,106,926 口

２. 計算期間の末日にお

ける 1 単位当たりの純

資産の額 

1 口当たり純資産額 1.0851 円1 口当たり純資産額 1.0711 円

 (1 万口当たり純資産額) (10,851 円)(1 万口当たり純資産額) (10,711 円)

  
  

（損益及び剰余金計算書に関する注記） 
  
  

第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 
分配金の計算過程  分配金の計算過程  

 項目     項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 1,756,719,018 円  費用控除後の配当等収益額 A 2,230,082,854 円 

 費用控除後・繰越欠損金補填

後の有価証券売買等損益額 
B 5,178,106,211 円  費用控除後・繰越欠損金補填

後の有価証券売買等損益額 
B －円 

 収益調整金額 C 282,056,645 円  収益調整金額 C 9,798,003 円 

 分配準備積立金額 D －円  分配準備積立金額 D 6,626,756,593 円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 7,216,881,874 円  当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 8,866,637,450 円 

 当ファンドの期末残存口数 F 84,840,837,883 口  当ファンドの期末残存口数 F 81,166,106,926 口 

 1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 850 円  1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 1,092 円 

 1 万口当たり分配金額 H －円  1 万口当たり分配金額 H －円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 －円  収益分配金金額 I=F×H/10,000 －円 

            
  
  

 

 

  

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 
  
  

  

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

１.金融商品に対する取組方針 当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 4 項に定める証券投資信

託であり、信託約款に規定する「運用の基本方針」に従い、有価証券等の金融商品に対

して投資として運用することを目的としております。 

    

２.金融商品の内容及びそのリスク 当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・ローン等の金銭債権及び金

銭債務であります。 

これらは、価格変動リスク、金利変動リスク等の市場リスク、信用リスク、流動性リスク等

に晒されております。 

    

３.金融商品に係るリスク管理体制 運用部門から独立した運用監理部が、運用に関するリスク管理（流動性リスク管理等を含

む）と法令等遵守状況のモニタリングを担当し、毎月開催される運用・リスク委員会等に報

告します。 

    
  
  

２．金融商品の時価等に関する事項 
  
  

  

第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 

１.貸借対照表計上額、時価及びその差額 貸借対照表上の金融商品は原則として時価で評価しているため、貸借対照表計上額と時

価との差額はありません。 

   

２.時価の算定方法 (1)有価証券 

 売買目的有価証券 

 「(重要な会計方針に係る事項に関する注記)」に記載しております。 

   

 (2)コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

   

３.金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明 
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

   
  
  

（関連当事者との取引に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 

  
  

（重要な後発事象に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 
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３.注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
  
  
１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、基準価額で評価しております。 

    

２.その他 ファンドの計算期間 

当ファンドの計算期間は、原則として、毎年 12 月 26 日から翌年 12 月 25 日までとなって

おりますが、前計算期間末日及び当計算期間末日が休業日のため、第 2 期計算期間は

2021 年 12 月 28 日から 2022 年 12 月 26 日までとなっております。 

    
  
  

（貸借対照表に関する注記） 
  
  

  
第 1 期 

(2021 年 12 月 27 日現在) 
第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 
１. 計算期間の末日にお

ける受益権の総数 
 84,840,837,883 口 81,166,106,926 口

２. 計算期間の末日にお

ける 1 単位当たりの純

資産の額 

1 口当たり純資産額 1.0851 円1 口当たり純資産額 1.0711 円

 (1 万口当たり純資産額) (10,851 円)(1 万口当たり純資産額) (10,711 円)

  
  

（損益及び剰余金計算書に関する注記） 
  
  

第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 
分配金の計算過程  分配金の計算過程  

 項目     項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 1,756,719,018 円  費用控除後の配当等収益額 A 2,230,082,854 円 

 費用控除後・繰越欠損金補填

後の有価証券売買等損益額 
B 5,178,106,211 円  費用控除後・繰越欠損金補填

後の有価証券売買等損益額 
B －円 

 収益調整金額 C 282,056,645 円  収益調整金額 C 9,798,003 円 

 分配準備積立金額 D －円  分配準備積立金額 D 6,626,756,593 円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 7,216,881,874 円  当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 8,866,637,450 円 

 当ファンドの期末残存口数 F 84,840,837,883 口  当ファンドの期末残存口数 F 81,166,106,926 口 

 1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 850 円  1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 1,092 円 

 1 万口当たり分配金額 H －円  1 万口当たり分配金額 H －円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 －円  収益分配金金額 I=F×H/10,000 －円 

            
  
  

 

 

  

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 
  
  

  

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

１.金融商品に対する取組方針 当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 4 項に定める証券投資信

託であり、信託約款に規定する「運用の基本方針」に従い、有価証券等の金融商品に対

して投資として運用することを目的としております。 

    

２.金融商品の内容及びそのリスク 当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・ローン等の金銭債権及び金

銭債務であります。 

これらは、価格変動リスク、金利変動リスク等の市場リスク、信用リスク、流動性リスク等

に晒されております。 

    

３.金融商品に係るリスク管理体制 運用部門から独立した運用監理部が、運用に関するリスク管理（流動性リスク管理等を含

む）と法令等遵守状況のモニタリングを担当し、毎月開催される運用・リスク委員会等に報

告します。 

    
  
  

２．金融商品の時価等に関する事項 
  
  

  

第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 

１.貸借対照表計上額、時価及びその差額 貸借対照表上の金融商品は原則として時価で評価しているため、貸借対照表計上額と時

価との差額はありません。 

   

２.時価の算定方法 (1)有価証券 

 売買目的有価証券 

 「(重要な会計方針に係る事項に関する注記)」に記載しております。 

   

 (2)コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

   

３.金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明 
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

   
  
  

（関連当事者との取引に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 

  
  

（重要な後発事象に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 
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（その他の注記）  

元本の移動 
  
  

区分 
第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

投資信託財産に係る元本の状況   

期首元本額 101,227,309,870 円 84,840,837,883 円

期中追加設定元本額 3,254,030,322 円 96,325,899 円

期中一部解約元本額 19,640,502,309 円 3,771,056,856 円
  
   

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 
  
  

種類 

第 1 期 

(2021 年 12 月 27 日現在) 
第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 

計算期間の損益に含まれた評価差額(円) 計算期間の損益に含まれた評価差額(円) 

親投資信託受益証券 4,164,107,093 △895,040,685

合計 4,164,107,093 △895,040,685
  
   

（デリバティブ取引に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 

    

 

 

  

  

（（88））貸貸借借対対照照表表、、損損益益計計算算書書、、純純資資産産額額計計算算書書  

  

1）財務諸表 

(1)当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和 38 年大蔵省令第 59

号)」及び同規則第 2 条の 2 の規定による「投資信託財産の計算に関する規則(平成 12 年総理府令第 133 号)」

並びに我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて作成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

(2)当ファンドは、第 2 期計算期間(2021 年 12 月 28 日から 2022 年 12 月 26 日まで)の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツによる監査を受けております。 
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（その他の注記）  

元本の移動 
  
  

区分 
第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

投資信託財産に係る元本の状況   

期首元本額 101,227,309,870 円 84,840,837,883 円

期中追加設定元本額 3,254,030,322 円 96,325,899 円

期中一部解約元本額 19,640,502,309 円 3,771,056,856 円
  
   

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 
  
  

種類 

第 1 期 

(2021 年 12 月 27 日現在) 
第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 

計算期間の損益に含まれた評価差額(円) 計算期間の損益に含まれた評価差額(円) 

親投資信託受益証券 4,164,107,093 △895,040,685

合計 4,164,107,093 △895,040,685
  
   

（デリバティブ取引に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 

    

 

 

  

  

（（88））貸貸借借対対照照表表、、損損益益計計算算書書、、純純資資産産額額計計算算書書  

  

1）財務諸表 

(1)当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和 38 年大蔵省令第 59

号)」及び同規則第 2 条の 2 の規定による「投資信託財産の計算に関する規則(平成 12 年総理府令第 133 号)」

並びに我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて作成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

(2)当ファンドは、第 2 期計算期間(2021 年 12 月 28 日から 2022 年 12 月 26 日まで)の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツによる監査を受けております。 
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ＳＭＴＡＭ日本株式インデックスファンドＶＬ－Ｐ（適格機関投資家専用） 

（１）貸借対照表 

期別 第 1 期 

（2021 年 12 月 27 日現在） 
第 2 期 

（2022 年 12 月 26 日現在） 

項目 金額（円） 金額（円） 

資産の部  

流動資産  

コール・ローン 62,990,007 62,680,674

親投資信託受益証券 92,011,485,653 86,892,010,881

未収入金 812,560 6,497,385

流動資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

負債の部  

流動負債  

未払解約金 - 5,962,916

未払受託者報酬 5,573,171 6,290,116

未払委託者報酬 11,146,289 12,580,179

未払利息 74 138

その他未払費用 848,929 982,267

流動負債合計 17,568,463 25,815,616

負債合計 17,568,463 25,815,616

純資産の部  

元本等  

元本 84,840,837,883 81,166,106,926

剰余金  

期末剰余金又は期末欠損金（△） 7,216,881,874 5,769,266,398

（分配準備積立金） 6,934,825,229 8,856,839,447

元本等合計 92,057,719,757 86,935,373,324

純資産合計 92,057,719,757 86,935,373,324

負債純資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

 

 

 

（２）損益及び剰余金計算書 

期別 第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

項目 金額（円） 金額（円） 

営業収益  

受取配当金 5,182,300 -

受取利息 433 187

有価証券売買等損益 6,941,690,545 △1,205,013,177

派生商品取引等損益 32,063,550 -

その他収益 79 -

営業収益合計 6,978,936,907 △1,205,012,990

営業費用  

支払利息 25,300 24,433

受託者報酬 11,687,343 12,607,095

委託者報酬 23,374,568 25,214,086

その他費用 1,816,288 1,965,571

営業費用合計 36,903,499 39,811,185

営業利益又は営業損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

経常利益又は経常損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

当期純利益又は当期純損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
7,208,179 △114,214,583

期首剰余金又は期首欠損金（△） - 7,216,881,874

剰余金増加額又は欠損金減少額 282,544,128 3,633,027

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額 
282,544,128 3,633,027

剰余金減少額又は欠損金増加額 487,483 320,638,911

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額 
487,483 320,638,911

分配金 - -

期末剰余金又は期末欠損金（△） 7,216,881,874 5,769,266,398
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ＳＭＴＡＭ日本株式インデックスファンドＶＬ－Ｐ（適格機関投資家専用） 

（１）貸借対照表 

期別 第 1 期 

（2021 年 12 月 27 日現在） 
第 2 期 

（2022 年 12 月 26 日現在） 

項目 金額（円） 金額（円） 

資産の部  

流動資産  

コール・ローン 62,990,007 62,680,674

親投資信託受益証券 92,011,485,653 86,892,010,881

未収入金 812,560 6,497,385

流動資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

負債の部  

流動負債  

未払解約金 - 5,962,916

未払受託者報酬 5,573,171 6,290,116

未払委託者報酬 11,146,289 12,580,179

未払利息 74 138

その他未払費用 848,929 982,267

流動負債合計 17,568,463 25,815,616

負債合計 17,568,463 25,815,616

純資産の部  

元本等  

元本 84,840,837,883 81,166,106,926

剰余金  

期末剰余金又は期末欠損金（△） 7,216,881,874 5,769,266,398

（分配準備積立金） 6,934,825,229 8,856,839,447

元本等合計 92,057,719,757 86,935,373,324

純資産合計 92,057,719,757 86,935,373,324

負債純資産合計 92,075,288,220 86,961,188,940

 

 

 

（２）損益及び剰余金計算書 

期別 第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

項目 金額（円） 金額（円） 

営業収益  

受取配当金 5,182,300 -

受取利息 433 187

有価証券売買等損益 6,941,690,545 △1,205,013,177

派生商品取引等損益 32,063,550 -

その他収益 79 -

営業収益合計 6,978,936,907 △1,205,012,990

営業費用  

支払利息 25,300 24,433

受託者報酬 11,687,343 12,607,095

委託者報酬 23,374,568 25,214,086

その他費用 1,816,288 1,965,571

営業費用合計 36,903,499 39,811,185

営業利益又は営業損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

経常利益又は経常損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

当期純利益又は当期純損失（△） 6,942,033,408 △1,244,824,175

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
7,208,179 △114,214,583

期首剰余金又は期首欠損金（△） - 7,216,881,874

剰余金増加額又は欠損金減少額 282,544,128 3,633,027

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額 
282,544,128 3,633,027

剰余金減少額又は欠損金増加額 487,483 320,638,911

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額 
487,483 320,638,911

分配金 - -

期末剰余金又は期末欠損金（△） 7,216,881,874 5,769,266,398
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（３）注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
  
  
１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、基準価額で評価しております。 

    

２.その他 ファンドの計算期間 

当ファンドの計算期間は、原則として、毎年 12 月 26 日から翌年 12 月 25 日までとなって

おりますが、前計算期間末日及び当計算期間末日が休業日のため、第 2 期計算期間は

2021 年 12 月 28 日から 2022 年 12 月 26 日までとなっております。 

    
  
  

（貸借対照表に関する注記） 
  
  

  
第 1 期 

(2021 年 12 月 27 日現在) 
第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 
１. 計算期間の末日にお

ける受益権の総数 
 84,840,837,883 口 81,166,106,926 口

２. 計算期間の末日にお

ける 1 単位当たりの純

資産の額 

1 口当たり純資産額 1.0851 円1 口当たり純資産額 1.0711 円

 (1 万口当たり純資産額) (10,851 円)(1 万口当たり純資産額) (10,711 円)

  
  

（損益及び剰余金計算書に関する注記） 
  
  

第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 
分配金の計算過程  分配金の計算過程  

 項目     項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 1,756,719,018 円  費用控除後の配当等収益額 A 2,230,082,854 円 

 費用控除後・繰越欠損金補填

後の有価証券売買等損益額 
B 5,178,106,211 円  費用控除後・繰越欠損金補填

後の有価証券売買等損益額 
B －円 

 収益調整金額 C 282,056,645 円  収益調整金額 C 9,798,003 円 

 分配準備積立金額 D －円  分配準備積立金額 D 6,626,756,593 円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 7,216,881,874 円  当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 8,866,637,450 円 

 当ファンドの期末残存口数 F 84,840,837,883 口  当ファンドの期末残存口数 F 81,166,106,926 口 

 1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 850 円  1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 1,092 円 

 1 万口当たり分配金額 H －円  1 万口当たり分配金額 H －円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 －円  収益分配金金額 I=F×H/10,000 －円 

            
  
  

 

 

  

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 
  
  

  

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

１.金融商品に対する取組方針 当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 4 項に定める証券投資信

託であり、信託約款に規定する「運用の基本方針」に従い、有価証券等の金融商品に対

して投資として運用することを目的としております。 

    

２.金融商品の内容及びそのリスク 当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・ローン等の金銭債権及び金

銭債務であります。 

これらは、価格変動リスク、金利変動リスク等の市場リスク、信用リスク、流動性リスク等

に晒されております。 

    

３.金融商品に係るリスク管理体制 運用部門から独立した運用監理部が、運用に関するリスク管理（流動性リスク管理等を含

む）と法令等遵守状況のモニタリングを担当し、毎月開催される運用・リスク委員会等に報

告します。 

    
  
  

２．金融商品の時価等に関する事項 
  
  

  

第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 

１.貸借対照表計上額、時価及びその差額 貸借対照表上の金融商品は原則として時価で評価しているため、貸借対照表計上額と時

価との差額はありません。 

   

２.時価の算定方法 (1)有価証券 

 売買目的有価証券 

 「(重要な会計方針に係る事項に関する注記)」に記載しております。 

   

 (2)コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

   

３.金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明 
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

   
  
  

（関連当事者との取引に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 

  
  

（重要な後発事象に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 
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（３）注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
  
  
１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、基準価額で評価しております。 

    

２.その他 ファンドの計算期間 

当ファンドの計算期間は、原則として、毎年 12 月 26 日から翌年 12 月 25 日までとなって

おりますが、前計算期間末日及び当計算期間末日が休業日のため、第 2 期計算期間は

2021 年 12 月 28 日から 2022 年 12 月 26 日までとなっております。 

    
  
  

（貸借対照表に関する注記） 
  
  

  
第 1 期 

(2021 年 12 月 27 日現在) 
第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 
１. 計算期間の末日にお

ける受益権の総数 
 84,840,837,883 口 81,166,106,926 口

２. 計算期間の末日にお

ける 1 単位当たりの純

資産の額 

1 口当たり純資産額 1.0851 円1 口当たり純資産額 1.0711 円

 (1 万口当たり純資産額) (10,851 円)(1 万口当たり純資産額) (10,711 円)

  
  

（損益及び剰余金計算書に関する注記） 
  
  

第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 
分配金の計算過程  分配金の計算過程  

 項目     項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 1,756,719,018 円  費用控除後の配当等収益額 A 2,230,082,854 円 

 費用控除後・繰越欠損金補填

後の有価証券売買等損益額 
B 5,178,106,211 円  費用控除後・繰越欠損金補填

後の有価証券売買等損益額 
B －円 

 収益調整金額 C 282,056,645 円  収益調整金額 C 9,798,003 円 

 分配準備積立金額 D －円  分配準備積立金額 D 6,626,756,593 円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 7,216,881,874 円  当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 8,866,637,450 円 

 当ファンドの期末残存口数 F 84,840,837,883 口  当ファンドの期末残存口数 F 81,166,106,926 口 

 1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 850 円  1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 1,092 円 

 1 万口当たり分配金額 H －円  1 万口当たり分配金額 H －円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 －円  収益分配金金額 I=F×H/10,000 －円 

            
  
  

 

 

  

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 
  
  

  

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

１.金融商品に対する取組方針 当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 4 項に定める証券投資信

託であり、信託約款に規定する「運用の基本方針」に従い、有価証券等の金融商品に対

して投資として運用することを目的としております。 

    

２.金融商品の内容及びそのリスク 当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・ローン等の金銭債権及び金

銭債務であります。 

これらは、価格変動リスク、金利変動リスク等の市場リスク、信用リスク、流動性リスク等

に晒されております。 

    

３.金融商品に係るリスク管理体制 運用部門から独立した運用監理部が、運用に関するリスク管理（流動性リスク管理等を含

む）と法令等遵守状況のモニタリングを担当し、毎月開催される運用・リスク委員会等に報

告します。 

    
  
  

２．金融商品の時価等に関する事項 
  
  

  

第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 

１.貸借対照表計上額、時価及びその差額 貸借対照表上の金融商品は原則として時価で評価しているため、貸借対照表計上額と時

価との差額はありません。 

   

２.時価の算定方法 (1)有価証券 

 売買目的有価証券 

 「(重要な会計方針に係る事項に関する注記)」に記載しております。 

   

 (2)コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務 

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

   

３.金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明 
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

   
  
  

（関連当事者との取引に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 

  
  

（重要な後発事象に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 
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（その他の注記）  

元本の移動 
  
  

区分 
第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

投資信託財産に係る元本の状況   

期首元本額 101,227,309,870 円 84,840,837,883 円

期中追加設定元本額 3,254,030,322 円 96,325,899 円

期中一部解約元本額 19,640,502,309 円 3,771,056,856 円
  
   

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 
  
  

種類 

第 1 期 

(2021 年 12 月 27 日現在) 
第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 

計算期間の損益に含まれた評価差額(円) 計算期間の損益に含まれた評価差額(円) 

親投資信託受益証券 4,164,107,093 △895,040,685

合計 4,164,107,093 △895,040,685
  
   

（デリバティブ取引に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 

  
  
  
  

（４）附属明細表 

第１ 有価証券明細表 

 (1)株式 
  
  
該当事項はありません。 

  

  

 (2)株式以外の有価証券 
  
  

種類 銘 柄 券面総額 評価額(円) 備考 

親投資信託受益証券 国内株式インデックス マザーファンド 45,665,341,014 86,892,010,881 

合計 45,665,341,014 86,892,010,881 
  
(注)券面総額欄の数値は、口数を表示しております。 

  

第２ 信用取引契約残高明細表 
  
  
該当事項はありません。 

  
   

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 
  
  
該当事項はありません。 

  

 

 

2）ファンドの現況 
  
  

ＳＭＴＡＭ日本株式インデックスファンドＶＬ－Ｐ（適格機関投資家専用） 

純資産額計算書 
  

（2023 年 6 月 30 日現在）
  
Ⅰ 資産総額 105,145,519,230円  

Ⅱ 負債総額 514,106円  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 105,145,005,124円  

Ⅳ 発行済口数 80,356,884,454口  

Ⅴ 1 口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.3085円  

  （1 万口当たり純資産額） （13,085円） 
  

（参考） 

国内株式インデックス マザーファンド 

純資産額計算書 
  

（2023 年 6 月 30 日現在）
  
Ⅰ 資産総額 585,869,082,533円  

Ⅱ 負債総額 347,780,984円  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 585,521,301,549円  

Ⅳ 発行済口数 251,807,952,169口  

Ⅴ 1 口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 2.3253円  

  （1 万口当たり純資産額） （23,253円） 
  
  

  

（（99））設設定定おおよよびび解解約約のの実実績績  
  
  

  期 間 設定口数（口） 解約口数（口） 発行済み口数（口） 

第 1 期計算期間 2021 年 1 月 25 日～2021 年 12 月 27 日 104,481,340,192 19,640,502,309 84,840,837,883

第 2 期計算期間 2021 年 12 月 28 日～2022 年 12 月 26 日 96,325,899 3,771,056,856 81,166,106,926

第 3 期中間計算期間 2022 年 12 月 27 日～2023 年 6 月 26 日 2,577,148,522 3,386,370,994 80,356,884,454
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（その他の注記）  

元本の移動 
  
  

区分 
第 1 期 

自 2021 年 1 月 25 日 

至 2021 年 12 月 27 日 

第 2 期 

自 2021 年 12 月 28 日 

至 2022 年 12 月 26 日 

投資信託財産に係る元本の状況   

期首元本額 101,227,309,870 円 84,840,837,883 円

期中追加設定元本額 3,254,030,322 円 96,325,899 円

期中一部解約元本額 19,640,502,309 円 3,771,056,856 円
  
   

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 
  
  

種類 

第 1 期 

(2021 年 12 月 27 日現在) 
第 2 期 

(2022 年 12 月 26 日現在) 

計算期間の損益に含まれた評価差額(円) 計算期間の損益に含まれた評価差額(円) 

親投資信託受益証券 4,164,107,093 △895,040,685

合計 4,164,107,093 △895,040,685
  
   

（デリバティブ取引に関する注記） 
  
  
該当事項はありません。 

  
  
  
  

（４）附属明細表 

第１ 有価証券明細表 

 (1)株式 
  
  
該当事項はありません。 

  

  

 (2)株式以外の有価証券 
  
  

種類 銘 柄 券面総額 評価額(円) 備考 

親投資信託受益証券 国内株式インデックス マザーファンド 45,665,341,014 86,892,010,881 

合計 45,665,341,014 86,892,010,881 
  
(注)券面総額欄の数値は、口数を表示しております。 

  

第２ 信用取引契約残高明細表 
  
  
該当事項はありません。 

  
   

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 
  
  
該当事項はありません。 

  

 

 

2）ファンドの現況 
  
  

ＳＭＴＡＭ日本株式インデックスファンドＶＬ－Ｐ（適格機関投資家専用） 

純資産額計算書 
  

（2023 年 6 月 30 日現在）
  
Ⅰ 資産総額 105,145,519,230円  

Ⅱ 負債総額 514,106円  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 105,145,005,124円  

Ⅳ 発行済口数 80,356,884,454口  

Ⅴ 1 口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.3085円  

  （1 万口当たり純資産額） （13,085円） 
  

（参考） 

国内株式インデックス マザーファンド 

純資産額計算書 
  

（2023 年 6 月 30 日現在）
  
Ⅰ 資産総額 585,869,082,533円  

Ⅱ 負債総額 347,780,984円  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 585,521,301,549円  

Ⅳ 発行済口数 251,807,952,169口  

Ⅴ 1 口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 2.3253円  

  （1 万口当たり純資産額） （23,253円） 
  
  

  

（（99））設設定定おおよよびび解解約約のの実実績績  
  
  

  期 間 設定口数（口） 解約口数（口） 発行済み口数（口） 

第 1 期計算期間 2021 年 1 月 25 日～2021 年 12 月 27 日 104,481,340,192 19,640,502,309 84,840,837,883

第 2 期計算期間 2021 年 12 月 28 日～2022 年 12 月 26 日 96,325,899 3,771,056,856 81,166,106,926

第 3 期中間計算期間 2022 年 12 月 27 日～2023 年 6 月 26 日 2,577,148,522 3,386,370,994 80,356,884,454
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資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

Ｓ＆Ｐ５００インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの名称 

Ｓ＆Ｐ５００インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）（「ファンド」といいます。） 

 

２．ファンドの目的及び基本的性格並びに仕組み 

 

●ファンドの目的 

当ファンドは、Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み、円換算ベース）に連動する投資成果をめざして運用を

行います。 

 

●ファンドの基本的性格 

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように分類されます。 

 

追加型投信／内外／株式／インデックス型 

・追加型投信……… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とと

もに運用されるファンドをいいます。 

・内外……………… 信託約款において、国内および海外の資産による投資収益を実質的に源泉とする

旨の記載があるものをいいます。 

・株式……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に株式を源泉とする

旨の記載があるものをいいます。 

・インデックス型… 信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる

記載があるものをいいます。 

 

●ファンドの仕組み 

①委託会社およびファンドの関係法人の役割 

投資家（受益者）   

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還

金の支払いの取扱い等を行います。 

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト 
        信託銀行株式会社） 

  

  委委託託会会社社（（委委託託者者）） 

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社 

  
信託財産の保管・管理等を行います。 

信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。 

投資↓↑損益 

マザーファンド   

投資↓↑損益 

有価証券等   

 

資産の運用に関する極めて重要な事項 

 

②委託会社と関係法人との契約の概要 

 概要 

委託会社と受託会社との契約 

「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社として

の業務に関する事項、受益者に関する事項等が定め

られています。 

なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する

法律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 

「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配

金・償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が

定められています。 

 

３．ファンドの投資方針、投資対象、運用体制及び投資制限 

 

●ファンドの投資方針 

(1）基本方針 

当ファンドは、Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み、円換算ベース）※に連動する投資成果をめざして運用

を行います。 

 

※Ｓ＆Ｐ５００指数®とは、S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス LLC が公表している株価指数で、米国の代表的な株価指数の

1 つです。市場規模、流動性、業種等を勘案して選ばれたニューヨーク証券取引所等に上場および登録されている 500 銘柄

を時価総額で加重平均し指数化したものです。 

Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み、円換算ベース）は、Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み）をもとに、委託会社が計算したものです。 

Ｓ＆Ｐ５００指数は、S&P Dow Jones Indices LLC またはその関連会社（「SPDJI」）の商品であり、これを利用するライセ

ンスが三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社に付与されています。Standard & Poor’s®および S&P®は、Standard & 

Poor’s Financial Services LLC（「S&P」）の登録商標で、Dow Jones®は Dow Jones Trademark Holdings LLC（「Dow 

Jones」）の登録商標であり、これらの商標を利用するライセンスが SPDJI に、特定目的での利用を許諾するサブライセンス

が三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社にそれぞれ付与されています。当ファンドは、SPDJI、Dow Jones、S&P、それ

らの各関連会社によってスポンサー、保証、販売、または販売促進されているものではなく、これらのいずれの関係者も、

かかる商品への投資の妥当性に関するいかなる表明も行わず、当インデックスのいかなる過誤、遺漏、または中断に対して

も一切の責任を負いません。 

 

(2）投資態度 

Ｓ＆Ｐ５００インデックスマザーファンド受益証券への投資を通じて、主として米国の株式に投資を

行います。 

マザーファンド受益証券の組入比率は高位を維持することを基本とします。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式の実質投資比率が 100％を超え

る場合があります。 

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

●ファンドの投資対象 

①投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定

めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するものをいい、信託約

款に定める次のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ハ．約束手形 

ニ．金銭債権 
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資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

Ｓ＆Ｐ５００インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの名称 

Ｓ＆Ｐ５００インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）（「ファンド」といいます。） 

 

２．ファンドの目的及び基本的性格並びに仕組み 

 

●ファンドの目的 

当ファンドは、Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み、円換算ベース）に連動する投資成果をめざして運用を

行います。 

 

●ファンドの基本的性格 

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように分類されます。 

 

追加型投信／内外／株式／インデックス型 

・追加型投信……… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とと

もに運用されるファンドをいいます。 

・内外……………… 信託約款において、国内および海外の資産による投資収益を実質的に源泉とする

旨の記載があるものをいいます。 

・株式……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に株式を源泉とする

旨の記載があるものをいいます。 

・インデックス型… 信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる

記載があるものをいいます。 

 

●ファンドの仕組み 

①委託会社およびファンドの関係法人の役割 

投資家（受益者）   

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還

金の支払いの取扱い等を行います。 

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト 
        信託銀行株式会社） 

  

  委委託託会会社社（（委委託託者者）） 

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社 

  
信託財産の保管・管理等を行います。 

信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。 

投資↓↑損益 

マザーファンド   

投資↓↑損益 

有価証券等   

 

資産の運用に関する極めて重要な事項 

 

②委託会社と関係法人との契約の概要 

 概要 

委託会社と受託会社との契約 

「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社として

の業務に関する事項、受益者に関する事項等が定め

られています。 

なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する

法律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 

「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配

金・償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が

定められています。 

 

３．ファンドの投資方針、投資対象、運用体制及び投資制限 

 

●ファンドの投資方針 

(1）基本方針 

当ファンドは、Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み、円換算ベース）※に連動する投資成果をめざして運用

を行います。 

 

※Ｓ＆Ｐ５００指数®とは、S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス LLC が公表している株価指数で、米国の代表的な株価指数の

1 つです。市場規模、流動性、業種等を勘案して選ばれたニューヨーク証券取引所等に上場および登録されている 500 銘柄

を時価総額で加重平均し指数化したものです。 

Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み、円換算ベース）は、Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み）をもとに、委託会社が計算したものです。 

Ｓ＆Ｐ５００指数は、S&P Dow Jones Indices LLC またはその関連会社（「SPDJI」）の商品であり、これを利用するライセ

ンスが三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社に付与されています。Standard & Poor’s®および S&P®は、Standard & 

Poor’s Financial Services LLC（「S&P」）の登録商標で、Dow Jones®は Dow Jones Trademark Holdings LLC（「Dow 

Jones」）の登録商標であり、これらの商標を利用するライセンスが SPDJI に、特定目的での利用を許諾するサブライセンス

が三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社にそれぞれ付与されています。当ファンドは、SPDJI、Dow Jones、S&P、それ

らの各関連会社によってスポンサー、保証、販売、または販売促進されているものではなく、これらのいずれの関係者も、

かかる商品への投資の妥当性に関するいかなる表明も行わず、当インデックスのいかなる過誤、遺漏、または中断に対して

も一切の責任を負いません。 

 

(2）投資態度 

Ｓ＆Ｐ５００インデックスマザーファンド受益証券への投資を通じて、主として米国の株式に投資を

行います。 

マザーファンド受益証券の組入比率は高位を維持することを基本とします。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式の実質投資比率が 100％を超え

る場合があります。 

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

●ファンドの投資対象 

①投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定

めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するものをいい、信託約

款に定める次のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ハ．約束手形 

ニ．金銭債権 
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２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

②有価証券の指図範囲 

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社を

委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託会社とするＳ＆Ｐ５００インデックスマザーフ

ァンド（「マザーファンド」または「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次に掲げるも

のとします。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 13 号で定めるも

のをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．から 12．の証券または証書の性質を有

するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 10 号で定めるものを

いいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第 11

号で定めるものをいいます。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをいいます。以下 16．にお

いて同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第 19 号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定めるものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定めるものをいいま

す。） 

22．外国の者に対する権利で21．の有価証券の性質を有するもの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定めるものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち１．の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．の証券ならび

に 13．および 19．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③金融商品の指図範囲 

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定める受益証券発行信託を除きます。） 

 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

④その他の投資対象 

信託約款に定める次に掲げるもの。 

・外国為替予約取引 

 

＜Ｓ＆Ｐ５００インデックスマザーファンドの概要＞ 

（基本方針） 

この投資信託は、Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み、円換算ベース）に連動する投資成果をめざして運用

を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

米国の株式を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている米国の株式に投資を行い、信託財産の１口当たりの純

資産額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

株式の組入比率は原則として高位を保ちます。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式の実質投資比率が 100％を超

える場合があります。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 20％以下とします。 

③投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下

とします。 

④同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

⑤外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑥有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑦スワップ取引を行うことができます。 

⑧外国為替予約取引を行うことができます。 

⑨デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変動

リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を

実現する目的以外には利用しません。 

⑩外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 
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２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

②有価証券の指図範囲 

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社を

委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託会社とするＳ＆Ｐ５００インデックスマザーフ

ァンド（「マザーファンド」または「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次に掲げるも

のとします。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 13 号で定めるも

のをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．から 12．の証券または証書の性質を有

するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 10 号で定めるものを

いいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第 11

号で定めるものをいいます。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをいいます。以下 16．にお

いて同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第 19 号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定めるものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定めるものをいいま

す。） 

22．外国の者に対する権利で21．の有価証券の性質を有するもの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定めるものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち１．の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．の証券ならび

に 13．および 19．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③金融商品の指図範囲 

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定める受益証券発行信託を除きます。） 

 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

④その他の投資対象 

信託約款に定める次に掲げるもの。 

・外国為替予約取引 

 

＜Ｓ＆Ｐ５００インデックスマザーファンドの概要＞ 

（基本方針） 

この投資信託は、Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み、円換算ベース）に連動する投資成果をめざして運用

を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

米国の株式を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている米国の株式に投資を行い、信託財産の１口当たりの純

資産額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

株式の組入比率は原則として高位を保ちます。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式の実質投資比率が 100％を超

える場合があります。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 20％以下とします。 

③投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下

とします。 

④同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

⑤外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑥有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑦スワップ取引を行うことができます。 

⑧外国為替予約取引を行うことができます。 

⑨デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変動

リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を

実現する目的以外には利用しません。 

⑩外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 
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●ファンドの運用体制 

 

⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
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①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投

資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を

します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を

行います。 

⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど

うかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指

示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での

自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署（40～60 名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分

析、意図した運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法

令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファン

ド管理委員会における審議を経て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）につい

てはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で

 

是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部

署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画

委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署（10 名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全

性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を

検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告さ

れる、内部監査態勢が構築されています。 

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

 

●ファンドの投資制限 

＜信託約款に定められた投資制限＞ 

①新株引受権証券および新株予約権証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンド

の信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 20 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

②投資信託証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上場等され、

かつ当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下している場合を除き

ます。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。以下ａ．およびｂ．において同じ。）の時価総額と

マザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて

得た額とします。 

③同一銘柄の転換社債等 

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債（新株予約

権付社債のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものな

らびに会社法施行前の旧商法第 341 条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。）

の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該転換社債および当該転換社債型新株予約権付社

債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10

を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転換社債および当該転換社債型新株

予約権付社債の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

④スワップ取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金

利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」と

いいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額または価格情報会社の

提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 
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●ファンドの運用体制 

 

⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）
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①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投

資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を

します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を

行います。 

⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど

うかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指

示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での

自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署（40～60 名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分

析、意図した運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法

令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファン

ド管理委員会における審議を経て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）につい

てはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で

 

是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部

署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画

委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署（10 名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全

性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を

検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告さ

れる、内部監査態勢が構築されています。 

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

 

●ファンドの投資制限 

＜信託約款に定められた投資制限＞ 

①新株引受権証券および新株予約権証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンド

の信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 20 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

②投資信託証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上場等され、

かつ当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下している場合を除き

ます。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。以下ａ．およびｂ．において同じ。）の時価総額と

マザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて

得た額とします。 

③同一銘柄の転換社債等 

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債（新株予約

権付社債のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものな

らびに会社法施行前の旧商法第 341 条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。）

の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該転換社債および当該転換社債型新株予約権付社

債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10

を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転換社債および当該転換社債型新株

予約権付社債の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

④スワップ取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金

利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」と

いいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額または価格情報会社の

提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 
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⑤信用取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図

をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行う

ことの指図をすることができます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができ

るものとし、かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（③に規定する転換社債型新株予約権付

社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（５．に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

⑥外国為替予約取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取引の指図をすること

ができます。 

ｂ．ａ．の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき

円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託財産に属する外貨建

資産（マザーファンドの信託財産に属する外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした

額を含みます。）の為替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りで

はありません。 

ｃ．ｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得

た額とします。 

ｄ．ｂ．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、その超える額に相当す

る為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとします。 

⑦公社債の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。

なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総

額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた公社債

の一部を返還するための指図をするものとします。 

⑧資金の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑨投資する株式等の範囲 

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引

所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引

されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取

 

得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券についてはこの限りではありません。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができます。 

⑩有価証券の貸付 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の範

囲内で貸し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合

計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公

社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

⑪特別の場合の外貨建有価証券への投資制限 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に

は、制限されることがあります。 

＜その他法令等に定められた投資制限＞ 

・同一の法人の発行する株式への投資制限 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信託

につき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に

100 分の 50 の率を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得す

ることを受託会社に指図しないものとします。 

 

４．ファンドの投資リスク 

 

●投資リスク 

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運

用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 

ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。 

（主なリスクであり、以下に限定されるものではありません。） 

 

①価格変動リスク 

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動するため、フ

ァンドはその影響を受け組入株式の価格の下落は基準価額の下落要因となります。 

②為替変動リスク 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受

けます。 

③信用リスク 

組入有価証券等の発行者や取引先等の経営・財務状況が悪化した場合またはそれが予想された場合

もしくはこれらに関する外部評価の悪化があった場合等には、当該組入有価証券等の価格が下落す

ることやその価値がなくなること、または利払い・償還金の支払いが滞ることがあります。 

④流動性リスク 

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制

等により十分な流動性の下での取引を行えない場合または取引が不可能となる場合、市場実勢から

期待される価格より不利な価格での取引となる可能性があります。 

 

※留意事項 

・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適
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⑤信用取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図

をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行う

ことの指図をすることができます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができ

るものとし、かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（③に規定する転換社債型新株予約権付

社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（５．に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

⑥外国為替予約取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取引の指図をすること

ができます。 

ｂ．ａ．の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき

円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託財産に属する外貨建

資産（マザーファンドの信託財産に属する外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした

額を含みます。）の為替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りで

はありません。 

ｃ．ｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得

た額とします。 

ｄ．ｂ．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、その超える額に相当す

る為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとします。 

⑦公社債の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。

なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総

額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた公社債

の一部を返還するための指図をするものとします。 

⑧資金の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑨投資する株式等の範囲 

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引

所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引

されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取

 

得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券についてはこの限りではありません。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができます。 

⑩有価証券の貸付 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の範

囲内で貸し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合

計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公

社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

⑪特別の場合の外貨建有価証券への投資制限 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に

は、制限されることがあります。 

＜その他法令等に定められた投資制限＞ 

・同一の法人の発行する株式への投資制限 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信託

につき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に

100 分の 50 の率を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得す

ることを受託会社に指図しないものとします。 

 

４．ファンドの投資リスク 

 

●投資リスク 

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運

用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 

ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。 

（主なリスクであり、以下に限定されるものではありません。） 

 

①価格変動リスク 

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動するため、フ

ァンドはその影響を受け組入株式の価格の下落は基準価額の下落要因となります。 

②為替変動リスク 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受

けます。 

③信用リスク 

組入有価証券等の発行者や取引先等の経営・財務状況が悪化した場合またはそれが予想された場合

もしくはこれらに関する外部評価の悪化があった場合等には、当該組入有価証券等の価格が下落す

ることやその価値がなくなること、または利払い・償還金の支払いが滞ることがあります。 

④流動性リスク 

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制

等により十分な流動性の下での取引を行えない場合または取引が不可能となる場合、市場実勢から

期待される価格より不利な価格での取引となる可能性があります。 

 

※留意事項 

・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適
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用はありません。 

・有価証券の貸付等においては、取引先の倒産等による決済不履行リスクを伴い、ファンドが損失を

被る可能性があります。 

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市

場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待

できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準

価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の

お支払が遅延する可能性があります。 

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。

収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。 

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。 

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落

要因となります。 

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とす

るマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。 

・ファンドは、Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み、円換算ベース）の動きに連動することをめざして運用

を行いますが、信託報酬、売買委託手数料等を負担すること、株価指数先物取引と当該指数の動き

が連動しないこと、売買約定価格と当該指数の評価価格の差が生じること、指数構成銘柄と組入銘

柄の違いおよびそれらの構成比に違いが生じること、当該指数を構成する銘柄が変更になること、

為替の評価による影響等の要因によりカイ離を生じることがあります。 

 

●投資リスクに対する管理体制 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立

した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会

およびリスク管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議して

います。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングな

どを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行い

ます。リスク管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、

監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況

を把握・管理し、必要に応じて改善の指導を行います。 

②リスク管理担当部署 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必

要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行って

います。 

③内部監査担当部署 

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評

価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

５．ファンドの投資状況、運用実績及び投資資産 

該当する記載事項はありません。 

 

６．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書の主要部分 

該当する記載事項はありません。 

 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 
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用はありません。 

・有価証券の貸付等においては、取引先の倒産等による決済不履行リスクを伴い、ファンドが損失を

被る可能性があります。 

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市

場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待

できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準

価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の

お支払が遅延する可能性があります。 

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。

収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。 

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。 

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落

要因となります。 

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とす

るマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。 

・ファンドは、Ｓ＆Ｐ５００指数（配当込み、円換算ベース）の動きに連動することをめざして運用

を行いますが、信託報酬、売買委託手数料等を負担すること、株価指数先物取引と当該指数の動き

が連動しないこと、売買約定価格と当該指数の評価価格の差が生じること、指数構成銘柄と組入銘

柄の違いおよびそれらの構成比に違いが生じること、当該指数を構成する銘柄が変更になること、

為替の評価による影響等の要因によりカイ離を生じることがあります。 

 

●投資リスクに対する管理体制 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立

した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会

およびリスク管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議して

います。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングな

どを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行い

ます。リスク管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、

監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況

を把握・管理し、必要に応じて改善の指導を行います。 

②リスク管理担当部署 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必

要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行って

います。 

③内部監査担当部署 

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評

価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

５．ファンドの投資状況、運用実績及び投資資産 

該当する記載事項はありません。 

 

６．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書の主要部分 

該当する記載事項はありません。 

 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 
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資資産産のの運運用用にに関関すするる重重要要なな事事項項  

Ｓ＆Ｐ５００インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの沿革 

2023 年８月 16 日 投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 

 

２．ファンドの純資産計算書 

該当する記載事項はありません。 

 

３．ファンドの設定及び解約の実績 

該当する記載事項はありません。 

 

４．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書並びに付属明細表 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

資産の運用に関する重要な事項 

 

 

特別勘定名︓世界株式 Index ファンド 
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資資産産のの運運用用にに関関すするる重重要要なな事事項項  

Ｓ＆Ｐ５００インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの沿革 

2023 年８月 16 日 投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 

 

２．ファンドの純資産計算書 

該当する記載事項はありません。 

 

３．ファンドの設定及び解約の実績 

該当する記載事項はありません。 

 

４．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書並びに付属明細表 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

資産の運用に関する重要な事項 

 

 

特別勘定名︓世界株式 Index ファンド 
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資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

全世界株式（除く日本）インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの名称 

全世界株式（除く日本）インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）（「ファンド」といいます。

） 

 

２．ファンドの目的及び基本的性格並びに仕組み 

 

●ファンドの目的 

当ファンドは、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み、円換

算ベース）に連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

●ファンドの基本的性格 

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように分類されます。 

 

追加型投信／内外／株式／インデックス型 

・追加型投信……… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とと

もに運用されるファンドをいいます。 

・海外……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に海外の資産を源泉

とする旨の記載があるものをいいます。 

・株式……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に株式を源泉とする

旨の記載があるものをいいます。 

・インデックス型… 信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる

記載があるものをいいます。 

 

●ファンドの仕組み 

①委託会社およびファンドの関係法人の役割 

投資家（受益者）   

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還

金の支払いの取扱い等を行います。 

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト 
        信託銀行株式会社） 

  

  委委託託会会社社（（委委託託者者）） 

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社 

  
信託財産の保管・管理等を行います。 

信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。 

投資↓↑損益 

マザーファンド   

投資↓↑損益 

有価証券等   

 

資産の運用に関する極めて重要な事項 

 

②委託会社と関係法人との契約の概要 

 概要 

委託会社と受託会社との契約 

「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社として

の業務に関する事項、受益者に関する事項等が定め

られています。 

なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する

法律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 

「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配

金・償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が

定められています。 

 

３．ファンドの投資方針、投資対象、運用体制及び投資制限 

 

●ファンドの投資方針 

(1）基本方針 

当ファンドは、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み、円換

算ベース）※に連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

※当ファンドは、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当

事者が、保証、推奨、販売、または宣伝するものではありません。MSCI 指数は、MSCI Inc.が独占的に所有しています。 

MSCI Inc.および MSCI 指数は、MSCI Inc.およびその関係会社のサービスマークであり、委託会社は特定の目的の為にそ

の使用を許諾されています。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係し

たその他の当事者は、当ファンドの受益者または不特定多数の公衆に対して、ファンド全般的またはこの特定のファンド

への投資に関する当否あるいは一般的な株式市場のパフォーマンスをトラックしている MSCI 指数の能力に関して、明示

的であると黙示的であるとを問わず、一切の表明または保証を行いません。MSCI Inc.とその関連会社は、特定のトレー

ドマーク、サービスマーク、トレードネームのライセンスの所有者であり、MSCI 指数は、当ファンドまたは当ファンド

の委託会社あるいは受益者に関わらず、MSCI Inc.により決定、作成、および計算されています。MSCI Inc.、MSCI Inc.

の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、MSCI 指数の決定、作成、ある

いは計算において、当ファンドの委託会社または受益者の要求を考慮にいれる義務は一切ありません。MSCI Inc.、MSCI 

Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、当ファンドの募集等に関

する事項の決定について、また、当ファンドを換金するための計算式の決定また計算について責任を負うものではなく、

参加もしておりません。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したそ

の他の当事者は、当ファンドの受益者に対し、当ファンドの管理、マーケティングまたは募集に関連するいかなる義務ま

たは責任も負いません。 

MSCI Inc.は、自らが信頼できると考える情報源から MSCI 指数の計算に算入される情報またはその計算に使用するための

情報を入手しますが、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその

他の当事者は、MSCI 指数またはそれに含まれるいかなるデータの独創性、正確性および／または完全性について保証す

るものではありません。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したそ

の他の当事者は、明示的にも黙示的にも、被許諾者、その顧客または相手方、当ファンドの委託会社、当ファンドの受益

者その他の個人・法人が、契約にもとづき許諾される権利またはその他使用のために許諾される権利に関連して MSCI 指

数またはそれに含まれるデータを使用することにより得られる結果について保証を行うものではありません。MSCI Inc.、

MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、MSCI 指数およびそ

れに含まれるデータの、またはそれに関連する過誤、省略または中断に対してまたはそれらに関して責任を負うことはあ

りません。MSCI 指数およびそれに含まれるデータに関し、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成また

は編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、明示的、黙示的な保証を行うものでもなく、かつ MSCI Inc.、MSCI 

Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、特定目的のための市場性

または適切性について、何ら保証を行うものではないことを明記します。前記事項を制限することなく、たとえ直接的損

害、間接的損害、特別損害、懲罰的損害、拡大的損害その他のあらゆる損害（逸失利益を含む。）につき、その可能性に

ついて知らせを受けていたとしても、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるい

は関係したその他の当事者は、いかなる場合においてもかかる損害について責任を負いません。 

当ファンドの購入者、販売者、または受益者あるいはいかなる個人・法人は、MSCI Inc.の許諾が必要かどうかの決定を

あらかじめ MSCI Inc.に問い合わせることなく、当ファンドを保証、推奨、売買、または宣伝するためにいかなる MSCI 

Inc.のトレードネーム、トレードマーク、またはサービスマークを使用または言及することはできません。いかなる場合
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資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

全世界株式（除く日本）インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの名称 

全世界株式（除く日本）インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）（「ファンド」といいます。

） 

 

２．ファンドの目的及び基本的性格並びに仕組み 

 

●ファンドの目的 

当ファンドは、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み、円換

算ベース）に連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

●ファンドの基本的性格 

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように分類されます。 

 

追加型投信／内外／株式／インデックス型 

・追加型投信……… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とと

もに運用されるファンドをいいます。 

・海外……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に海外の資産を源泉

とする旨の記載があるものをいいます。 

・株式……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に株式を源泉とする

旨の記載があるものをいいます。 

・インデックス型… 信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる

記載があるものをいいます。 

 

●ファンドの仕組み 

①委託会社およびファンドの関係法人の役割 

投資家（受益者）   

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還

金の支払いの取扱い等を行います。 

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト 
        信託銀行株式会社） 

  

  委委託託会会社社（（委委託託者者）） 

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社 

  
信託財産の保管・管理等を行います。 

信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。 

投資↓↑損益 

マザーファンド   

投資↓↑損益 

有価証券等   

 

資産の運用に関する極めて重要な事項 

 

②委託会社と関係法人との契約の概要 

 概要 

委託会社と受託会社との契約 

「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社として

の業務に関する事項、受益者に関する事項等が定め

られています。 

なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する

法律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 

「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配

金・償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が

定められています。 

 

３．ファンドの投資方針、投資対象、運用体制及び投資制限 

 

●ファンドの投資方針 

(1）基本方針 

当ファンドは、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み、円換

算ベース）※に連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

※当ファンドは、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当

事者が、保証、推奨、販売、または宣伝するものではありません。MSCI 指数は、MSCI Inc.が独占的に所有しています。 

MSCI Inc.および MSCI 指数は、MSCI Inc.およびその関係会社のサービスマークであり、委託会社は特定の目的の為にそ

の使用を許諾されています。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係し

たその他の当事者は、当ファンドの受益者または不特定多数の公衆に対して、ファンド全般的またはこの特定のファンド

への投資に関する当否あるいは一般的な株式市場のパフォーマンスをトラックしている MSCI 指数の能力に関して、明示

的であると黙示的であるとを問わず、一切の表明または保証を行いません。MSCI Inc.とその関連会社は、特定のトレー

ドマーク、サービスマーク、トレードネームのライセンスの所有者であり、MSCI 指数は、当ファンドまたは当ファンド

の委託会社あるいは受益者に関わらず、MSCI Inc.により決定、作成、および計算されています。MSCI Inc.、MSCI Inc.

の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、MSCI 指数の決定、作成、ある

いは計算において、当ファンドの委託会社または受益者の要求を考慮にいれる義務は一切ありません。MSCI Inc.、MSCI 

Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、当ファンドの募集等に関

する事項の決定について、また、当ファンドを換金するための計算式の決定また計算について責任を負うものではなく、

参加もしておりません。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したそ

の他の当事者は、当ファンドの受益者に対し、当ファンドの管理、マーケティングまたは募集に関連するいかなる義務ま

たは責任も負いません。 

MSCI Inc.は、自らが信頼できると考える情報源から MSCI 指数の計算に算入される情報またはその計算に使用するための

情報を入手しますが、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその

他の当事者は、MSCI 指数またはそれに含まれるいかなるデータの独創性、正確性および／または完全性について保証す

るものではありません。MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したそ

の他の当事者は、明示的にも黙示的にも、被許諾者、その顧客または相手方、当ファンドの委託会社、当ファンドの受益

者その他の個人・法人が、契約にもとづき許諾される権利またはその他使用のために許諾される権利に関連して MSCI 指

数またはそれに含まれるデータを使用することにより得られる結果について保証を行うものではありません。MSCI Inc.、

MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、MSCI 指数およびそ

れに含まれるデータの、またはそれに関連する過誤、省略または中断に対してまたはそれらに関して責任を負うことはあ

りません。MSCI 指数およびそれに含まれるデータに関し、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成また

は編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、明示的、黙示的な保証を行うものでもなく、かつ MSCI Inc.、MSCI 

Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるいは関係したその他の当事者は、特定目的のための市場性

または適切性について、何ら保証を行うものではないことを明記します。前記事項を制限することなく、たとえ直接的損

害、間接的損害、特別損害、懲罰的損害、拡大的損害その他のあらゆる損害（逸失利益を含む。）につき、その可能性に

ついて知らせを受けていたとしても、MSCI Inc.、MSCI Inc.の関連会社および MSCI 指数の作成または編集に関与あるい

は関係したその他の当事者は、いかなる場合においてもかかる損害について責任を負いません。 

当ファンドの購入者、販売者、または受益者あるいはいかなる個人・法人は、MSCI Inc.の許諾が必要かどうかの決定を

あらかじめ MSCI Inc.に問い合わせることなく、当ファンドを保証、推奨、売買、または宣伝するためにいかなる MSCI 

Inc.のトレードネーム、トレードマーク、またはサービスマークを使用または言及することはできません。いかなる場合
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においても、いかなる個人または法人は、事前に MSCI Inc.の書面による許諾を得ることなく MSCI Inc.との関係を一切

主張することはできません。 

 

(2）投資態度 

外国株式インデックスマザーファンド受益証券および新興国株式インデックスマザーファンド受益証

券への投資を通じて、主として日本を除く先進国および新興国の株式等に投資を行います。 

マザーファンド受益証券の組入比率は高位を維持することを基本とします。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式等の実質投資比率が 100％を超

える場合があります。 

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

●ファンドの投資対象 

①投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定

めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するものをいい、信託約

款に定める次のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ｃ．金利先渡取引および為替先渡取引 

ハ．約束手形 

ニ．金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

②有価証券の指図範囲 

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社を

委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託会社とする外国株式インデックスマザーファン

ドおよび新興国株式インデックスマザーファンド（「マザーファンド」または「親投資信託」といい

ます。）の受益証券のほか、次に掲げるものとします。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 13 号で定めるも

のをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．から 12．の証券または証書の性質を有

 

するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 10 号で定めるものを

いいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第 11

号で定めるものをいいます。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをいいます。以下 16．にお

いて同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第 19 号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定めるものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定めるものをいいま

す。） 

22．外国の者に対する権利で21．の有価証券の性質を有するもの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定めるものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち１．の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．の証券ならび

に 13．および 19．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③金融商品の指図範囲 

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定める受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

７．信託の受益権（金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるものをいい、 １ ． か ら ６ ．

に該当するものを除きます。） 

８．外国の者に対する権利で７．の権利の性質を有するもの 

９．合名会社もしくは合資会社の社員権または合同会社の社員権（金融商品取引法第２条第２項第

３号で定めるものをいいます。） 

10．外国法人の社員権で９．の権利の性質を有するもの 

11．投資事業有限責任組合契約または有限責任事業組合契約に基づく権利その他の権利（金融商品

取引法第２条第２項第５号で定めるものをいいます。） 

12．外国の法令に基づく権利であって、11．の権利に類するもの 

④その他の投資対象 

信託約款に定める次に掲げるもの。 

・外国為替予約取引 

 

＜マザーファンドの概要＞ 

外国株式インデックスマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）と連動する投資成果

をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）に採用されている株式を主要投資対

象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている株式に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産額
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においても、いかなる個人または法人は、事前に MSCI Inc.の書面による許諾を得ることなく MSCI Inc.との関係を一切

主張することはできません。 

 

(2）投資態度 

外国株式インデックスマザーファンド受益証券および新興国株式インデックスマザーファンド受益証

券への投資を通じて、主として日本を除く先進国および新興国の株式等に投資を行います。 

マザーファンド受益証券の組入比率は高位を維持することを基本とします。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式等の実質投資比率が 100％を超

える場合があります。 

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

●ファンドの投資対象 

①投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定

めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するものをいい、信託約

款に定める次のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ｃ．金利先渡取引および為替先渡取引 

ハ．約束手形 

ニ．金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

②有価証券の指図範囲 

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社を

委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託会社とする外国株式インデックスマザーファン

ドおよび新興国株式インデックスマザーファンド（「マザーファンド」または「親投資信託」といい

ます。）の受益証券のほか、次に掲げるものとします。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 13 号で定めるも

のをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．から 12．の証券または証書の性質を有

 

するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 10 号で定めるものを

いいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第 11

号で定めるものをいいます。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをいいます。以下 16．にお

いて同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第 19 号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定めるものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定めるものをいいま

す。） 

22．外国の者に対する権利で21．の有価証券の性質を有するもの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定めるものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち１．の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．の証券ならび

に 13．および 19．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③金融商品の指図範囲 

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定める受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

７．信託の受益権（金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるものをいい、 １ ． か ら ６ ．

に該当するものを除きます。） 

８．外国の者に対する権利で７．の権利の性質を有するもの 

９．合名会社もしくは合資会社の社員権または合同会社の社員権（金融商品取引法第２条第２項第

３号で定めるものをいいます。） 

10．外国法人の社員権で９．の権利の性質を有するもの 

11．投資事業有限責任組合契約または有限責任事業組合契約に基づく権利その他の権利（金融商品

取引法第２条第２項第５号で定めるものをいいます。） 

12．外国の法令に基づく権利であって、11．の権利に類するもの 

④その他の投資対象 

信託約款に定める次に掲げるもの。 

・外国為替予約取引 

 

＜マザーファンドの概要＞ 

外国株式インデックスマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）と連動する投資成果

をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）に採用されている株式を主要投資対

象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている株式に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産額
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の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行い

ます。 

株式の実質投資比率（組入現物株式の時価総額に株価指数先物取引等の買建額を加算し、または株

価指数先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原則

として高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率を引

き下げる、あるいは実質投資比率を 100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。 

銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。 

なお、市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 20％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

⑤外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑥有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑦スワップ取引を行うことができます。 

⑧外国為替予約取引を行うことができます。 

⑨デリバティブ取引（法人税法第 61 条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変

動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益

を実現する目的以外には利用しません。 

⑩外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

 

新興国株式インデックスマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円換算ベース）と連動

した投資成果をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

新興国の株式等（ＤＲ（預託証書）を含みます。以下同じ。）を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている新興国の株式等に投資を行い、信託財産の１口当たりの

純資産額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

株式等の組入比率は原則として高位を保ちます。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式等の投資比率が 100％を超える

場合があります。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 20％以下とします。 

③同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

④外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑤有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑥スワップ取引を行うことができます。 

⑦金利先渡取引および為替先渡取引を行うことができます。 

⑧外国為替予約取引を行うことができます。 

⑨デリバティブ取引（法人税法第 61 条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変

動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益

を実現する目的以外には利用しません。 

 

⑩外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 
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の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行い

ます。 

株式の実質投資比率（組入現物株式の時価総額に株価指数先物取引等の買建額を加算し、または株

価指数先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原則

として高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率を引

き下げる、あるいは実質投資比率を 100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。 

銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。 

なお、市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 20％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

⑤外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑥有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑦スワップ取引を行うことができます。 

⑧外国為替予約取引を行うことができます。 

⑨デリバティブ取引（法人税法第 61 条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変

動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益

を実現する目的以外には利用しません。 

⑩外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

 

新興国株式インデックスマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円換算ベース）と連動

した投資成果をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

新興国の株式等（ＤＲ（預託証書）を含みます。以下同じ。）を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている新興国の株式等に投資を行い、信託財産の１口当たりの

純資産額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

株式等の組入比率は原則として高位を保ちます。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式等の投資比率が 100％を超える

場合があります。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 20％以下とします。 

③同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

④外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑤有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑥スワップ取引を行うことができます。 

⑦金利先渡取引および為替先渡取引を行うことができます。 

⑧外国為替予約取引を行うことができます。 

⑨デリバティブ取引（法人税法第 61 条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変

動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益

を実現する目的以外には利用しません。 

 

⑩外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 
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●ファンドの運用体制 

 

⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
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ィ
ー
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ッ
ク

 
 

①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投

資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を

します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を

行います。 

⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど

うかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指

示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での

自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署（40～60 名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分

析、意図した運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法

令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファン

ド管理委員会における審議を経て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）につい

てはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で

 

是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部

署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画

委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署（10 名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全

性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を

検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告さ

れる、内部監査態勢が構築されています。 

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

 

●ファンドの投資制限 

＜信託約款に定められた投資制限＞ 

①新株引受権証券および新株予約権証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンド

の信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 20 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

②投資信託証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上場等され、

かつ当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下している場合を除き

ます。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。以下ａ．およびｂ．において同じ。）の時価総額と

マザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて

得た額とします。 

③同一銘柄の転換社債等 

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債（新株予約

権付社債のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものな

らびに会社法施行前の旧商法第 341 条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。）

の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該転換社債および当該転換社債型新株予約権付社

債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10

を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転換社債および当該転換社債型新株

予約権付社債の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

④スワップ取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金

利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」と

いいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額または価格情報会社の

提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 
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●ファンドの運用体制 

 

⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）
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①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投

資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を

します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を

行います。 

⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど

うかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指

示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での

自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署（40～60 名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分

析、意図した運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法

令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファン

ド管理委員会における審議を経て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）につい

てはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で

 

是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部

署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画

委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署（10 名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全

性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を

検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告さ

れる、内部監査態勢が構築されています。 

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

 

●ファンドの投資制限 

＜信託約款に定められた投資制限＞ 

①新株引受権証券および新株予約権証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンド

の信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 20 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

②投資信託証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上場等され、

かつ当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下している場合を除き

ます。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。以下ａ．およびｂ．において同じ。）の時価総額と

マザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて

得た額とします。 

③同一銘柄の転換社債等 

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債（新株予約

権付社債のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものな

らびに会社法施行前の旧商法第 341 条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。）

の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該転換社債および当該転換社債型新株予約権付社

債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10

を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転換社債および当該転換社債型新株

予約権付社債の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

④スワップ取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金

利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」と

いいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額または価格情報会社の

提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 
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⑤信用取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図

をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行う

ことの指図をすることができます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができ

るものとし、かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（③に規定する転換社債型新株予約権付

社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（５．に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

⑥外国為替予約取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取引の指図をすること

ができます。 

ｂ．ａ．の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき

円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託財産に属する外貨建

資産（マザーファンドの信託財産に属する外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした

額を含みます。）の為替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りで

はありません。 

ｃ．ｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得

た額とします。 

ｄ．ｂ．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、その超える額に相当す

る為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとします。 

⑦有価証券の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、有価証券の借入れの指図をすることができま

す。なお、当該有価証券の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指

図を行うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた有価

証券の一部を返還するための指図をするものとします。 

⑧資金の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑨投資する株式等の範囲 

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引

所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引

されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取

 

得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券についてはこの限りではありません。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができます。 

⑩金利先渡取引および為替先渡取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替先渡取

引を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として信託期間

を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこ

の限りではありません。 

ｃ．金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額ま

たは価格情報会社の提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と

認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

⑪有価証券の貸付 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の範

囲内で貸し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合

計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公

社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

⑫有価証券の空売り 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産において有しない有価証券または⑦

の規定により借り入れた有価証券を売り付けることの指図をすることができます。なお、当該売付け

の決済については、売り付けた有価証券の引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることがで

きるものとします。 

ｂ．ａ．の売付けの指図は、当該売付けに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内と

します。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の売付けに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売付けの一部を

決済するための指図をするものとします。 

⑬特別の場合の外貨建有価証券への投資制限 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に

は、制限されることがあります。 

＜その他法令等に定められた投資制限＞ 

・同一の法人の発行する株式への投資制限 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信託

につき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に

100 分の 50 の率を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得す

ることを受託会社に指図しないものとします。 

 

４．ファンドの投資リスク 

 

●投資リスク 

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運

用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 
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⑤信用取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図

をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行う

ことの指図をすることができます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができ

るものとし、かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（③に規定する転換社債型新株予約権付

社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（５．に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

⑥外国為替予約取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取引の指図をすること

ができます。 

ｂ．ａ．の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき

円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託財産に属する外貨建

資産（マザーファンドの信託財産に属する外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした

額を含みます。）の為替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りで

はありません。 

ｃ．ｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得

た額とします。 

ｄ．ｂ．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、その超える額に相当す

る為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとします。 

⑦有価証券の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、有価証券の借入れの指図をすることができま

す。なお、当該有価証券の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指

図を行うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた有価

証券の一部を返還するための指図をするものとします。 

⑧資金の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑨投資する株式等の範囲 

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引

所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引

されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取

 

得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券についてはこの限りではありません。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができます。 

⑩金利先渡取引および為替先渡取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替先渡取

引を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として信託期間

を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこ

の限りではありません。 

ｃ．金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額ま

たは価格情報会社の提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と

認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

⑪有価証券の貸付 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の範

囲内で貸し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合

計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公

社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

⑫有価証券の空売り 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産において有しない有価証券または⑦

の規定により借り入れた有価証券を売り付けることの指図をすることができます。なお、当該売付け

の決済については、売り付けた有価証券の引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることがで

きるものとします。 

ｂ．ａ．の売付けの指図は、当該売付けに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内と

します。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の売付けに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売付けの一部を

決済するための指図をするものとします。 

⑬特別の場合の外貨建有価証券への投資制限 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に

は、制限されることがあります。 

＜その他法令等に定められた投資制限＞ 

・同一の法人の発行する株式への投資制限 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信託

につき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に

100 分の 50 の率を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得す

ることを受託会社に指図しないものとします。 

 

４．ファンドの投資リスク 

 

●投資リスク 

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運

用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 
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ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。 

（主なリスクであり、以下に限定されるものではありません。） 

 

①価格変動リスク 

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動するため、フ

ァンドはその影響を受け組入株式の価格の下落は基準価額の下落要因となります。 

②為替変動リスク 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受

けます。 

③信用リスク 

組入有価証券等の発行者や取引先等の経営・財務状況が悪化した場合またはそれが予想された場合

もしくはこれらに関する外部評価の悪化があった場合等には、当該組入有価証券等の価格が下落す

ることやその価値がなくなること、または利払い・償還金の支払いが滞ることがあります。 

④流動性リスク 

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制

等により十分な流動性の下での取引を行えない場合または取引が不可能となる場合、市場実勢から

期待される価格より不利な価格での取引となる可能性があります。 

⑤カントリー・リスク 

新興国への投資は、先進国への投資を行う場合に比べ、投資対象国におけるクーデターや重大な政

治体制の変更、資産凍結を含む重大な規制の導入、政府のデフォルト等の発生による影響を受ける

ことにより、価格変動・為替変動・信用・流動性の各リスクが大きくなる可能性があります。 

 

※留意事項 

・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適

用はありません。 

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市

場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待

できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準

価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の

お支払が遅延する可能性があります。 

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。

収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。 

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。 

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落

要因となります。 

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とす

るマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。 

・ファンドは、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み、円換

算ベース）の動きに連動することをめざして運用を行いますが、信託報酬、売買委託手数料等を負

担すること、株価指数先物取引と当該指数の動きが連動しないこと、売買約定価格と当該指数の評

価価格の差が生じること、指数構成銘柄と組入銘柄の違いおよびそれらの構成比に違いが生じるこ

と、当該指数を構成する銘柄が変更になること、為替の評価による影響等の要因によりカイ離を生

じることがあります。 

 

●投資リスクに対する管理体制 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立

した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会

およびリスク管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議して

います。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングな

 

どを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行い

ます。リスク管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、

監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況

を把握・管理し、必要に応じて改善の指導を行います。 

②リスク管理担当部署 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必

要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行って

います。 

③内部監査担当部署 

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評

価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

５．ファンドの投資状況、運用実績及び投資資産 

該当する記載事項はありません。 

 

６．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書の主要部分 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 
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ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。 

（主なリスクであり、以下に限定されるものではありません。） 

 

①価格変動リスク 

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動するため、フ

ァンドはその影響を受け組入株式の価格の下落は基準価額の下落要因となります。 

②為替変動リスク 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受

けます。 

③信用リスク 

組入有価証券等の発行者や取引先等の経営・財務状況が悪化した場合またはそれが予想された場合

もしくはこれらに関する外部評価の悪化があった場合等には、当該組入有価証券等の価格が下落す

ることやその価値がなくなること、または利払い・償還金の支払いが滞ることがあります。 

④流動性リスク 

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制

等により十分な流動性の下での取引を行えない場合または取引が不可能となる場合、市場実勢から

期待される価格より不利な価格での取引となる可能性があります。 

⑤カントリー・リスク 

新興国への投資は、先進国への投資を行う場合に比べ、投資対象国におけるクーデターや重大な政

治体制の変更、資産凍結を含む重大な規制の導入、政府のデフォルト等の発生による影響を受ける

ことにより、価格変動・為替変動・信用・流動性の各リスクが大きくなる可能性があります。 

 

※留意事項 

・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適

用はありません。 

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市

場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待

できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準

価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の

お支払が遅延する可能性があります。 

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。

収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。 

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。 

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落

要因となります。 

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とす

るマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。 

・ファンドは、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み、円換

算ベース）の動きに連動することをめざして運用を行いますが、信託報酬、売買委託手数料等を負

担すること、株価指数先物取引と当該指数の動きが連動しないこと、売買約定価格と当該指数の評

価価格の差が生じること、指数構成銘柄と組入銘柄の違いおよびそれらの構成比に違いが生じるこ

と、当該指数を構成する銘柄が変更になること、為替の評価による影響等の要因によりカイ離を生

じることがあります。 

 

●投資リスクに対する管理体制 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立

した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会

およびリスク管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議して

います。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングな

 

どを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行い

ます。リスク管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、

監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況

を把握・管理し、必要に応じて改善の指導を行います。 

②リスク管理担当部署 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必

要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行って

います。 

③内部監査担当部署 

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評

価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

５．ファンドの投資状況、運用実績及び投資資産 

該当する記載事項はありません。 

 

６．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書の主要部分 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 
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資資産産のの運運用用にに関関すするる重重要要なな事事項項  

全世界株式（除く日本）インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの沿革 

2024 年３月７日（予定）投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 

 

２．ファンドの純資産計算書 

該当する記載事項はありません。 

 

３．ファンドの設定及び解約の実績 

該当する記載事項はありません。 

 

４．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書並びに付属明細表 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

資産の運用に関する重要な事項 

 

 

特別勘定名︓⽇本債券 Index ファンド 
 

'23.11.29　下版　B5－064

58

B5-064_2_下版_CC2021.indd   58B5-064_2_下版_CC2021.indd   58 2023/11/29   15:532023/11/29   15:53



 

 

 

 

資資産産のの運運用用にに関関すするる重重要要なな事事項項  

全世界株式（除く日本）インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの沿革 

2024 年３月７日（予定）投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 

 

２．ファンドの純資産計算書 

該当する記載事項はありません。 

 

３．ファンドの設定及び解約の実績 

該当する記載事項はありません。 

 

４．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書並びに付属明細表 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

資産の運用に関する重要な事項 
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資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

国内債券インデックスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの名称 

国内債券インデックスオープンＶ（適格機関投資家限定）（「ファンド」といいます。） 

 

２．ファンドの目的及び基本的性格並びに仕組み 

 

●ファンドの目的 

当ファンドは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合に連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

●ファンドの基本的性格 

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように分類されます。 

 

追加型投信／国内／債券／インデックス型 

・追加型投信……… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とと

もに運用されるファンドをいいます。 

・国内……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に国内の資産を源泉

とする旨の記載があるものをいいます。 

・債券……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に債券を源泉とする

旨の記載があるものをいいます。 

・インデックス型… 信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる

記載があるものをいいます。 

 

●ファンドの仕組み 

①委託会社およびファンドの関係法人の役割 

投資家（受益者）   

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還

金の支払いの取扱い等を行います。 

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト 
        信託銀行株式会社） 

  

  委委託託会会社社（（委委託託者者）） 

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社 

  
信託財産の保管・管理等を行います。 

信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。 

投資↓↑損益 

マザーファンド   

投資↓↑損益 

有価証券等   

 

資産の運用に関する極めて重要な事項 

 

②委託会社と関係法人との契約の概要 

 概要 

委託会社と受託会社との契約 

「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社として

の業務に関する事項、受益者に関する事項等が定め

られています。 

なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する

法律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 

「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配

金・償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が

定められています。 

 

３．ファンドの投資方針、投資対象、運用体制及び投資制限 

 

●ファンドの投資方針 

(1）基本方針 

当ファンドは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合※に連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合とは、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が発表しているわが国の

代表的な債券パフォーマンスインデックスです。当該指数の知的財産権およびその他一切の権利は同社に帰属します。な

お、同社は、当該指数の正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合性を保証するものではなく、当該

指数を用いて運用されるファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。 

 

(2）投資態度 

日本債券インデックスマザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてわが国の公社債に投資を

行います。 

マザーファンド受益証券の組入比率は高位を維持することを基本とします。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し公社債の実質投資比率が100％を超え

る場合があります。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

●ファンドの投資対象 

①投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産（本邦通貨表示のものに限ります。）の種類は、次に掲げ

るものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定

めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するものをいい、信託約

款に定める次のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ハ．約束手形 

ニ．金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

②有価証券の指図範囲 

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社を

委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託会社とする日本債券インデックスマザーファン

ド（「マザーファンド」または「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次に掲げるものと

します。なお、当該有価証券は本邦通貨表示のものに限ります。 

１．株券または新株引受権証書 
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追加型投信／国内／債券／インデックス型 

・追加型投信……… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とと

もに運用されるファンドをいいます。 

・国内……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に国内の資産を源泉

とする旨の記載があるものをいいます。 

・債券……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に債券を源泉とする

旨の記載があるものをいいます。 

・インデックス型… 信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる

記載があるものをいいます。 
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お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還

金の支払いの取扱い等を行います。 
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受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト 
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  委委託託会会社社（（委委託託者者）） 

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社 

  
信託財産の保管・管理等を行います。 

信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。 
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投資↓↑損益 
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 概要 

委託会社と受託会社との契約 

「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社として
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法律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 

「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配

金・償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が

定められています。 

 

３．ファンドの投資方針、投資対象、運用体制及び投資制限 

 

●ファンドの投資方針 

(1）基本方針 

当ファンドは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合※に連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合とは、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が発表しているわが国の

代表的な債券パフォーマンスインデックスです。当該指数の知的財産権およびその他一切の権利は同社に帰属します。な

お、同社は、当該指数の正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合性を保証するものではなく、当該

指数を用いて運用されるファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。 

 

(2）投資態度 

日本債券インデックスマザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてわが国の公社債に投資を

行います。 

マザーファンド受益証券の組入比率は高位を維持することを基本とします。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し公社債の実質投資比率が100％を超え

る場合があります。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

●ファンドの投資対象 

①投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産（本邦通貨表示のものに限ります。）の種類は、次に掲げ

るものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定

めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するものをいい、信託約

款に定める次のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ハ．約束手形 

ニ．金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

②有価証券の指図範囲 

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社を

委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託会社とする日本債券インデックスマザーファン

ド（「マザーファンド」または「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次に掲げるものと

します。なお、当該有価証券は本邦通貨表示のものに限ります。 

１．株券または新株引受権証書 
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２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 13 号で定めるも

のをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．から 12．の証券または証書の性質を有

するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 10 号で定めるものを

いいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第 11

号で定めるものをいいます。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをいいます。以下 16．にお

いて同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第 19 号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定めるものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定めるものをいいま

す。） 

22．外国の者に対する権利で21．の有価証券の性質を有するもの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定めるものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち１．の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．の証券ならび

に 13．および 19．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③金融商品の指図範囲 

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定める受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

 

＜日本債券インデックスマザーファンドの概要＞ 

（基本方針） 

この投資信託は、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合と連動する投資成果をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

 

①投資対象 

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合に採用されている公社債を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている公社債に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産

額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行い

ます。 

公社債の実質投資比率（組入現物公社債の時価総額に債券先物取引等の買建額を加算し、または債

券先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原則とし

て高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率を引き下

げる、あるいは実質投資比率を 100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。 

銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。 

なお、市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑤同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以

下とします。 

⑥同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

⑦外貨建資産への投資は行いません。 

⑧有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑨スワップ取引を行うことができます。 

⑩デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスクおよび金利

変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的以外

には利用しません。 
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２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 13 号で定めるも

のをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．から 12．の証券または証書の性質を有

するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 10 号で定めるものを

いいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第 11

号で定めるものをいいます。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをいいます。以下 16．にお

いて同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第 19 号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定めるものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定めるものをいいま

す。） 

22．外国の者に対する権利で21．の有価証券の性質を有するもの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定めるものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち１．の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．の証券ならび

に 13．および 19．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③金融商品の指図範囲 

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定める受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

 

＜日本債券インデックスマザーファンドの概要＞ 

（基本方針） 

この投資信託は、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合と連動する投資成果をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

 

①投資対象 

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合に採用されている公社債を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている公社債に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産

額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行い

ます。 

公社債の実質投資比率（組入現物公社債の時価総額に債券先物取引等の買建額を加算し、または債

券先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原則とし

て高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率を引き下

げる、あるいは実質投資比率を 100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。 

銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。 

なお、市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑤同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以

下とします。 

⑥同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

⑦外貨建資産への投資は行いません。 

⑧有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑨スワップ取引を行うことができます。 

⑩デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスクおよび金利

変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的以外

には利用しません。 
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●ファンドの運用体制 

 

⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

 
 

①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投

資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を

します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を

行います。 

⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど

うかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指

示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での

自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署（40～60 名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分

析、意図した運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法

令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファン

ド管理委員会における審議を経て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）につい

てはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で

 

是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部

署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画

委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署（10 名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全

性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を

検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告さ

れる、内部監査態勢が構築されています。 

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

 

●ファンドの投資制限 

＜信託約款に定められた投資制限＞ 

①株式 

ａ．委託会社は、信託財産に属する株式の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する株式の時価総

額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えるこ

ととなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める株式の時価総額の割合を乗じて得た額と

します。 

②外貨建資産 

外貨建資産への投資は行いません。 

③新株引受権証券および新株予約権証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンド

の信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

④投資信託証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上場等され、

かつ当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下している場合を除き

ます。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。以下ａ．およびｂ．において同じ。）の時価総額と

マザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて

得た額とします。 

⑤同一銘柄の株式等 

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当

該株式の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分

の 10 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該株式の時価総額の割合を乗じて得た

額とします。 

ｃ．委託会社は、原則として、信託財産に属する同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券の時

価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額の

うち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることと

なる投資の指図をしません。 

ｄ．ｃ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該新株引受権証券および新株予約権証
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●ファンドの運用体制 

 

⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）
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①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投

資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を

します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を

行います。 

⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど

うかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指

示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での

自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署（40～60 名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分

析、意図した運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法

令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファン

ド管理委員会における審議を経て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）につい

てはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で

 

是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部

署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画

委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署（10 名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全

性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を

検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告さ

れる、内部監査態勢が構築されています。 

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

 

●ファンドの投資制限 

＜信託約款に定められた投資制限＞ 

①株式 

ａ．委託会社は、信託財産に属する株式の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する株式の時価総

額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えるこ

ととなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める株式の時価総額の割合を乗じて得た額と

します。 

②外貨建資産 

外貨建資産への投資は行いません。 

③新株引受権証券および新株予約権証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンド

の信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

④投資信託証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上場等され、

かつ当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下している場合を除き

ます。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。以下ａ．およびｂ．において同じ。）の時価総額と

マザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて

得た額とします。 

⑤同一銘柄の株式等 

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当

該株式の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分

の 10 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該株式の時価総額の割合を乗じて得た

額とします。 

ｃ．委託会社は、原則として、信託財産に属する同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券の時

価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額の

うち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることと

なる投資の指図をしません。 

ｄ．ｃ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該新株引受権証券および新株予約権証
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券の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

⑥同一銘柄の転換社債等 

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債（新株予約

権付社債のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものな

らびに会社法施行前の旧商法第 341 条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。）

の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該転換社債および当該転換社債型新株予約権付社

債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10

を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転換社債および当該転換社債型新株

予約権付社債の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

⑦スワップ取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金

利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」と

いいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額または価格情報会社の

提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

⑧信用取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図

をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行う

ことの指図をすることができます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができ

るものとし、かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（③に規定する転換社債型新株予約権付

社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（５．に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

⑨公社債の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。

なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総

額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた公社債

の一部を返還するための指図をするものとします。 

⑩資金の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

 

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑪投資する株式等の範囲 

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引

所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引

されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取

得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券についてはこの限りではありません。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができます。 

⑫有価証券の貸付 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の範

囲内で貸し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合

計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公

社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

＜その他法令等に定められた投資制限＞ 

・同一の法人の発行する株式への投資制限 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信託に

つき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に 100

分の 50 の率を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得すること

を受託会社に指図しないものとします。 

 

４．ファンドの投資リスク 

 

●投資リスク 

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運

用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 

ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。 

（主なリスクであり、以下に限定されるものではありません。） 

 

①価格変動リスク 

債券の価格は、市場金利の変動の影響を受けて変動します。一般に市場金利が上がると、債券の価

格は下落し、組入債券の価格の下落は基準価額の下落要因となります。市場金利の変動による債券

価格の変動は、一般にその債券の残存期間が長いほど大きくなる傾向があります。 

②信用リスク 

債券の発行体等の経営、財務状況が悪化したり、市場においてその懸念が高まった場合には、債券

の価格が下落（利回りは上昇）すること、利払いや償還金の支払いが滞ること、倒産等によりその

価値がなくなること等があります。 

③流動性リスク 

債券を売買しようとする際に、その債券の取引量が十分でない場合や規制等により取引が制限され
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券の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

⑥同一銘柄の転換社債等 

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債（新株予約

権付社債のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものな

らびに会社法施行前の旧商法第 341 条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。）

の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該転換社債および当該転換社債型新株予約権付社

債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10

を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転換社債および当該転換社債型新株

予約権付社債の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

⑦スワップ取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金

利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」と

いいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額または価格情報会社の

提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

⑧信用取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図

をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行う

ことの指図をすることができます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができ

るものとし、かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（③に規定する転換社債型新株予約権付

社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（５．に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

⑨公社債の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。

なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総

額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた公社債

の一部を返還するための指図をするものとします。 

⑩資金の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

 

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑪投資する株式等の範囲 

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引

所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引

されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取

得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券についてはこの限りではありません。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができます。 

⑫有価証券の貸付 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の範

囲内で貸し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合

計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公

社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

＜その他法令等に定められた投資制限＞ 

・同一の法人の発行する株式への投資制限 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信託に

つき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に 100

分の 50 の率を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得すること

を受託会社に指図しないものとします。 

 

４．ファンドの投資リスク 

 

●投資リスク 

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運

用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 

ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。 

（主なリスクであり、以下に限定されるものではありません。） 

 

①価格変動リスク 

債券の価格は、市場金利の変動の影響を受けて変動します。一般に市場金利が上がると、債券の価

格は下落し、組入債券の価格の下落は基準価額の下落要因となります。市場金利の変動による債券

価格の変動は、一般にその債券の残存期間が長いほど大きくなる傾向があります。 

②信用リスク 

債券の発行体等の経営、財務状況が悪化したり、市場においてその懸念が高まった場合には、債券

の価格が下落（利回りは上昇）すること、利払いや償還金の支払いが滞ること、倒産等によりその

価値がなくなること等があります。 

③流動性リスク 

債券を売買しようとする際に、その債券の取引量が十分でない場合や規制等により取引が制限され
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ている場合には、売買が成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、ファンドの売買

自体によって市場価格が動き、結果として不利な価格での取引となる場合があります。 

 

※留意事項 

・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適

用はありません。 

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市

場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待

できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準

価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の

お支払が遅延する可能性があります。 

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。

収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。 

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。 

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落

要因となります。 

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とす

るマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。 

・ファンドは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合の動きに連動することをめざして運用を行いますが、信託

報酬、売買委託手数料等を負担すること、債券先物取引と当該指数の動きが連動しないこと、売買

約定価格と当該指数の評価価格の差が生じること、指数構成銘柄と組入銘柄の違いおよびそれらの

構成比に違いが生じること、当該指数を構成する銘柄が変更になること等の要因によりカイ離を生

じることがあります。 

 

●投資リスクに対する管理体制 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立

した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会

およびリスク管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議して

います。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングな

どを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行い

ます。リスク管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、

監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況

を把握・管理し、必要に応じて改善の指導を行います。 

②リスク管理担当部署 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必

要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行って

います。 

③内部監査担当部署 

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評

価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

５．ファンドの投資状況、運用実績及び投資資産 

該当する記載事項はありません。 

 

 

６．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書の主要部分 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 
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ている場合には、売買が成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、ファンドの売買

自体によって市場価格が動き、結果として不利な価格での取引となる場合があります。 

 

※留意事項 

・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適

用はありません。 

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市

場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待

できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準

価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の

お支払が遅延する可能性があります。 

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。

収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。 

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。 

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落

要因となります。 

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とす

るマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。 

・ファンドは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合の動きに連動することをめざして運用を行いますが、信託

報酬、売買委託手数料等を負担すること、債券先物取引と当該指数の動きが連動しないこと、売買

約定価格と当該指数の評価価格の差が生じること、指数構成銘柄と組入銘柄の違いおよびそれらの

構成比に違いが生じること、当該指数を構成する銘柄が変更になること等の要因によりカイ離を生

じることがあります。 

 

●投資リスクに対する管理体制 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立

した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会

およびリスク管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議して

います。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングな

どを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行い

ます。リスク管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、

監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況

を把握・管理し、必要に応じて改善の指導を行います。 

②リスク管理担当部署 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必

要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行って

います。 

③内部監査担当部署 

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評

価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

５．ファンドの投資状況、運用実績及び投資資産 

該当する記載事項はありません。 

 

 

６．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書の主要部分 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 
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資資産産のの運運用用にに関関すするる重重要要なな事事項項  

国内債券インデックスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの沿革 

2024 年３月７日（予定）投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 

 

２．ファンドの純資産計算書 

該当する記載事項はありません。 

 

３．ファンドの設定及び解約の実績 

該当する記載事項はありません。 

 

４．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書並びに付属明細表 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

資産の運用に関する重要な事項 

 

 

特別勘定名︓世界債券 Index ファンド 
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資資産産のの運運用用にに関関すするる重重要要なな事事項項  

国内債券インデックスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの沿革 

2024 年３月７日（予定）投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 

 

２．ファンドの純資産計算書 

該当する記載事項はありません。 

 

３．ファンドの設定及び解約の実績 

該当する記載事項はありません。 

 

４．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書並びに付属明細表 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

資産の運用に関する重要な事項 

 

 

特別勘定名︓世界債券 Index ファンド 
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資産の運⽤に関する極めて重要な事項 
 

ⅠⅠ  投投資資信信託託（（フファァンンドド））のの状状況況  

  

１１  名名  称称  

※以下、上記のファンドを「当ファンド」という場合があります。

２２  目目的的及及びび基基本本的的性性格格  
 

※一般社団法人投資信託協会が公募投資信託について定める「商品分類に関する指針」に基づいて分類した場

合、当ファンドは、「追加型／海外／債券／インデックス型」に該当します。

追加型・・・・・・・・・・一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とともに運 

用されるファンドをいいます。 

海外・・・・・・・・・・・・信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に海外の資産を源泉とす 

る旨の記載があるものをいいます。 

債券・・・・・・・・・・・・信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に債券を源泉とする旨の 

記載があるものをいいます。 

インデックス型・・・信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる記載

があるものをいいます。 

※信託金の限度額は、5,000 億円です。

３３  特特  色色  
１１．．ＦＦＴＴＳＳＥＥ世世界界国国債債イインンデデッッククスス（（除除くく日日本本、、円円換換算算ベベーースス））※※11 にに連連動動すするる投投資資成成果果ををめめざざししてて運運用用をを行行いいまますす。。  

◆ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）をベンチマーク※2（以下「対象インデックス」という場合

があります。）とします。

特別勘定で組み入れる投資信託に関する情報 

ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）に連動する投資成果をめざして運用を行います。 

１１．．投投資資信信託託（（フファァンンドド））のの性性格格

外国債券インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定） 
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資産の運⽤に関する極めて重要な事項 
 

ⅠⅠ  投投資資信信託託（（フファァンンドド））のの状状況況  

  

１１  名名  称称  

※以下、上記のファンドを「当ファンド」という場合があります。

２２  目目的的及及びび基基本本的的性性格格  
 

※一般社団法人投資信託協会が公募投資信託について定める「商品分類に関する指針」に基づいて分類した場

合、当ファンドは、「追加型／海外／債券／インデックス型」に該当します。

追加型・・・・・・・・・・一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とともに運 

用されるファンドをいいます。 

海外・・・・・・・・・・・・信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に海外の資産を源泉とす 

る旨の記載があるものをいいます。 

債券・・・・・・・・・・・・信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に債券を源泉とする旨の 

記載があるものをいいます。 

インデックス型・・・信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる記載

があるものをいいます。 

※信託金の限度額は、5,000 億円です。

３３  特特  色色  
１１．．ＦＦＴＴＳＳＥＥ世世界界国国債債イインンデデッッククスス（（除除くく日日本本、、円円換換算算ベベーースス））※※11 にに連連動動すするる投投資資成成果果ををめめざざししてて運運用用をを行行いいまますす。。  

◆ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）をベンチマーク※2（以下「対象インデックス」という場合

があります。）とします。

特別勘定で組み入れる投資信託に関する情報 

ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）に連動する投資成果をめざして運用を行います。 

１１．．投投資資信信託託（（フファァンンドド））のの性性格格

外国債券インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定） 

B5－064　下版　'23.11.29

73

B5-064_2_下版_CC2021.indd   73B5-064_2_下版_CC2021.indd   73 2023/11/29   15:532023/11/29   15:53



２２．．主主ととししてて日日本本をを除除くく世世界界主主要要国国のの公公社社債債にに実実質質的的なな投投資資をを行行いいまますす。。  

◆対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し公社債の実質投資比率が 100％を超える場

合があります。

◆ファンドが連動をめざすＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）は日本を除く世界主要国の国

債（投資適格債）のみを対象としており、したがってファンドは日本を除く世界主要国の公社債の中から投資適

格債を実質的な主要投資対象として運用を行います。

◆公社債の組入比率は高位を維持することを基本とします。

※実際の運用は外国債券インデックスマザーファンドを通じて行います。

３３．．原原則則ととししてて、、為為替替ヘヘッッジジはは行行いいまませせんん。。  

ななおお、、対対象象イインンデデッッククススととのの連連動動をを維維持持すするるたためめ、、外外国国為為替替予予約約取取引引をを行行ううここととががあありりまますす。。  

◆為替ヘッジを行わないため、為替相場の変動による影響を受けます。

※1 ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）は、FTSE Fixed Income LLC により運営され、日本を除く世界主要国の国債の総合収益

率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）は、ＦＴＳＥ

世界国債インデックス（除く日本）・データに基づき委託会社が計算したものです。FTSE Fixed Income LLC は、本ファンドのスポン

サーではなく、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。このインデックスのデータは、情報提供のみを目

的としており、FTSE Fixed Income LLC は、��データの���および���を��せ�、またデータの��、��または遅延

につき何ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利は FTSE Fixed Income LLC に

帰属します。

※２ ベンチマークとは、ファンドの運用を行うにあたって運用成果の目標基準とする指標です。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

４４  仕仕組組みみ  

①委託会社およびファンドの関係法人の役割

投資家（受益者） 

    お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還金の支

払いの取扱い等を行います。 

    お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株

式会社） 

委委託託会会社社（（委委託託者者））  

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社  

信託財産の保管・管理等を行います。 
信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。  

 投資↓↑損益 

マザーファンド

 投資↓↑損益 

有価証券等 

②委託会社と関係法人との契約の概要

概要
委託会社と受託会社との契約 
「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社としての業
務に関する事項、受益者に関する事項等が定められてい
ます。 
なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する法
律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた信託約
款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 
「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・
償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が定めら
れています。 

※運用の仕組みは、2023 年 10 月１日現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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２２．．主主ととししてて日日本本をを除除くく世世界界主主要要国国のの公公社社債債にに実実質質的的なな投投資資をを行行いいまますす。。  

◆対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し公社債の実質投資比率が 100％を超える場

合があります。

◆ファンドが連動をめざすＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）は日本を除く世界主要国の国

債（投資適格債）のみを対象としており、したがってファンドは日本を除く世界主要国の公社債の中から投資適

格債を実質的な主要投資対象として運用を行います。

◆公社債の組入比率は高位を維持することを基本とします。

※実際の運用は外国債券インデックスマザーファンドを通じて行います。

３３．．原原則則ととししてて、、為為替替ヘヘッッジジはは行行いいまませせんん。。  

ななおお、、対対象象イインンデデッッククススととのの連連動動をを維維持持すするるたためめ、、外外国国為為替替予予約約取取引引をを行行ううここととががあありりまますす。。  

◆為替ヘッジを行わないため、為替相場の変動による影響を受けます。

※1 ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）は、FTSE Fixed Income LLC により運営され、日本を除く世界主要国の国債の総合収益

率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）は、ＦＴＳＥ

世界国債インデックス（除く日本）・データに基づき委託会社が計算したものです。FTSE Fixed Income LLC は、本ファンドのスポン

サーではなく、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。このインデックスのデータは、情報提供のみを目

的としており、FTSE Fixed Income LLC は、��データの���および���を��せ�、またデータの��、��または遅延

につき何ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利は FTSE Fixed Income LLC に

帰属します。

※２ ベンチマークとは、ファンドの運用を行うにあたって運用成果の目標基準とする指標です。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

４４  仕仕組組みみ  

①委託会社およびファンドの関係法人の役割

投資家（受益者） 

    お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還金の支

払いの取扱い等を行います。 

    お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株

式会社） 

委委託託会会社社（（委委託託者者））  

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社  

信託財産の保管・管理等を行います。 
信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。  

 投資↓↑損益 

マザーファンド

 投資↓↑損益 

有価証券等 

②委託会社と関係法人との契約の概要

概要
委託会社と受託会社との契約 
「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社としての業
務に関する事項、受益者に関する事項等が定められてい
ます。 
なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する法
律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた信託約
款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 
「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・
償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が定めら
れています。 

※運用の仕組みは、2023 年 10 月１日現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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１１  投投資資方方針針とと主主なな投投資資対対象象  

ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）に連動する投資成果をめざして運用を行います。  

① 外国債券インデックスマザーファンド受益証券を主要投資対象とします。なお、日本を除く世界各国の公社債

に直接投資することがあります。

② 外国債券インデックスマザーファンド受益証券への投資を通じて、主として日本を除く世界各国の公社債に投

資を行います。

③ 外国債券インデックスマザーファンド受益証券の組入比率は高位を維持することを基本とします。

④ 対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し公社債の実質投資比率が 100％を超える場

合があります。

⑤ 実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。なお、対象インデックスとの連動を維

持するため、外国為替予約取引を行うことがあります。

⑥ 市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

※ 投資対象の詳細につきましては、「３.その他詳細情報」をご参照ください。

【【参参考考情情報報】】ママザザーーフファァンンドドのの投投資資方方針針とと主主なな投投資資対対象象  

外外国国債債券券イインンデデッッククススママザザーーフファァンンドド  

① ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）と連動する投資成果をめざして運用を行いま

す。

② ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）に採用されている国債を主要投資対象としま

す。

③ 主として対象インデックスに採用されている国債に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産額の変

動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。

④ 投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行います。

・公社債の実質投資比率（組入現物公社債の時価総額に債券先物取引等の買建額を加算し、または

債券先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原則と

して高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率を引き下げ

る、あるいは実質投資比率を 100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。

・銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。

⑤ 組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。なお、対象インデックスとの連動を

維持するため、外国為替予約取引を行うことがあります。

⑥ 市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

 

２２．．投投資資方方針針及及びび投投資資リリススクク

２２  運運用用体体制制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①投資環境見通しの策定

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投資環境

見通しを策定します。

②運用戦略の決定

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。

③運用計画の決定

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。

④ポートフォリオの構築

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示をします。ト

レーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を行います。

⑤運用部門による自律的な運用管理

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかどうかの自律

的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指示します。また、運

用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での自律的牽制により運用改善を

図ります。

⑥管理担当部署による運用管理

運用部から独立した管理担当部署（40～60名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分析、意図し

た運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法令・信託約款などの

遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファンド管理委員会における審議を経

て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）についてはリスク管理委員会を通じて運用担当部

にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で是正・改善の検討が行われます。

⑦ファンドに関係する法人等の管理

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部署が、

体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画委員会等を通じて

委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。

⑧運用・管理に関する監督

内部監査担当部署（10名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全性・適切

性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を検証・評価します。そ

の評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告される、内部監査態勢が構築

されています。
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１１  投投資資方方針針とと主主なな投投資資対対象象  

ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）に連動する投資成果をめざして運用を行います。  

① 外国債券インデックスマザーファンド受益証券を主要投資対象とします。なお、日本を除く世界各国の公社債

に直接投資することがあります。

② 外国債券インデックスマザーファンド受益証券への投資を通じて、主として日本を除く世界各国の公社債に投

資を行います。

③ 外国債券インデックスマザーファンド受益証券の組入比率は高位を維持することを基本とします。

④ 対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し公社債の実質投資比率が 100％を超える場

合があります。

⑤ 実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。なお、対象インデックスとの連動を維

持するため、外国為替予約取引を行うことがあります。

⑥ 市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

※ 投資対象の詳細につきましては、「３.その他詳細情報」をご参照ください。

【【参参考考情情報報】】ママザザーーフファァンンドドのの投投資資方方針針とと主主なな投投資資対対象象  

外外国国債債券券イインンデデッッククススママザザーーフファァンンドド  

① ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）と連動する投資成果をめざして運用を行いま

す。

② ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）に採用されている国債を主要投資対象としま

す。

③ 主として対象インデックスに採用されている国債に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産額の変

動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。

④ 投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行います。

・公社債の実質投資比率（組入現物公社債の時価総額に債券先物取引等の買建額を加算し、または

債券先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原則と

して高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率を引き下げ

る、あるいは実質投資比率を 100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。

・銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。

⑤ 組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。なお、対象インデックスとの連動を

維持するため、外国為替予約取引を行うことがあります。

⑥ 市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

 

２２．．投投資資方方針針及及びび投投資資リリススクク

２２  運運用用体体制制  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①投資環境見通しの策定

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投資環境

見通しを策定します。

②運用戦略の決定

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。

③運用計画の決定

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。

④ポートフォリオの構築

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示をします。ト

レーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を行います。

⑤運用部門による自律的な運用管理

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかどうかの自律

的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指示します。また、運

用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での自律的牽制により運用改善を

図ります。

⑥管理担当部署による運用管理

運用部から独立した管理担当部署（40～60名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分析、意図し

た運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法令・信託約款などの

遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファンド管理委員会における審議を経

て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）についてはリスク管理委員会を通じて運用担当部

にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で是正・改善の検討が行われます。

⑦ファンドに関係する法人等の管理

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部署が、

体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画委員会等を通じて

委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。

⑧運用・管理に関する監督

内部監査担当部署（10名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全性・適切

性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を検証・評価します。そ

の評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告される、内部監査態勢が構築

されています。
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⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

※上記の運用体制は 2023 年 10 月１日現在の運用体制を示しています。今後変更になる可能性があります。

３３  主主なな投投資資制制限限  

当当フファァンンドドのの法法令令おおよよびび約約款款にに基基づづくく主主なな投投資資制制限限はは以以下下ののととおおりりでですす。。  

① 株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。

② 新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下

とします。

③ 投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の

５％以下とします。

④ 同一銘柄の株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。

⑤ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、信託財産の純資産総額

の10％以下とします。

⑥ 同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への実質投資割合は、信託財産の純資

産総額の10％以下とします。

⑦ 外貨建資産への実質投資割合に制限を設けません。

⑧ 有価証券先物取引等を行うことができます。

⑨ スワップ取引は効率的な運用に資するため行うことができます。

⑩ 外国為替予約取引は効率的な運用に資するため行うことができます。

※ 投資制限の詳細につきましては、「３.その他詳細情報」をご参照ください。

【【参参考考情情報報】】ママザザーーフファァンンドドのの主主なな投投資資制制限限  

外外国国債債券券イインンデデッッククススママザザーーフファァンンドド  

① 株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の 10％以下とします。

② 新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 10％以下としま

す。

③ 投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。

④ 同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。

⑤ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％

以下とします。

⑥ 同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額

の 10％以下とします。

⑦ 外貨建資産への投資割合に制限を設けません。

⑧ 有価証券先物取引等を行うことができます。

⑨ スワップ取引を行うことができます。

⑩ 外国為替予約取引を行うことができます。

⑪ デリバティブ取引（法人税法第 61 条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変動リス

クおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現

する目的以外には利用しません。

⑫ 外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。
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⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

※上記の運用体制は 2023 年 10 月１日現在の運用体制を示しています。今後変更になる可能性があります。

３３  主主なな投投資資制制限限  

当当フファァンンドドのの法法令令おおよよびび約約款款にに基基づづくく主主なな投投資資制制限限はは以以下下ののととおおりりでですす。。  

① 株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。

② 新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下

とします。

③ 投資信託証券（上場投資信託証券を除きます。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の

５％以下とします。

④ 同一銘柄の株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。

⑤ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、信託財産の純資産総額

の10％以下とします。

⑥ 同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への実質投資割合は、信託財産の純資

産総額の10％以下とします。

⑦ 外貨建資産への実質投資割合に制限を設けません。

⑧ 有価証券先物取引等を行うことができます。

⑨ スワップ取引は効率的な運用に資するため行うことができます。

⑩ 外国為替予約取引は効率的な運用に資するため行うことができます。

※ 投資制限の詳細につきましては、「３.その他詳細情報」をご参照ください。

【【参参考考情情報報】】ママザザーーフファァンンドドのの主主なな投投資資制制限限  

外外国国債債券券イインンデデッッククススママザザーーフファァンンドド  

① 株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の 10％以下とします。

② 新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 10％以下としま

す。

③ 投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。

④ 同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。

⑤ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％

以下とします。

⑥ 同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額

の 10％以下とします。

⑦ 外貨建資産への投資割合に制限を設けません。

⑧ 有価証券先物取引等を行うことができます。

⑨ スワップ取引を行うことができます。

⑩ 外国為替予約取引を行うことができます。

⑪ デリバティブ取引（法人税法第 61 条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変動リス

クおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現

する目的以外には利用しません。

⑫ 外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。
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４４  投投資資リリススククににつついいてて  

当ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運用により信託財産

に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を

割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 

当ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。このため、お申込みの際は、当ファンドのリスクを

認識・検討し、慎重に投資のご判断を行っていただく必要があります。 

①価格変動リスク

債券の価格は、市場金利の変動の影響を受けて変動します。一般に市場金利が上がると、債券の価格は下落し、

組入債券の価格の下落は基準価額の下落要因となります。市場金利の変動による債券価格の変動は、一般にそ

の債券の残存期間が長いほど大きくなる傾向があります。

②為替変動リスク

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を受けます。

③信用リスク

債券の発行体等の経営、財務状況が悪化したり、市場においてその懸念が高まった場合には、債券の価格が下

落（利回りは上昇）すること、利払いや償還金の支払いが滞ること、倒産等によりその価値がなくなること等があり

ます。

④流動性リスク

債券を売買しようとする際に、その債券の取引量が十分でない場合や規制等により取引が制限されている場合に

は、売買が成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、ファンドの売買自体によって市場価格が動き、

結果として不利な価格での取引となる場合があります。

上記は主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。 

※留意事項

・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありませ

ん。

・当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において

市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引でき

ないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、

換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における当ファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配

は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合が

あります。当ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となりま

す。

・当ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、当ファンドが投資対象とするマザーファンド

を共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買が生じた場合などには、当ファンド

の基準価額に影響する場合があります。

・当ファンドは、ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）の動きに連動することをめざして運用を行い

ますが、信託報酬、売買委託手数料等を負担すること、債券先物取引と当該指数の動きが連動しないこと、売買

約定価格と当該指数の評価価格の差が生じること、指数構成銘柄と組入銘柄の違いおよびそれらの構成比に違

いが生じること、当該指数を構成する銘柄が変更になること、為替の評価による影響等の要因によりカイ離を生じ

ることがあります。

・投資対象国における社会情勢の混乱や資産凍結を含む重大な規制の導入等による影響を受けることにより、価

格変動・為替変動・信用・流動性のリスクが大きくなる可能性があります。

上記の投資リスク管理の体制は以下の通りです。 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立した管理担当

部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会およびリスク管理委員会に

おいて、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議しています。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施する

とともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行います。リスク管理委員会

は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況を把握・

管理し、必要に応じて改善の指導を行います。

②リスク管理担当部署

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必要に応じて

改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行っています。

③内部監査担当部署

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評価を行

い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

１１  外外国国債債券券イインンデデッッククススフファァンンドドＶＶ（（適適格格機機関関投投資資家家限限定定））のの投投資資対対象象  

①投資の対象とする資産の種類

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げ

るものとします。

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資

法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいいます。以

下同じ。） 

イ． 有価証券

ロ． デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条

第 20 項に規定するものをいい、信託約款に定める次

のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ハ． 約束手形

ニ． 金銭債権

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ． 為替手形

②有価証券の指図範囲等

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引

法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号

に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント

株式会社を委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託

会社とする外国債券インデックスマザーファンド（「マザーファン

ド」または「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次

に掲げるものとします。

１．株券または新株引受権証書

２．国債証券

３．地方債証券

４．特別の法律により法人の発行する債券

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引

受権付社債券（以下「分離型新株引受権付社債券」といいま

す。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条

第１項第４号で定めるものをいいます。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金

融商品取引法第２条第１項第６号で定めるものをいいま

す。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法

第２条第１項第７号で定めるものをいいます。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受

権を表示する証券（金融商品取引法第２条第１項第８号で定

めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品

取引法第２条第１項第 13 号で定めるものをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引

受権証券を含みます。以下同じ。）および新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．か

ら 12．の証券または証書の性質を有するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引

法第２条第１項第 10 号で定めるものをいいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証

券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをい

います。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定

めるものをいいます。以下 16．において同じ。）または外国

投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１

項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第

２条第１項第 19 号で定めるものをいい、有価証券に係るも

のに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定める

ものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第

１項第 14 号で定めるものをいいます。） 

22．外国の者に対する権利で 21．の有価証券の性質を有する

もの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定める

３３．．そそのの他他詳詳細細情情報報
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４４  投投資資リリススククににつついいてて  

当ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運用により信託財産

に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を

割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 

当ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。このため、お申込みの際は、当ファンドのリスクを

認識・検討し、慎重に投資のご判断を行っていただく必要があります。 

①価格変動リスク

債券の価格は、市場金利の変動の影響を受けて変動します。一般に市場金利が上がると、債券の価格は下落し、

組入債券の価格の下落は基準価額の下落要因となります。市場金利の変動による債券価格の変動は、一般にそ

の債券の残存期間が長いほど大きくなる傾向があります。

②為替変動リスク

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を受けます。

③信用リスク

債券の発行体等の経営、財務状況が悪化したり、市場においてその懸念が高まった場合には、債券の価格が下

落（利回りは上昇）すること、利払いや償還金の支払いが滞ること、倒産等によりその価値がなくなること等があり

ます。

④流動性リスク

債券を売買しようとする際に、その債券の取引量が十分でない場合や規制等により取引が制限されている場合に

は、売買が成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、ファンドの売買自体によって市場価格が動き、

結果として不利な価格での取引となる場合があります。

上記は主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。 

※留意事項

・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありませ

ん。

・当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において

市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引でき

ないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、

換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における当ファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配

は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合が

あります。当ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となりま

す。

・当ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、当ファンドが投資対象とするマザーファンド

を共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買が生じた場合などには、当ファンド

の基準価額に影響する場合があります。

・当ファンドは、ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）の動きに連動することをめざして運用を行い

ますが、信託報酬、売買委託手数料等を負担すること、債券先物取引と当該指数の動きが連動しないこと、売買

約定価格と当該指数の評価価格の差が生じること、指数構成銘柄と組入銘柄の違いおよびそれらの構成比に違

いが生じること、当該指数を構成する銘柄が変更になること、為替の評価による影響等の要因によりカイ離を生じ

ることがあります。

・投資対象国における社会情勢の混乱や資産凍結を含む重大な規制の導入等による影響を受けることにより、価

格変動・為替変動・信用・流動性のリスクが大きくなる可能性があります。

上記の投資リスク管理の体制は以下の通りです。 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立した管理担当

部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会およびリスク管理委員会に

おいて、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議しています。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施する

とともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行います。リスク管理委員会

は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況を把握・

管理し、必要に応じて改善の指導を行います。

②リスク管理担当部署

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必要に応じて

改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行っています。

③内部監査担当部署

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評価を行

い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

１１  外外国国債債券券イインンデデッッククススフファァンンドドＶＶ（（適適格格機機関関投投資資家家限限定定））のの投投資資対対象象  

①投資の対象とする資産の種類

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げ

るものとします。

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資

法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいいます。以

下同じ。） 

イ． 有価証券

ロ． デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条

第 20 項に規定するものをいい、信託約款に定める次

のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ハ． 約束手形

ニ． 金銭債権

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ． 為替手形

②有価証券の指図範囲等

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引

法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号

に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント

株式会社を委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託

会社とする外国債券インデックスマザーファンド（「マザーファン

ド」または「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次

に掲げるものとします。

１．株券または新株引受権証書

２．国債証券

３．地方債証券

４．特別の法律により法人の発行する債券

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引

受権付社債券（以下「分離型新株引受権付社債券」といいま

す。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条

第１項第４号で定めるものをいいます。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金

融商品取引法第２条第１項第６号で定めるものをいいま

す。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法

第２条第１項第７号で定めるものをいいます。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受

権を表示する証券（金融商品取引法第２条第１項第８号で定

めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品

取引法第２条第１項第 13 号で定めるものをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引

受権証券を含みます。以下同じ。）および新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．か

ら 12．の証券または証書の性質を有するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引

法第２条第１項第 10 号で定めるものをいいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証

券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをい

います。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定

めるものをいいます。以下 16．において同じ。）または外国

投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１

項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第

２条第１項第 19 号で定めるものをいい、有価証券に係るも

のに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定める

ものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第

１項第 14 号で定めるものをいいます。） 

22．外国の者に対する権利で 21．の有価証券の性質を有する

もの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定める

３３．．そそのの他他詳詳細細情情報報
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ものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券

または証書のうち１．の証券または証書の性質を有するも

のを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．

の証券ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち２．

から６．までの証券の性質を有するものを以下「公社債」と

いい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といい

ます。 

③金融商品の指図範囲

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引

法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号

に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。

１．預金

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定

める受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２

項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

④その他の投資対象

信託約款に定める次に掲げるもの

・外国為替予約取引

２２  外外国国債債券券イインンデデッッククススフファァンンドドＶＶ（（適適格格機機関関投投資資家家限限定定））のの投投資資制制限限  

（1）信託約款に定められた投資制限

①株式

ａ．委託会社は、信託財産に属する株式の時価総額とマザ

ーファンドの信託財産に属する株式の時価総額のうち信

託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の

純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図

をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める株式の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

②新株引受権証券および新株予約権証券

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および

新株予約権証券の時価総額とマザーファンドの信託財産

に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価

総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が

信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる

投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引

受権証券および新株予約権証券の時価総額の割合を乗

じて得た額とします。 

③投資信託証券

ａ．委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投

資信託証券（金融商品取引所に上場等され、かつ当該取

引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に

流動性が低下している場合を除きます。）な投資信託証

券をいいます。）を除きます。以下ａ．およびｂ．において

同じ。）の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する

投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみ

なした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分

の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信

託証券の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

④同一銘柄の株式等

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の株式の時

価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該株式の

時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計

額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えること

となる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該株

式の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

ｃ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の新株引受

権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファン

ドの信託財産に属する当該新株引受権証券および新株

予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなし

た額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10

を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｄ．ｃ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該新

株引受権証券および新株予約権証券の時価総額の割合

を乗じて得た額とします。 

⑤同一銘柄の転換社債等

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債お

よび転換社債型新株予約権付社債（新株予約権付社債

のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株

予約権付社債についての社債であって当該社債と当該

新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらか

じめ明確にしているものならびに会社法施行前の旧商法

第341条の３第１項第７号および第８号の定めがあるもの

をいいます。）の時価総額とマザーファンドの信託財産に

属する当該転換社債および当該転換社債型新株予約権

付社債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額

との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超

えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転

換社債および当該転換社債型新株予約権付社債の時価

総額の割合を乗じて得た額とします。 

⑥スワップ取引

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に

資するため、異なった通貨、異なった受取金利または異

なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換す

る取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの指

図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期

限が、原則として信託期間を超えないものとします。ただ

し、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なも

のについてはこの限りではありません。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相

手方が提示する価額または価格情報会社の提供する価

額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あ

るいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるい

は受入れの指図を行うものとします。 

⑦信用取引

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、

信用取引により株券を売り付けることの指図をすることが

できます。なお、当該売付けの決済については、株券の

引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることがで

きます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行

会社の発行する株券について行うことができるものとし、

かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとしま

す。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権

利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株

予約権（⑤に規定する転換社債型新株予約権付社債

の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な

株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受

権付社債券の新株引受権の行使、または信託財産に

属する新株予約権証券および新株予約権付社債券

の新株予約権（５．に定めるものを除きます。）の行使

により取得可能な株券 

⑧外国為替予約取引

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、

外国為替の売買の予約取引の指図をすることができま

す。 

ｂ．ａ．の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予

約の合計額と売予約の合計額との差額につき円換算し

た額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。

ただし、信託財産に属する外貨建資産（マザーファンドの
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ものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券

または証書のうち１．の証券または証書の性質を有するも

のを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．

の証券ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち２．

から６．までの証券の性質を有するものを以下「公社債」と

いい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といい

ます。 

③金融商品の指図範囲

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引

法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号

に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。

１．預金

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定

める受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２

項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

④その他の投資対象

信託約款に定める次に掲げるもの

・外国為替予約取引

２２  外外国国債債券券イインンデデッッククススフファァンンドドＶＶ（（適適格格機機関関投投資資家家限限定定））のの投投資資制制限限  

（1）信託約款に定められた投資制限

①株式

ａ．委託会社は、信託財産に属する株式の時価総額とマザ

ーファンドの信託財産に属する株式の時価総額のうち信

託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の

純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図

をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める株式の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

②新株引受権証券および新株予約権証券

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および

新株予約権証券の時価総額とマザーファンドの信託財産

に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価

総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が

信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる

投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引

受権証券および新株予約権証券の時価総額の割合を乗

じて得た額とします。 

③投資信託証券

ａ．委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投

資信託証券（金融商品取引所に上場等され、かつ当該取

引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に

流動性が低下している場合を除きます。）な投資信託証

券をいいます。）を除きます。以下ａ．およびｂ．において

同じ。）の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する

投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみ

なした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分

の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信

託証券の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

④同一銘柄の株式等

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の株式の時

価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該株式の

時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計

額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えること

となる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該株

式の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

ｃ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の新株引受

権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファン

ドの信託財産に属する当該新株引受権証券および新株

予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなし

た額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10

を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｄ．ｃ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該新

株引受権証券および新株予約権証券の時価総額の割合

を乗じて得た額とします。 

⑤同一銘柄の転換社債等

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債お

よび転換社債型新株予約権付社債（新株予約権付社債

のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株

予約権付社債についての社債であって当該社債と当該

新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらか

じめ明確にしているものならびに会社法施行前の旧商法

第341条の３第１項第７号および第８号の定めがあるもの

をいいます。）の時価総額とマザーファンドの信託財産に

属する当該転換社債および当該転換社債型新株予約権

付社債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額

との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超

えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転

換社債および当該転換社債型新株予約権付社債の時価

総額の割合を乗じて得た額とします。 

⑥スワップ取引

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に

資するため、異なった通貨、異なった受取金利または異

なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換す

る取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの指

図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期

限が、原則として信託期間を超えないものとします。ただ

し、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なも

のについてはこの限りではありません。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相

手方が提示する価額または価格情報会社の提供する価

額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あ

るいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるい

は受入れの指図を行うものとします。 

⑦信用取引

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、

信用取引により株券を売り付けることの指図をすることが

できます。なお、当該売付けの決済については、株券の

引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることがで

きます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行

会社の発行する株券について行うことができるものとし、

かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとしま

す。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権

利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株

予約権（⑤に規定する転換社債型新株予約権付社債

の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な

株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受

権付社債券の新株引受権の行使、または信託財産に

属する新株予約権証券および新株予約権付社債券

の新株予約権（５．に定めるものを除きます。）の行使

により取得可能な株券 

⑧外国為替予約取引

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、

外国為替の売買の予約取引の指図をすることができま

す。 

ｂ．ａ．の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予

約の合計額と売予約の合計額との差額につき円換算し

た額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。

ただし、信託財産に属する外貨建資産（マザーファンドの
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信託財産に属する外貨建資産の時価総額のうち信託財

産に属するとみなした額を含みます。）の為替変動リスク

を回避するためにする当該予約取引の指図については、

この限りではありません。 

ｃ．ｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建

資産の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

ｄ．ｂ．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社

は所定の期間内に、その超える額に相当する為替予約

の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の

指図をするものとします。 

⑨公社債の借入れ

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、

公社債の借入れの指図をすることができます。なお、当

該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と

認めたときは、担保の提供の指図を行うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が

信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係

る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超える

こととなった場合には、委託会社は速やかに、その超える

額に相当する借り入れた公社債の一部を返還するため

の指図をするものとします。 

⑩資金の借入れ

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の

安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金の手当て

（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた

資金の返済を含みます。）を目的として、または再投資に

係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金

借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図を

することができます。なお、当該借入金をもって有価証券

等の運用は行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、

受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有す

る有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益

者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有

価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者へ

の解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証

券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内であ

る場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券等

の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とし

ます。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から

収益分配金が支弁される日からその翌営業日までとし、

資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑪投資する株式等の範囲

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権

証券および新株予約権証券は、金融商品取引所に上場

されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商

品取引所に準ずる市場において取引されている株式の

発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当また

は社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券

および新株予約権証券についてはこの限りではありませ

ん。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の

株式、新株引受権証券および新株予約権証券で目論見

書等において上場または登録されることが確認できるも

のについては委託会社が投資することを指図することが

できます。 

⑫有価証券の貸付

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、

信託財産に属する株式および公社債を次の範囲内で貸

し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時

価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合計額

を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債

の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公社債

の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委

託会社は速やかに、その超える額に相当する契約の一

部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めた

ときは、担保の受入れの指図を行うものとします。 

⑬特別の場合の外貨建有価証券への投資制限

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支

上の理由等により特に必要と認められる場合には、制限さ

れることがあります。

【【そそのの他他のの法法令令上上のの投投資資制制限限】】  
・同一の法人の発行する株式への投資制限

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図

を行うすべての委託者指図型投資信託につき、投資信託財産

として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る

議決権の総数に 100 分の 50 の率を乗じて得た数を超えること

となる場合においては、投資信託財産をもって取得することを

受託会社に指図しないものとします。

（１）【投資状況】

令和 4 年 12 月 30 日現在

（単位：円）

資産の種類 国／地域 時価合計 投資比率（％） 

親投資信託受益証券 日本 1,631,187,075 99.99

コール・ローン、その他資産

（負債控除後） 
― 82,285 0.01

純資産総額 1,631,269,360 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

（参考）外国債券インデックスマザーファンド 

投資状況 

令和 4 年 12 月 30 日現在

（単位：円）

資産の種類 国／地域 時価合計 投資比率（％） 

国債証券 アメリカ 195,236,858,068 49.97

フランス 33,928,067,900 8.68

イタリア 28,736,626,112 7.35

ドイツ 25,686,861,326 6.57

スペイン 18,564,494,894 4.75

イギリス 17,749,797,254 4.54

中国 14,086,916,822 3.61

カナダ 7,876,462,213 2.02

ベルギー 7,138,081,980 1.83

オランダ 6,109,862,305 1.56

オーストラリア 5,943,290,786 1.52

オーストリア 4,446,686,734 1.14

メキシコ 3,173,838,819 0.81

アイルランド 2,503,785,757 0.64

フィンランド 2,233,523,387 0.57

マレーシア 2,139,632,948 0.55

シンガポール 1,725,004,729 0.44

ポーランド 1,610,391,036 0.41

イスラエル 1,306,723,349 0.33

デンマーク 1,259,284,203 0.32

ニュージーランド 781,307,333 0.20

スウェーデン 766,932,992 0.20

４４．．運運用用状状況況  
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信託財産に属する外貨建資産の時価総額のうち信託財

産に属するとみなした額を含みます。）の為替変動リスク

を回避するためにする当該予約取引の指図については、

この限りではありません。 

ｃ．ｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建

資産の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

ｄ．ｂ．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社

は所定の期間内に、その超える額に相当する為替予約

の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の

指図をするものとします。 

⑨公社債の借入れ

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、

公社債の借入れの指図をすることができます。なお、当

該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と

認めたときは、担保の提供の指図を行うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が

信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係

る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超える

こととなった場合には、委託会社は速やかに、その超える

額に相当する借り入れた公社債の一部を返還するため

の指図をするものとします。 

⑩資金の借入れ

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の

安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金の手当て

（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた

資金の返済を含みます。）を目的として、または再投資に

係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金

借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図を

することができます。なお、当該借入金をもって有価証券

等の運用は行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、

受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有す

る有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益

者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有

価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者へ

の解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証

券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内であ

る場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券等

の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とし

ます。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から

収益分配金が支弁される日からその翌営業日までとし、

資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑪投資する株式等の範囲

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権

証券および新株予約権証券は、金融商品取引所に上場

されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商

品取引所に準ずる市場において取引されている株式の

発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当また

は社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券

および新株予約権証券についてはこの限りではありませ

ん。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の

株式、新株引受権証券および新株予約権証券で目論見

書等において上場または登録されることが確認できるも

のについては委託会社が投資することを指図することが

できます。 

⑫有価証券の貸付

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、

信託財産に属する株式および公社債を次の範囲内で貸

し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時

価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合計額

を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債

の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公社債

の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委

託会社は速やかに、その超える額に相当する契約の一

部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めた

ときは、担保の受入れの指図を行うものとします。 

⑬特別の場合の外貨建有価証券への投資制限

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支

上の理由等により特に必要と認められる場合には、制限さ

れることがあります。

【【そそのの他他のの法法令令上上のの投投資資制制限限】】  
・同一の法人の発行する株式への投資制限

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図

を行うすべての委託者指図型投資信託につき、投資信託財産

として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る

議決権の総数に 100 分の 50 の率を乗じて得た数を超えること

となる場合においては、投資信託財産をもって取得することを

受託会社に指図しないものとします。

（１）【投資状況】

令和 4 年 12 月 30 日現在

（単位：円）

資産の種類 国／地域 時価合計 投資比率（％） 

親投資信託受益証券 日本 1,631,187,075 99.99

コール・ローン、その他資産

（負債控除後） 
― 82,285 0.01

純資産総額 1,631,269,360 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

（参考）外国債券インデックスマザーファンド 

投資状況 

令和 4 年 12 月 30 日現在

（単位：円）

資産の種類 国／地域 時価合計 投資比率（％） 

国債証券 アメリカ 195,236,858,068 49.97

フランス 33,928,067,900 8.68

イタリア 28,736,626,112 7.35

ドイツ 25,686,861,326 6.57

スペイン 18,564,494,894 4.75

イギリス 17,749,797,254 4.54

中国 14,086,916,822 3.61

カナダ 7,876,462,213 2.02

ベルギー 7,138,081,980 1.83

オランダ 6,109,862,305 1.56

オーストラリア 5,943,290,786 1.52

オーストリア 4,446,686,734 1.14

メキシコ 3,173,838,819 0.81

アイルランド 2,503,785,757 0.64

フィンランド 2,233,523,387 0.57

マレーシア 2,139,632,948 0.55

シンガポール 1,725,004,729 0.44

ポーランド 1,610,391,036 0.41

イスラエル 1,306,723,349 0.33

デンマーク 1,259,284,203 0.32

ニュージーランド 781,307,333 0.20

スウェーデン 766,932,992 0.20

４４．．運運用用状状況況  
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ノルウェー 728,364,617 0.19

小計 383,732,795,564 98.21

コール・ローン、その他資産

（負債控除後） 
― 6,978,604,380 1.79

純資産総額 390,711,399,944 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

ａ評価額上位３０銘柄 

令和 4 年 12 月 30 日現在

国／ 

地域
種類 銘柄名 数量

簿価 

単価 

(円)

簿価 

金額 

(円)

評価 

単価 

(円)

評価 

金額 

(円)

投資 

比率 

(％)

日本 親投資信託受

益証券

外国債券インデックスマザーファンド 735,066,953 2.3114 1,699,033,756 2.2191 1,631,187,075 99.99

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率 

令和 4 年 12 月 30 日現在

種類 投資比率（％） 

親投資信託受益証券 99.99

合計 99.99

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。 

（参考）外国債券インデックスマザーファンド 

①投資有価証券の主要銘柄

ａ評価額上位３０銘柄 

令和 4 年 12 月 30 日現在

国／ 

地域
種類 銘柄名 数量

簿価 

単価 

(円)

簿価 

金額 

(円)

評価 

単価 

(円)

評価 

金額 

(円)

利率 

(％)

償還期限 

(年/月/日)

投資 

比率 

(％)

アメリカ 国債証券 1.875 T-NOTE 

320215

17,060,000 11,627.48 1,983,648,174 11,298.93 1,927,598,893 1.875000 2032/2/15 0.49

アメリカ 国債証券 2.75 T-NOTE 320815 15,810,000 12,372.59 1,956,108,040 12,129.60 1,917,691,239 2.750000 2032/8/15 0.49

アメリカ 国債証券 1.375 T-NOTE 

311115

17,600,000 11,434.28 2,012,433,569 10,848.22 1,909,287,600 1.375000 2031/11/15 0.49

アメリカ 国債証券 1.125 T-NOTE 

310215

17,460,000 11,137.74 1,944,649,894 10,865.07 1,897,041,510 1.125000 2031/2/15 0.49

アメリカ 国債証券 1.25 T-NOTE 310815 17,320,000 11,311.45 1,959,144,254 10,808.31 1,871,999,527 1.250000 2031/8/15 0.48

アメリカ 国債証券 0.75 T-NOTE 260331 14,600,000 12,238.92 1,786,882,466 11,917.60 1,739,969,661 0.750000 2026/3/31 0.45

アメリカ 国債証券 1.625 T-NOTE 

310515

15,460,000 11,713.77 1,810,949,629 11,214.44 1,733,753,343 1.625000 2031/5/15 0.44

アメリカ 国債証券 0.875 T-NOTE 

301115

16,180,000 11,156.34 1,805,097,037 10,654.09 1,723,833,275 0.875000 2030/11/15 0.44

アメリカ 国債証券 2.875 T-NOTE 

320515

13,830,000 13,130.93 1,816,008,855 12,278.89 1,698,171,437 2.875000 2032/5/15 0.43

アメリカ 国債証券 2.375 T-NOTE 

240815

13,090,000 12,983.07 1,699,484,472 12,819.54 1,678,078,535 2.375000 2024/8/15 0.43

アメリカ 国債証券 0.625 T-NOTE 

300815

15,160,000 10,923.88 1,656,060,974 10,481.74 1,589,032,523 0.625000 2030/8/15 0.41

アメリカ 国債証券 2.125 T-NOTE 

250515

12,470,000 12,824.73 1,599,244,674 12,623.08 1,574,099,011 2.125000 2025/5/15 0.40

アメリカ 国債証券 2.625 T-NOTE 

290215

12,720,000 12,562.65 1,597,969,420 12,310.77 1,565,930,696 2.625000 2029/2/15 0.40

アメリカ 国債証券 2.5 T-NOTE 240515 11,950,000 13,142.86 1,570,572,185 12,890.04 1,540,360,092 2.500000 2024/5/15 0.39

アメリカ 国債証券 2 T-NOTE 240531 11,730,000 13,097.90 1,536,384,219 12,793.62 1,500,692,528 2.000000 2024/5/31 0.38

アメリカ 国債証券 0.375 T-NOTE 

240915

12,000,000 12,523.38 1,502,806,765 12,377.38 1,485,286,226 0.375000 2024/9/15 0.38

アメリカ 国債証券 0.125 T-NOTE 

240115

11,700,000 12,711.62 1,487,259,816 12,657.42 1,480,918,827 0.125000 2024/1/15 0.38

フランス 国債証券 0 O.A.T 240325 10,800,000 13,778.97 1,488,129,438 13,687.04 1,478,201,191 0.000000 2024/3/25 0.38

アメリカ 国債証券 0.25 T-NOTE 240315 11,400,000 12,567.50 1,432,695,716 12,589.13 1,435,161,391 0.250000 2024/3/15 0.37

アメリカ 国債証券 2.125 T-NOTE 

240331

10,160,000 13,156.99 1,336,750,962 12,863.60 1,306,942,395 2.125000 2024/3/31 0.33

アメリカ 国債証券 3.125 T-NOTE 

281115

10,280,000 13,171.69 1,354,050,232 12,687.88 1,304,314,309 3.125000 2028/11/15 0.33

アメリカ 国債証券 1.25 T-NOTE 280531 11,250,000 11,534.32 1,297,611,756 11,525.72 1,296,643,583 1.250000 2028/5/31 0.33

アメリカ 国債証券 2.25 T-NOTE 251115 10,290,000 12,840.55 1,321,293,286 12,579.02 1,294,381,877 2.250000 2025/11/15 0.33

アメリカ 国債証券 2 T-NOTE 261115 10,450,000 12,448.18 1,300,835,817 12,296.00 1,284,932,282 2.000000 2026/11/15 0.33

アメリカ 国債証券 1.125 T-NOTE 

280831

11,300,000 11,664.32 1,318,068,543 11,368.65 1,284,658,332 1.125000 2028/8/31 0.33

アメリカ 国債証券 0.125 T-NOTE 

240215

10,000,000 12,653.01 1,265,301,368 12,614.79 1,261,479,375 0.125000 2024/2/15 0.32

アメリカ 国債証券 2.75 T-NOTE 280215 9,990,000 13,020.13 1,300,711,334 12,510.34 1,249,783,403 2.750000 2028/2/15 0.32

アメリカ 国債証券 1.625 T-NOTE 

260515

10,170,000 12,446.29 1,265,787,709 12,232.76 1,244,071,988 1.625000 2026/5/15 0.32

フランス 国債証券 1.5 O.A.T 310525 9,560,000 13,810.01 1,320,237,503 12,775.81 1,221,368,027 1.500000 2031/5/25 0.31

アメリカ 国債証券 0.375 T-NOTE 10,150,000 12,163.30 1,234,575,225 11,891.16 1,206,953,152 0.375000 2025/11/30 0.31
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ノルウェー 728,364,617 0.19

小計 383,732,795,564 98.21

コール・ローン、その他資産

（負債控除後） 
― 6,978,604,380 1.79

純資産総額 390,711,399,944 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

ａ評価額上位３０銘柄 

令和 4 年 12 月 30 日現在

国／ 

地域
種類 銘柄名 数量

簿価 

単価 

(円)

簿価 

金額 

(円)

評価 

単価 

(円)

評価 

金額 

(円)

投資 

比率 

(％)

日本 親投資信託受

益証券

外国債券インデックスマザーファンド 735,066,953 2.3114 1,699,033,756 2.2191 1,631,187,075 99.99

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率 

令和 4 年 12 月 30 日現在

種類 投資比率（％） 

親投資信託受益証券 99.99

合計 99.99

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。 

（参考）外国債券インデックスマザーファンド 

①投資有価証券の主要銘柄

ａ評価額上位３０銘柄 

令和 4 年 12 月 30 日現在

国／ 

地域
種類 銘柄名 数量

簿価 

単価 

(円)

簿価 

金額 

(円)

評価 

単価 

(円)

評価 

金額 

(円)

利率 

(％)

償還期限 

(年/月/日)

投資 

比率 

(％)

アメリカ 国債証券 1.875 T-NOTE 

320215

17,060,000 11,627.48 1,983,648,174 11,298.93 1,927,598,893 1.875000 2032/2/15 0.49

アメリカ 国債証券 2.75 T-NOTE 320815 15,810,000 12,372.59 1,956,108,040 12,129.60 1,917,691,239 2.750000 2032/8/15 0.49

アメリカ 国債証券 1.375 T-NOTE 

311115

17,600,000 11,434.28 2,012,433,569 10,848.22 1,909,287,600 1.375000 2031/11/15 0.49

アメリカ 国債証券 1.125 T-NOTE 

310215

17,460,000 11,137.74 1,944,649,894 10,865.07 1,897,041,510 1.125000 2031/2/15 0.49

アメリカ 国債証券 1.25 T-NOTE 310815 17,320,000 11,311.45 1,959,144,254 10,808.31 1,871,999,527 1.250000 2031/8/15 0.48

アメリカ 国債証券 0.75 T-NOTE 260331 14,600,000 12,238.92 1,786,882,466 11,917.60 1,739,969,661 0.750000 2026/3/31 0.45

アメリカ 国債証券 1.625 T-NOTE 

310515

15,460,000 11,713.77 1,810,949,629 11,214.44 1,733,753,343 1.625000 2031/5/15 0.44

アメリカ 国債証券 0.875 T-NOTE 

301115

16,180,000 11,156.34 1,805,097,037 10,654.09 1,723,833,275 0.875000 2030/11/15 0.44

アメリカ 国債証券 2.875 T-NOTE 

320515

13,830,000 13,130.93 1,816,008,855 12,278.89 1,698,171,437 2.875000 2032/5/15 0.43

アメリカ 国債証券 2.375 T-NOTE 

240815

13,090,000 12,983.07 1,699,484,472 12,819.54 1,678,078,535 2.375000 2024/8/15 0.43

アメリカ 国債証券 0.625 T-NOTE 

300815

15,160,000 10,923.88 1,656,060,974 10,481.74 1,589,032,523 0.625000 2030/8/15 0.41

アメリカ 国債証券 2.125 T-NOTE 

250515

12,470,000 12,824.73 1,599,244,674 12,623.08 1,574,099,011 2.125000 2025/5/15 0.40

アメリカ 国債証券 2.625 T-NOTE 

290215

12,720,000 12,562.65 1,597,969,420 12,310.77 1,565,930,696 2.625000 2029/2/15 0.40

アメリカ 国債証券 2.5 T-NOTE 240515 11,950,000 13,142.86 1,570,572,185 12,890.04 1,540,360,092 2.500000 2024/5/15 0.39

アメリカ 国債証券 2 T-NOTE 240531 11,730,000 13,097.90 1,536,384,219 12,793.62 1,500,692,528 2.000000 2024/5/31 0.38

アメリカ 国債証券 0.375 T-NOTE 

240915

12,000,000 12,523.38 1,502,806,765 12,377.38 1,485,286,226 0.375000 2024/9/15 0.38

アメリカ 国債証券 0.125 T-NOTE 

240115

11,700,000 12,711.62 1,487,259,816 12,657.42 1,480,918,827 0.125000 2024/1/15 0.38

フランス 国債証券 0 O.A.T 240325 10,800,000 13,778.97 1,488,129,438 13,687.04 1,478,201,191 0.000000 2024/3/25 0.38

アメリカ 国債証券 0.25 T-NOTE 240315 11,400,000 12,567.50 1,432,695,716 12,589.13 1,435,161,391 0.250000 2024/3/15 0.37

アメリカ 国債証券 2.125 T-NOTE 

240331

10,160,000 13,156.99 1,336,750,962 12,863.60 1,306,942,395 2.125000 2024/3/31 0.33

アメリカ 国債証券 3.125 T-NOTE 

281115

10,280,000 13,171.69 1,354,050,232 12,687.88 1,304,314,309 3.125000 2028/11/15 0.33

アメリカ 国債証券 1.25 T-NOTE 280531 11,250,000 11,534.32 1,297,611,756 11,525.72 1,296,643,583 1.250000 2028/5/31 0.33

アメリカ 国債証券 2.25 T-NOTE 251115 10,290,000 12,840.55 1,321,293,286 12,579.02 1,294,381,877 2.250000 2025/11/15 0.33

アメリカ 国債証券 2 T-NOTE 261115 10,450,000 12,448.18 1,300,835,817 12,296.00 1,284,932,282 2.000000 2026/11/15 0.33

アメリカ 国債証券 1.125 T-NOTE 

280831

11,300,000 11,664.32 1,318,068,543 11,368.65 1,284,658,332 1.125000 2028/8/31 0.33

アメリカ 国債証券 0.125 T-NOTE 

240215

10,000,000 12,653.01 1,265,301,368 12,614.79 1,261,479,375 0.125000 2024/2/15 0.32

アメリカ 国債証券 2.75 T-NOTE 280215 9,990,000 13,020.13 1,300,711,334 12,510.34 1,249,783,403 2.750000 2028/2/15 0.32

アメリカ 国債証券 1.625 T-NOTE 

260515

10,170,000 12,446.29 1,265,787,709 12,232.76 1,244,071,988 1.625000 2026/5/15 0.32

フランス 国債証券 1.5 O.A.T 310525 9,560,000 13,810.01 1,320,237,503 12,775.81 1,221,368,027 1.500000 2031/5/25 0.31

アメリカ 国債証券 0.375 T-NOTE 10,150,000 12,163.30 1,234,575,225 11,891.16 1,206,953,152 0.375000 2025/11/30 0.31
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251130

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率 

令和 4 年 12 月 30 日現在

種類 投資比率（％） 

国債証券 98.21

合計 98.21

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。 

②投資不動産物件

該当事項はありません。 

③その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

下記計算期間末日および令和 4 年 12 月末日、同日前１年以内における各月末の純資産の推移は次の通りです。 

（単位：円）

純資産総額 
基準価額 

（1 万口当たりの純資産価額） 

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付） 

第 1 計算期間末日 (令和 4 年 11 月 14 日) 1,669,609,445 1,669,609,445 9,804 9,804

令和 4 年 6 月末日 10,054,690 ― 10,055 ―

  7 月末日 10,123,269 ― 10,123 ―

  8 月末日 10,001,251 ― 10,001 ―

  9 月末日 28,781,199 ― 9,913 ―

 10 月末日 1,731,133,187 ― 10,206 ―

 11 月末日 1,675,256,126 ― 9,895 ―

 12 月末日 1,631,269,360 ― 9,412 ―

②【分配の推移】

1 万口当たりの分配金 

第 1 計算期間 0 円

③【収益率の推移】

収益率（％） 

第 1 計算期間 △1.96

（注）「収益率」とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を控

除した額を当該基準価額（分配落の額）で除して得た数に 100 を乗じて得た数をいう。 
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251130

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率 

令和 4 年 12 月 30 日現在

種類 投資比率（％） 

国債証券 98.21

合計 98.21

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。 

②投資不動産物件

該当事項はありません。 

③その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

下記計算期間末日および令和 4 年 12 月末日、同日前１年以内における各月末の純資産の推移は次の通りです。 

（単位：円）

純資産総額 
基準価額 

（1 万口当たりの純資産価額） 

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付） 

第 1 計算期間末日 (令和 4 年 11 月 14 日) 1,669,609,445 1,669,609,445 9,804 9,804

令和 4 年 6 月末日 10,054,690 ― 10,055 ―

  7 月末日 10,123,269 ― 10,123 ―

  8 月末日 10,001,251 ― 10,001 ―

  9 月末日 28,781,199 ― 9,913 ―

 10 月末日 1,731,133,187 ― 10,206 ―

 11 月末日 1,675,256,126 ― 9,895 ―

 12 月末日 1,631,269,360 ― 9,412 ―

②【分配の推移】

1 万口当たりの分配金 

第 1 計算期間 0 円

③【収益率の推移】

収益率（％） 

第 1 計算期間 △1.96

（注）「収益率」とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を控

除した額を当該基準価額（分配落の額）で除して得た数に 100 を乗じて得た数をいう。 
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ⅡⅡ  財財務務ハハイイラライイトト情情報報  

外外国国債債券券イインンデデッッククススフファァンンドドＶＶ（（適適格格機機関関投投資資家家限限定定）） 

（１）【貸借対照表】

（単位：円） 

第 1 期 

［ 令和 4 年 11 月 14 日現在 ］ 

資産の部 

流動資産 

コール・ローン 186,793

親投資信託受益証券 1,669,484,942

未収入金 29,377

流動資産合計 1,669,701,112

資産合計 1,669,701,112

負債の部 

流動負債 

未払受託者報酬 27,479

未払委託者報酬 61,776

その他未払費用 2,412

流動負債合計 91,667

負債合計 91,667

純資産の部 

元本等 

元本 1,703,061,614

剰余金 

期末剰余金又は期末欠損金（△） △33,452,169

（分配準備積立金） 2,817,311

元本等合計 1,669,609,445

純資産合計 1,669,609,445

負債純資産合計 1,669,701,112

1. 以下の記載事項は、「資産の運用に関する重要な事項」の「2. 投資信託（ファンド）の経理状況」の「財務諸表」に

記載された情報を抜粋したものです。

2. その監査報告書は、「資産の運用に関する重要な事項」の「2. 投資信託（ファンド）の経理状況」に記載している該

当する財務諸表の直前に添付しております。

（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円） 

第 1 期 

自 令和 4 年 6 月 8 日 

至 令和 4 年 11 月 14 日 

営業収益 

有価証券売買等損益 △45,742,261

営業収益合計 △45,742,261

営業費用 

支払利息 12

受託者報酬 27,479

委託者報酬 61,776

その他費用 2,412

営業費用合計 91,679

営業利益又は営業損失（△） △45,833,940

経常利益又は経常損失（△） △45,833,940

当期純利益又は当期純損失（△） △45,833,940

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
△184,106

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 12,258,387

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額 
12,258,387

剰余金減少額又は欠損金増加額 60,722

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額 
60,722

分配金 -

期末剰余金又は期末欠損金（△） △33,452,169
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ⅡⅡ  財財務務ハハイイラライイトト情情報報  

外外国国債債券券イインンデデッッククススフファァンンドドＶＶ（（適適格格機機関関投投資資家家限限定定）） 

（１）【貸借対照表】

（単位：円） 

第 1 期 

［ 令和 4 年 11 月 14 日現在 ］ 

資産の部 

流動資産 

コール・ローン 186,793

親投資信託受益証券 1,669,484,942

未収入金 29,377

流動資産合計 1,669,701,112

資産合計 1,669,701,112

負債の部 

流動負債 

未払受託者報酬 27,479

未払委託者報酬 61,776

その他未払費用 2,412

流動負債合計 91,667

負債合計 91,667

純資産の部 

元本等 

元本 1,703,061,614

剰余金 

期末剰余金又は期末欠損金（△） △33,452,169

（分配準備積立金） 2,817,311

元本等合計 1,669,609,445

純資産合計 1,669,609,445

負債純資産合計 1,669,701,112

1. 以下の記載事項は、「資産の運用に関する重要な事項」の「2. 投資信託（ファンド）の経理状況」の「財務諸表」に

記載された情報を抜粋したものです。

2. その監査報告書は、「資産の運用に関する重要な事項」の「2. 投資信託（ファンド）の経理状況」に記載している該

当する財務諸表の直前に添付しております。

（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円） 

第 1 期 

自 令和 4 年 6 月 8 日 

至 令和 4 年 11 月 14 日 

営業収益 

有価証券売買等損益 △45,742,261

営業収益合計 △45,742,261

営業費用 

支払利息 12

受託者報酬 27,479

委託者報酬 61,776

その他費用 2,412

営業費用合計 91,679

営業利益又は営業損失（△） △45,833,940

経常利益又は経常損失（△） △45,833,940

当期純利益又は当期純損失（△） △45,833,940

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
△184,106

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 12,258,387

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額 
12,258,387

剰余金減少額又は欠損金増加額 60,722

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額 
60,722

分配金 -

期末剰余金又は期末欠損金（△） △33,452,169
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）   
１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券は時価で評価しております。時価評価にあたっては、基準価額で

評価しております。 

（重要な会計上の見積りに関する注記） 
 財務諸表の作成にあたって行った会計上の見積りが翌計算期間の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクは識別して

いないため、注記を省略しております。 

（貸借対照表に関する注記）   
第 1 期 

[令和 4 年 11 月 14 日現在] 

１. 期首元本額 10,000,000 円

期中追加設定元本額 1,700,821,614 円

期中一部解約元本額 7,760,000 円

２. 元本の欠損

純資産額が元本総額を下回っており、その差額であります。 33,452,169 円

３. 受益権の総数 1,703,061,614 口 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）   
第 1 期 

自 令和 4 年 6 月 8 日 
至 令和 4 年 11 月 14 日 

１.分配金の計算過程

項目

費用控除後の配当等収益額 A 2,817,311 円  

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 B ―円  

収益調整金額 C 1,356,610 円  

分配準備積立金額 D ―円  

当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 4,173,921 円  

当ファンドの期末残存口数 F 1,703,061,614 口  

1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F*10,000 24 円  

1 万口当たり分配金額 H ―円  

収益分配金金額 I=F*H/10,000 ―円  

（金融商品に関する注記） 

１ 金融商品の状況に関する事項   

区分 
第 1 期 

自 令和 4 年 6 月 8 日 
至 令和 4 年 11 月 14 日 

１.金融商品に対する取組方針 当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和 26 年法律第 198 号）第２条

第４項に定める証券投資信託であり、有価証券等の金融商品への投資を信託約款に定

める「運用の基本方針」に基づき行っております。 

２.金融商品の内容及び当該金融商品に

係るリスク

当ファンドは、親投資信託受益証券に投資しております。当該投資対象は、価格変動リ

スク等の市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクに晒されております。

３.金融商品に係るリスク管理体制 ファンドのコンセプトに応じて、適切にコントロールするため、委託会社では、運用部門に

おいて、ファンドに含まれる各種投資リスクを常時把握しつつ、ファンドのコンセプトに沿っ

たリスクの範囲で運用を行っております。 

また、運用部から独立した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク

管理を行っており、この結果は運用管理委員会等を通じて運用部門にフィードバックされ

ます。 

２ 金融商品の時価等に関する事項   

区分 
第 1 期 

［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

１.貸借対照表計上額、時価及びその差額 時価で計上しているためその差額はありません。 

２.時価の算定方法 （１）有価証券

売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しておりま

す。 

（２）デリバティブ取引

デリバティブ取引は、該当事項はありません。 

（３）上記以外の金融商品

上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。 

３.金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 

種類 

第 1 期 
［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

当計算期間の損益に含まれた評価差額（円） 

親投資信託受益証券 △45,433,504

合計 △45,433,504

（デリバティブ取引に関する注記） 

取引の時価等に関する事項   
該当事項はありません。 

（関連当事者との取引に関する注記）    
該当事項はありません。 

（１口当たり情報）   
第 1 期 

［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

1 口当たり純資産額 0.9804 円

(1 万口当たり純資産額) (9,804 円) 
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）   
１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券は時価で評価しております。時価評価にあたっては、基準価額で

評価しております。 

（重要な会計上の見積りに関する注記） 
 財務諸表の作成にあたって行った会計上の見積りが翌計算期間の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクは識別して

いないため、注記を省略しております。 

（貸借対照表に関する注記）   
第 1 期 

[令和 4 年 11 月 14 日現在] 

１. 期首元本額 10,000,000 円

期中追加設定元本額 1,700,821,614 円

期中一部解約元本額 7,760,000 円

２. 元本の欠損

純資産額が元本総額を下回っており、その差額であります。 33,452,169 円

３. 受益権の総数 1,703,061,614 口 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）   
第 1 期 

自 令和 4 年 6 月 8 日 
至 令和 4 年 11 月 14 日 

１.分配金の計算過程

項目

費用控除後の配当等収益額 A 2,817,311 円  

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 B ―円  

収益調整金額 C 1,356,610 円  

分配準備積立金額 D ―円  

当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 4,173,921 円  

当ファンドの期末残存口数 F 1,703,061,614 口  

1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F*10,000 24 円  

1 万口当たり分配金額 H ―円  

収益分配金金額 I=F*H/10,000 ―円  

（金融商品に関する注記） 

１ 金融商品の状況に関する事項   

区分 
第 1 期 

自 令和 4 年 6 月 8 日 
至 令和 4 年 11 月 14 日 

１.金融商品に対する取組方針 当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和 26 年法律第 198 号）第２条

第４項に定める証券投資信託であり、有価証券等の金融商品への投資を信託約款に定

める「運用の基本方針」に基づき行っております。 

２.金融商品の内容及び当該金融商品に

係るリスク

当ファンドは、親投資信託受益証券に投資しております。当該投資対象は、価格変動リ

スク等の市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクに晒されております。

３.金融商品に係るリスク管理体制 ファンドのコンセプトに応じて、適切にコントロールするため、委託会社では、運用部門に

おいて、ファンドに含まれる各種投資リスクを常時把握しつつ、ファンドのコンセプトに沿っ

たリスクの範囲で運用を行っております。 

また、運用部から独立した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク

管理を行っており、この結果は運用管理委員会等を通じて運用部門にフィードバックされ

ます。 

２ 金融商品の時価等に関する事項   

区分 
第 1 期 

［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

１.貸借対照表計上額、時価及びその差額 時価で計上しているためその差額はありません。 

２.時価の算定方法 （１）有価証券

売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しておりま

す。 

（２）デリバティブ取引

デリバティブ取引は、該当事項はありません。 

（３）上記以外の金融商品

上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。 

３.金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 

種類 

第 1 期 
［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

当計算期間の損益に含まれた評価差額（円） 

親投資信託受益証券 △45,433,504

合計 △45,433,504

（デリバティブ取引に関する注記） 

取引の時価等に関する事項   
該当事項はありません。 

（関連当事者との取引に関する注記）    
該当事項はありません。 

（１口当たり情報）   
第 1 期 

［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

1 口当たり純資産額 0.9804 円

(1 万口当たり純資産額) (9,804 円) 
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資産の運⽤に関する重要な事項 

 

 

 

  

 

１１．．当当フファァンンドドのの沿沿革革  

2022 年６月８日   信託契約締結、ファンドの設定、ファンドの運用開始 

 

２２．．ママザザーーフファァンンドドのの沿沿革革  

2001 年 12 月 18 日  信託契約締結、ファンドの設定、ファンドの運用開始 

2005 年 10 月１日   ファンドの委託会社としての業務をユーエフジェイパートナーズ投信株式会社から三菱ＵＦＪ投信

株式会社に承継 

 

 

 

 

  

１ 当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）

および同規則第２条の２の規定による「投資信託財産の計算に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）なら

びに我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しております。 

 なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

  

２ 当ファンドの第 1 計算期間は、約款の規定に従い、令和 4 年 6 月 8 日から令和 4 年 11 月 14 日までとしてお

ります。 

 

３ 当ファンドは、当期（令和 4 年 6 月 8 日から令和 4 年 11 月 14 日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限

責任監査法人により監査を受けております。  

  

１１．．投投資資信信託託（（フファァンンドド））のの沿沿革革  

２２．．投投資資信信託託（（フファァンンドド））のの経経理理状状況況  
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資産の運⽤に関する重要な事項 

 

 

 

  

 

１１．．当当フファァンンドドのの沿沿革革  

2022 年６月８日   信託契約締結、ファンドの設定、ファンドの運用開始 

 

２２．．ママザザーーフファァンンドドのの沿沿革革  

2001 年 12 月 18 日  信託契約締結、ファンドの設定、ファンドの運用開始 

2005 年 10 月１日   ファンドの委託会社としての業務をユーエフジェイパートナーズ投信株式会社から三菱ＵＦＪ投信

株式会社に承継 

 

 

 

 

  

１ 当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）

および同規則第２条の２の規定による「投資信託財産の計算に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）なら

びに我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しております。 

 なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

  

２ 当ファンドの第 1 計算期間は、約款の規定に従い、令和 4 年 6 月 8 日から令和 4 年 11 月 14 日までとしてお

ります。 

 

３ 当ファンドは、当期（令和 4 年 6 月 8 日から令和 4 年 11 月 14 日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限

責任監査法人により監査を受けております。  

  

１１．．投投資資信信託託（（フファァンンドド））のの沿沿革革  

２２．．投投資資信信託託（（フファァンンドド））のの経経理理状状況況  
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１１  財財務務諸諸表表  

外国債券インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定） 

（１）【貸借対照表】 

（単位：円） 

 
第 1 期 

［ 令和 4 年 11 月 14 日現在 ］ 

資産の部 

流動資産 

コール・ローン 186,793

親投資信託受益証券 1,669,484,942

未収入金 29,377

流動資産合計 1,669,701,112

資産合計 1,669,701,112

負債の部 

流動負債 

未払受託者報酬 27,479

未払委託者報酬 61,776

その他未払費用 2,412

流動負債合計 91,667

負債合計 91,667

純資産の部 

元本等 

元本 1,703,061,614

剰余金 

期末剰余金又は期末欠損金（△） △33,452,169

（分配準備積立金） 2,817,311

元本等合計 1,669,609,445

純資産合計 1,669,609,445

負債純資産合計 1,669,701,112

 

 

 

 

（２）【損益及び剰余金計算書】 

（単位：円） 

 
第 1 期 

自 令和 4 年 6 月 8 日 

至 令和 4 年 11 月 14 日 

営業収益 

有価証券売買等損益 △45,742,261

営業収益合計 △45,742,261

営業費用 

支払利息 12

受託者報酬 27,479

委託者報酬 61,776

その他費用 2,412

営業費用合計 91,679

営業利益又は営業損失（△） △45,833,940

経常利益又は経常損失（△） △45,833,940

当期純利益又は当期純損失（△） △45,833,940

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
△184,106

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 12,258,387

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額 
12,258,387

剰余金減少額又は欠損金増加額 60,722

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額 
60,722

分配金 -

期末剰余金又は期末欠損金（△） △33,452,169
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１１  財財務務諸諸表表  

外国債券インデックスファンドＶ（適格機関投資家限定） 

（１）【貸借対照表】 

（単位：円） 

 
第 1 期 

［ 令和 4 年 11 月 14 日現在 ］ 

資産の部 

流動資産 

コール・ローン 186,793

親投資信託受益証券 1,669,484,942

未収入金 29,377

流動資産合計 1,669,701,112

資産合計 1,669,701,112

負債の部 

流動負債 

未払受託者報酬 27,479

未払委託者報酬 61,776

その他未払費用 2,412

流動負債合計 91,667

負債合計 91,667

純資産の部 

元本等 

元本 1,703,061,614

剰余金 

期末剰余金又は期末欠損金（△） △33,452,169

（分配準備積立金） 2,817,311

元本等合計 1,669,609,445

純資産合計 1,669,609,445

負債純資産合計 1,669,701,112

 

 

 

 

（２）【損益及び剰余金計算書】 

（単位：円） 

 
第 1 期 

自 令和 4 年 6 月 8 日 

至 令和 4 年 11 月 14 日 

営業収益 

有価証券売買等損益 △45,742,261

営業収益合計 △45,742,261

営業費用 

支払利息 12

受託者報酬 27,479

委託者報酬 61,776

その他費用 2,412

営業費用合計 91,679

営業利益又は営業損失（△） △45,833,940

経常利益又は経常損失（△） △45,833,940

当期純利益又は当期純損失（△） △45,833,940

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
△184,106

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 12,258,387

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額 
12,258,387

剰余金減少額又は欠損金増加額 60,722

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額 
60,722

分配金 -

期末剰余金又は期末欠損金（△） △33,452,169
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（３）【注記表】 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
  
  
１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券は時価で評価しております。時価評価にあたっては、基準価額で

評価しております。 
  
  

 

 

（重要な会計上の見積りに関する注記） 
 財務諸表の作成にあたって行った会計上の見積りが翌計算期間の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクは識別して

いないため、注記を省略しております。 

  

（貸借対照表に関する注記） 
  
  

  
第 1 期 

[令和 4 年 11 月 14 日現在] 

１. 期首元本額 10,000,000 円

  期中追加設定元本額 1,700,821,614 円

  期中一部解約元本額 7,760,000 円

２. 元本の欠損   

   純資産額が元本総額を下回っており、その差額であります。 33,452,169 円

３. 受益権の総数 1,703,061,614 口
  
  

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記） 
  
  

第 1 期 
自 令和 4 年 6 月 8 日 
至 令和 4 年 11 月 14 日 

１.分配金の計算過程   

  項目       

  費用控除後の配当等収益額 A 2,817,311 円  

  費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 B ―円  

  収益調整金額 C 1,356,610 円  

  分配準備積立金額 D ―円  

  当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 4,173,921 円  

  当ファンドの期末残存口数 F 1,703,061,614 口  

  1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F*10,000 24 円  

  1 万口当たり分配金額 H ―円  

  収益分配金金額 I=F*H/10,000 ―円  

          
  
  

 

（金融商品に関する注記） 

１ 金融商品の状況に関する事項 
  
  

区分 
第 1 期 

自 令和 4 年 6 月 8 日 
至 令和 4 年 11 月 14 日 

１.金融商品に対する取組方針 当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和 26 年法律第 198 号）第２条

第４項に定める証券投資信託であり、有価証券等の金融商品への投資を信託約款に定

める「運用の基本方針」に基づき行っております。 

２.金融商品の内容及び当該金融商品に

係るリスク 
当ファンドは、親投資信託受益証券に投資しております。当該投資対象は、価格変動リ

スク等の市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクに晒されております。 

３.金融商品に係るリスク管理体制 ファンドのコンセプトに応じて、適切にコントロールするため、委託会社では、運用部門に

おいて、ファンドに含まれる各種投資リスクを常時把握しつつ、ファンドのコンセプトに沿っ

たリスクの範囲で運用を行っております。 

 

 

 

また、運用部から独立した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク

管理を行っており、この結果は運用管理委員会等を通じて運用部門にフィードバックされ

ます。 
  
  

 

２ 金融商品の時価等に関する事項 
  
  

区分 
第 1 期 

［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

１.貸借対照表計上額、時価及びその差額 時価で計上しているためその差額はありません。 

２.時価の算定方法 （１）有価証券 

  売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しておりま

す。 

  （２）デリバティブ取引 

  デリバティブ取引は、該当事項はありません。 

  （３）上記以外の金融商品 

  上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。 

３.金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明 
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
  
  

   

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 
  
  

種類 

第 1 期 
［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

当計算期間の損益に含まれた評価差額（円） 

親投資信託受益証券 △45,433,504

合計 △45,433,504
  
   

（デリバティブ取引に関する注記）  
取引の時価等に関する事項 
  
  
該当事項はありません。 

  
  
  
  
  

（関連当事者との取引に関する注記） 
  
  
  
該当事項はありません。 

  

（１口当たり情報） 
  
  

  
第 1 期 

［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

1 口当たり純資産額 0.9804 円

(1 万口当たり純資産額) (9,804 円)
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（３）【注記表】 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
  
  
１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券は時価で評価しております。時価評価にあたっては、基準価額で

評価しております。 
  
  

 

 

（重要な会計上の見積りに関する注記） 
 財務諸表の作成にあたって行った会計上の見積りが翌計算期間の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクは識別して

いないため、注記を省略しております。 

  

（貸借対照表に関する注記） 
  
  

  
第 1 期 

[令和 4 年 11 月 14 日現在] 

１. 期首元本額 10,000,000 円

  期中追加設定元本額 1,700,821,614 円

  期中一部解約元本額 7,760,000 円

２. 元本の欠損   

   純資産額が元本総額を下回っており、その差額であります。 33,452,169 円

３. 受益権の総数 1,703,061,614 口
  
  

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記） 
  
  

第 1 期 
自 令和 4 年 6 月 8 日 
至 令和 4 年 11 月 14 日 

１.分配金の計算過程   

  項目       

  費用控除後の配当等収益額 A 2,817,311 円  

  費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 B ―円  

  収益調整金額 C 1,356,610 円  

  分配準備積立金額 D ―円  

  当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 4,173,921 円  

  当ファンドの期末残存口数 F 1,703,061,614 口  

  1 万口当たり収益分配対象額 G=E/F*10,000 24 円  

  1 万口当たり分配金額 H ―円  

  収益分配金金額 I=F*H/10,000 ―円  

          
  
  

 

（金融商品に関する注記） 

１ 金融商品の状況に関する事項 
  
  

区分 
第 1 期 

自 令和 4 年 6 月 8 日 
至 令和 4 年 11 月 14 日 

１.金融商品に対する取組方針 当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和 26 年法律第 198 号）第２条

第４項に定める証券投資信託であり、有価証券等の金融商品への投資を信託約款に定

める「運用の基本方針」に基づき行っております。 

２.金融商品の内容及び当該金融商品に

係るリスク 
当ファンドは、親投資信託受益証券に投資しております。当該投資対象は、価格変動リ

スク等の市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクに晒されております。 

３.金融商品に係るリスク管理体制 ファンドのコンセプトに応じて、適切にコントロールするため、委託会社では、運用部門に

おいて、ファンドに含まれる各種投資リスクを常時把握しつつ、ファンドのコンセプトに沿っ

たリスクの範囲で運用を行っております。 

 

 

 

また、運用部から独立した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク

管理を行っており、この結果は運用管理委員会等を通じて運用部門にフィードバックされ

ます。 
  
  

 

２ 金融商品の時価等に関する事項 
  
  

区分 
第 1 期 

［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

１.貸借対照表計上額、時価及びその差額 時価で計上しているためその差額はありません。 

２.時価の算定方法 （１）有価証券 

  売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しておりま

す。 

  （２）デリバティブ取引 

  デリバティブ取引は、該当事項はありません。 

  （３）上記以外の金融商品 

  上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。 

３.金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明 
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
  
  

   

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 
  
  

種類 

第 1 期 
［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

当計算期間の損益に含まれた評価差額（円） 

親投資信託受益証券 △45,433,504

合計 △45,433,504
  
   

（デリバティブ取引に関する注記）  
取引の時価等に関する事項 
  
  
該当事項はありません。 

  
  
  
  
  

（関連当事者との取引に関する注記） 
  
  
  
該当事項はありません。 

  

（１口当たり情報） 
  
  

  
第 1 期 

［令和 4 年 11 月 14 日現在］ 

1 口当たり純資産額 0.9804 円

(1 万口当たり純資産額) (9,804 円)
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（４）【附属明細表】 

第１ 有価証券明細表 

 (1)株式 
  
  
該当事項はありません。 

  

 (2)株式以外の有価証券 
  

（単位：円）
  

種 類 銘 柄 口数 評価額 備考 

親投資信託受益

証券 
外国債券インデックスマザーファンド 722,314,257 1,669,484,942 

合計 722,314,257 1,669,484,942 
  

   

第２ 信用取引契約残高明細表 
  
  
該当事項はありません。 

  
第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 
  
  
該当事項はありません。 

  
  
  
  
 

 

 

 

 

 

 
２２  投投資資信信託託（（フファァンンドド））のの現現状状  

  
外外国国債債券券イインンデデッッククススフファァンンドドＶＶ（（適適格格機機関関投投資資家家限限定定））  

【純資産額計算書】 
  

令和 4 年 12 月 30 日現在

（単位：円）
  

Ⅰ 資産総額 1,631,425,141  

Ⅱ 負債総額 155,781  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,631,269,360  

Ⅳ 発行済口数 1,733,252,809口  

Ⅴ 1 口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9412  

  （10,000 口当たり） （9,412） 
  

（参考）外国債券インデックスマザーファンド 

純資産額計算書 
  

令和 4 年 12 月 30 日現在

（単位：円）
  

Ⅰ 資産総額 392,666,248,632  

Ⅱ 負債総額 1,954,848,688  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 390,711,399,944  

Ⅳ 発行済口数 176,069,949,472口  

Ⅴ 1 口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ） 2.2191  

  （10,000 口当たり） （22,191） 
  
 

 

  

  

    

 

外外国国債債券券イインンデデッッククススフファァンンドドＶＶ（（適適格格機機関関投投資資家家限限定定））  

 設定口数 解約口数 発行済口数 

第 1 計算期間 1,710,821,614 7,760,000 1,703,061,614

 

  

３３．．設設定定及及びび解解約約のの実実績績  
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（４）【附属明細表】 

第１ 有価証券明細表 

 (1)株式 
  
  
該当事項はありません。 

  

 (2)株式以外の有価証券 
  

（単位：円）
  

種 類 銘 柄 口数 評価額 備考 

親投資信託受益

証券 
外国債券インデックスマザーファンド 722,314,257 1,669,484,942 

合計 722,314,257 1,669,484,942 
  

   

第２ 信用取引契約残高明細表 
  
  
該当事項はありません。 

  
第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 
  
  
該当事項はありません。 

  
  
  
  
 

 

 

 

 

 

 
２２  投投資資信信託託（（フファァンンドド））のの現現状状  

  
外外国国債債券券イインンデデッッククススフファァンンドドＶＶ（（適適格格機機関関投投資資家家限限定定））  

【純資産額計算書】 
  

令和 4 年 12 月 30 日現在

（単位：円）
  

Ⅰ 資産総額 1,631,425,141  

Ⅱ 負債総額 155,781  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,631,269,360  

Ⅳ 発行済口数 1,733,252,809口  

Ⅴ 1 口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9412  

  （10,000 口当たり） （9,412） 
  

（参考）外国債券インデックスマザーファンド 

純資産額計算書 
  

令和 4 年 12 月 30 日現在

（単位：円）
  

Ⅰ 資産総額 392,666,248,632  

Ⅱ 負債総額 1,954,848,688  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 390,711,399,944  

Ⅳ 発行済口数 176,069,949,472口  

Ⅴ 1 口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ） 2.2191  

  （10,000 口当たり） （22,191） 
  
 

 

  

  

    

 

外外国国債債券券イインンデデッッククススフファァンンドドＶＶ（（適適格格機機関関投投資資家家限限定定））  

 設定口数 解約口数 発行済口数 

第 1 計算期間 1,710,821,614 7,760,000 1,703,061,614

 

  

３３．．設設定定及及びび解解約約のの実実績績  
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資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

先進国リートインデックスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの名称 

先進国リートインデックスオープンＶ（適格機関投資家限定）（「ファンド」といいます。） 

 

２．ファンドの目的及び基本的性格並びに仕組み 

 

●ファンドの目的 

当ファンドは、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）に連動す

る投資成果をめざして運用を行います。 

 

●ファンドの基本的性格 

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように分類されます。 

 

追加型投信／海外／不動産投信／インデックス型 

・追加型投信……… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とと

もに運用されるファンドをいいます。 

・海外……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に海外の資産を源泉

とする旨の記載があるものをいいます。 

・不動産投信……… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に不動産投資信託の

受益証券および不動産投資法人の投資証券を源泉とする旨の記載があるものをい

います。 

・インデックス型… 信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる

記載があるものをいいます。 

 

●ファンドの仕組み 

①委託会社およびファンドの関係法人の役割 

投資家（受益者）   

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還

金の支払いの取扱い等を行います。 

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト 
        信託銀行株式会社） 

  

  委委託託会会社社（（委委託託者者）） 

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社 

  
信託財産の保管・管理等を行います。 

信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。 

投資↓↑損益 

マザーファンド   

投資↓↑損益 

有価証券等   

 

資産の運用に関する極めて重要な事項 

 

②委託会社と関係法人との契約の概要 

 概要 

委託会社と受託会社との契約 

「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社として

の業務に関する事項、受益者に関する事項等が定め

られています。 

なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する

法律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 

「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配

金・償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が

定められています。 

 

３．ファンドの投資方針、投資対象、運用体制及び投資制限 

 

●ファンドの投資方針 

(1）基本方針 

当ファンドは、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）※に連動

する投資成果をめざして運用を行います。 

 

※Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックスとは、Ｓ＆Ｐダウ・ジョーンズ・インデックス LLC が有するＳ＆Ｐグローバル株価指数

の採用銘柄の中から、不動産投資信託（REIT）及び同様の制度に基づく銘柄の浮動株修正時価総額に基づいて算出される

指数です。Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）は、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデ

ックス（除く日本、配当込み）をもとに、委託会社が計算したものです。 

Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（「当インデックス」）は S&P Dow Jones Indices LLC（「SPDJI」）の商品であり、これ

を利用するライセンスが三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社に付与されています。Standard & Poor’s®および S&P®

は Standard &Poor’s Financial Services LLC（「S&P」）の登録商標で、Dow Jones®は Dow Jones Trademark Holdings LLC

（「Dow Jones」）の登録商標であり、これらの商標を利用するライセンスが SPDJI に、特定目的での利用を許諾するサブラ

イセンスが三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社にそれぞれ付与されています。当ファンドは、SPDJI、Dow Jones、

S&P またはそれぞれの関連会社（総称して「S&P Dow Jones Indices」）によってスポンサー、保証、販売、または販売促進

されているものではありません。S&P Dow Jones Indices は、当ファンドの所有者またはいかなる一般人に対して、株式全

般または具体的に当ファンドへの投資の妥当性、あるいは全般的な市場のパフォーマンスを追随するＳ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ

インデックスの能力に関して、明示または黙示を問わず、いかなる表明または保証もしません。Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴイン

デックスに関して、S&P Dow Jones Indices と三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社との間にある唯一の関係は、当イ

ンデックスと S&P DowJones Indices またはそのライセンサーの特定の商標、サービスマーク、および商標名のライセンス

供与です。Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックスは三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社または当ファンドに関係なく、

S&P Dow Jones Indices によって決定、構成、計算されます。S&P Dow Jones Indices は、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデッ

クスの決定、構成または計算において三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社または当ファンドの所有者の要求を考慮す

る義務を負いません。S&P Dow Jones Indices は、当ファンドの価格または数量、あるいは当ファンドの発行または販売の

タイミングの決定、当ファンドが将来換金、譲渡、または償還される計算式の決定または計算に関して責任を負わず、また

これに関与したことはありません。S&P Dow JonesIndices は、当ファンドの管理、マーケティング、または取引に関して、

いかなる義務または責任も負いません。Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックスに基づく投資商品が、インデックスのパフォー

マンスを正確に追随する、あるいはプラスの投資収益を提供する保証はありません。S&P Dow Jones Indices LLC は投資顧

問会社ではありません。 インデックスに証券が含まれることは、S&P Dow Jones Indices がかかる証券の売り、買い、ま

たはホールドの推奨を意味するものではなく、投資アドバイスとして見なしてはなりません。 

S&P DOW JONES INDICES は、当インデックスまたはその関連データ、あるいは口頭または書面の通信（電子通信も含 

む）を含むがこれに限定されないあらゆる通信について、その妥当性、正確性、適時性、または完全性を保証しません。

S&PDOW JONES INDICES は、これに含まれる誤り、欠落または中断に対して、いかなる義務または責任も負わないものとし

ます。S&P DOW JONES INDICES は、明示的または黙示的を問わず、いかなる保証もせず、当インデックスまたはそれに関連

するデータの商品性、特定の目的または使用への適合性、それらを使用することによって三菱ＵＦＪアセットマネジメント

株式会社、当ファンドの所有者、またはその他の人物や組織が得られる結果について、一切の保証を明示的に否認します。

上記を制限することなく、いかなる場合においても、S&P DOW JONES INDICES は、利益の逸失、営業損失、時間または信用

の喪失を含むがこれらに限定されない、間接的、特別、懲罰的、または派生的損害に対して、たとえその可能性について知

らされていたとしても、契約の記述、不法行為、または厳格責任の有無を問わず、一切の責任を負わないものとします。

S&P DOW JONES INDICES のライセンサーを除き、S&P DOW JONES INDICES と三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社との
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資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

先進国リートインデックスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの名称 

先進国リートインデックスオープンＶ（適格機関投資家限定）（「ファンド」といいます。） 

 

２．ファンドの目的及び基本的性格並びに仕組み 

 

●ファンドの目的 

当ファンドは、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）に連動す

る投資成果をめざして運用を行います。 

 

●ファンドの基本的性格 

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように分類されます。 

 

追加型投信／海外／不動産投信／インデックス型 

・追加型投信……… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とと

もに運用されるファンドをいいます。 

・海外……………… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に海外の資産を源泉

とする旨の記載があるものをいいます。 

・不動産投信……… 信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に不動産投資信託の

受益証券および不動産投資法人の投資証券を源泉とする旨の記載があるものをい

います。 

・インデックス型… 信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる

記載があるものをいいます。 

 

●ファンドの仕組み 

①委託会社およびファンドの関係法人の役割 

投資家（受益者）   

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還

金の支払いの取扱い等を行います。 

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト 
        信託銀行株式会社） 

  

  委委託託会会社社（（委委託託者者）） 

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社 

  
信託財産の保管・管理等を行います。 

信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。 

投資↓↑損益 

マザーファンド   

投資↓↑損益 

有価証券等   

 

資産の運用に関する極めて重要な事項 

 

②委託会社と関係法人との契約の概要 

 概要 

委託会社と受託会社との契約 

「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社として

の業務に関する事項、受益者に関する事項等が定め

られています。 

なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する

法律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 

「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配

金・償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が

定められています。 

 

３．ファンドの投資方針、投資対象、運用体制及び投資制限 

 

●ファンドの投資方針 

(1）基本方針 

当ファンドは、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）※に連動

する投資成果をめざして運用を行います。 

 

※Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックスとは、Ｓ＆Ｐダウ・ジョーンズ・インデックス LLC が有するＳ＆Ｐグローバル株価指数

の採用銘柄の中から、不動産投資信託（REIT）及び同様の制度に基づく銘柄の浮動株修正時価総額に基づいて算出される

指数です。Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）は、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデ

ックス（除く日本、配当込み）をもとに、委託会社が計算したものです。 

Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（「当インデックス」）は S&P Dow Jones Indices LLC（「SPDJI」）の商品であり、これ

を利用するライセンスが三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社に付与されています。Standard & Poor’s®および S&P®

は Standard &Poor’s Financial Services LLC（「S&P」）の登録商標で、Dow Jones®は Dow Jones Trademark Holdings LLC

（「Dow Jones」）の登録商標であり、これらの商標を利用するライセンスが SPDJI に、特定目的での利用を許諾するサブラ

イセンスが三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社にそれぞれ付与されています。当ファンドは、SPDJI、Dow Jones、

S&P またはそれぞれの関連会社（総称して「S&P Dow Jones Indices」）によってスポンサー、保証、販売、または販売促進

されているものではありません。S&P Dow Jones Indices は、当ファンドの所有者またはいかなる一般人に対して、株式全

般または具体的に当ファンドへの投資の妥当性、あるいは全般的な市場のパフォーマンスを追随するＳ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ

インデックスの能力に関して、明示または黙示を問わず、いかなる表明または保証もしません。Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴイン

デックスに関して、S&P Dow Jones Indices と三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社との間にある唯一の関係は、当イ

ンデックスと S&P DowJones Indices またはそのライセンサーの特定の商標、サービスマーク、および商標名のライセンス

供与です。Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックスは三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社または当ファンドに関係なく、

S&P Dow Jones Indices によって決定、構成、計算されます。S&P Dow Jones Indices は、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデッ

クスの決定、構成または計算において三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社または当ファンドの所有者の要求を考慮す

る義務を負いません。S&P Dow Jones Indices は、当ファンドの価格または数量、あるいは当ファンドの発行または販売の

タイミングの決定、当ファンドが将来換金、譲渡、または償還される計算式の決定または計算に関して責任を負わず、また

これに関与したことはありません。S&P Dow JonesIndices は、当ファンドの管理、マーケティング、または取引に関して、

いかなる義務または責任も負いません。Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックスに基づく投資商品が、インデックスのパフォー

マンスを正確に追随する、あるいはプラスの投資収益を提供する保証はありません。S&P Dow Jones Indices LLC は投資顧

問会社ではありません。 インデックスに証券が含まれることは、S&P Dow Jones Indices がかかる証券の売り、買い、ま

たはホールドの推奨を意味するものではなく、投資アドバイスとして見なしてはなりません。 

S&P DOW JONES INDICES は、当インデックスまたはその関連データ、あるいは口頭または書面の通信（電子通信も含 

む）を含むがこれに限定されないあらゆる通信について、その妥当性、正確性、適時性、または完全性を保証しません。

S&PDOW JONES INDICES は、これに含まれる誤り、欠落または中断に対して、いかなる義務または責任も負わないものとし

ます。S&P DOW JONES INDICES は、明示的または黙示的を問わず、いかなる保証もせず、当インデックスまたはそれに関連

するデータの商品性、特定の目的または使用への適合性、それらを使用することによって三菱ＵＦＪアセットマネジメント

株式会社、当ファンドの所有者、またはその他の人物や組織が得られる結果について、一切の保証を明示的に否認します。

上記を制限することなく、いかなる場合においても、S&P DOW JONES INDICES は、利益の逸失、営業損失、時間または信用

の喪失を含むがこれらに限定されない、間接的、特別、懲罰的、または派生的損害に対して、たとえその可能性について知

らされていたとしても、契約の記述、不法行為、または厳格責任の有無を問わず、一切の責任を負わないものとします。

S&P DOW JONES INDICES のライセンサーを除き、S&P DOW JONES INDICES と三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社との
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間の契約または取り決めの第三者受益者は存在しません。 

 

(2）投資態度 

ＭＵＡＭ Ｇ－ＲＥＩＴマザーファンド受益証券への投資を通じて、主として日本を除く先進国の金融

商品取引所に上場している（上場予定を含みます。）不動産投資信託証券に投資を行います。 

マザーファンド受益証券の組入比率は高位を維持することを基本とします。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し不動産投資信託証券の実質投資比率

が 100％を超える場合があります。 

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

●ファンドの投資対象 

①投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定

めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するものをいい、信託約

款に定める次のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ハ．約束手形 

ニ．金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

②有価証券の指図範囲 

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社を

委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託会社とするＭＵＡＭ Ｇ－ＲＥＩＴマザーファン

ド（「マザーファンド」または「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次に掲げるものと

します。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 13 号で定めるも

のをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．から 12．の証券または証書の性質を有

するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 10 号で定めるものを

 

いいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第 11

号で定めるものをいいます。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをいいます。以下 16．にお

いて同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第 19 号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定めるものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定めるものをいいま

す。） 

22．外国の者に対する権利で21．の有価証券の性質を有するもの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定めるものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち１．の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．の証券ならび

に 13．および 19．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③金融商品の指図範囲 

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定める受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

④その他の投資対象 

信託約款に定める次に掲げるもの。 

・外国為替予約取引 

 

＜ＭＵＡＭ Ｇ－ＲＥＩＴマザーファンドの概要＞ 

（基本方針） 

この投資信託は、信託財産の成長を目指して運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）に採用されている不動産

投資信託証券（一般社団法人投資信託協会規則に定める不動産投資信託証券をいいます。以下同じ。）

を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている不動産投資信託証券に投資を行い、信託財産の１口当た

りの純資産額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

銘柄選定にあたっては、時価総額および流動性等を勘案します。 

原則として、不動産投資信託証券の組入比率は高位を維持します。 

対象インデックスとの連動を維持するため、不動産投信指数先物取引を利用し不動産投資信託証券の

実質投資比率が 100％を超える場合があります。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。 

市場動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への直接投資は行いません。 

②投資信託証券への投資割合に制限を設けません。 

③外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

④不動産投信指数先物取引を行うことができます。 
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間の契約または取り決めの第三者受益者は存在しません。 

 

(2）投資態度 

ＭＵＡＭ Ｇ－ＲＥＩＴマザーファンド受益証券への投資を通じて、主として日本を除く先進国の金融

商品取引所に上場している（上場予定を含みます。）不動産投資信託証券に投資を行います。 

マザーファンド受益証券の組入比率は高位を維持することを基本とします。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し不動産投資信託証券の実質投資比率

が 100％を超える場合があります。 

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

●ファンドの投資対象 

①投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定

めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するものをいい、信託約

款に定める次のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ハ．約束手形 

ニ．金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

②有価証券の指図範囲 

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社を

委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託会社とするＭＵＡＭ Ｇ－ＲＥＩＴマザーファン

ド（「マザーファンド」または「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次に掲げるものと

します。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 13 号で定めるも

のをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．から 12．の証券または証書の性質を有

するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 10 号で定めるものを

 

いいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第 11

号で定めるものをいいます。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをいいます。以下 16．にお

いて同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第 19 号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定めるものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定めるものをいいま

す。） 

22．外国の者に対する権利で21．の有価証券の性質を有するもの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定めるものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち１．の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．の証券ならび

に 13．および 19．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③金融商品の指図範囲 

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定める受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

④その他の投資対象 

信託約款に定める次に掲げるもの。 

・外国為替予約取引 

 

＜ＭＵＡＭ Ｇ－ＲＥＩＴマザーファンドの概要＞ 

（基本方針） 

この投資信託は、信託財産の成長を目指して運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）に採用されている不動産

投資信託証券（一般社団法人投資信託協会規則に定める不動産投資信託証券をいいます。以下同じ。）

を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている不動産投資信託証券に投資を行い、信託財産の１口当た

りの純資産額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

銘柄選定にあたっては、時価総額および流動性等を勘案します。 

原則として、不動産投資信託証券の組入比率は高位を維持します。 

対象インデックスとの連動を維持するため、不動産投信指数先物取引を利用し不動産投資信託証券の

実質投資比率が 100％を超える場合があります。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。 

市場動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への直接投資は行いません。 

②投資信託証券への投資割合に制限を設けません。 

③外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

④不動産投信指数先物取引を行うことができます。 
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⑤デリバティブ取引（法人税法第 61 条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変

動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を

実現する目的以外には利用しません。 

⑥外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

 

 

●ファンドの運用体制 

 

⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

 
 

①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投

資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を

します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を

行います。 

⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど

うかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指

示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での

自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署（40～60 名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分

析、意図した運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法

令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファン

ド管理委員会における審議を経て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）につい

てはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で
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⑤デリバティブ取引（法人税法第 61 条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変

動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を

実現する目的以外には利用しません。 

⑥外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

 

 

●ファンドの運用体制 

 

⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）
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①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投

資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を

します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を

行います。 

⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど

うかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指

示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での

自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署（40～60 名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分

析、意図した運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法

令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファン

ド管理委員会における審議を経て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）につい

てはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で
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是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部

署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画

委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署（10 名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全

性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を

検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告さ

れる、内部監査態勢が構築されています。 

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

 

●ファンドの投資制限 

＜信託約款に定められた投資制限＞ 

①新株引受権証券および新株予約権証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンド

の信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 20 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

②投資信託証券 

委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上場等され、かつ

当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下している場合を除きま

す。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。）の時価総額が信託財産の純資産総額の 100 分の５を

超えることとなる投資の指図をしません。 

③同一銘柄の転換社債等 

委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債（新株予約権付

社債のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当

該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものならび

に会社法施行前の旧商法第 341 条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。）の時

価総額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をしません。 

④スワップ取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金

利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」と

いいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額または価格情報会社の

提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

⑤信用取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図

をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行う

ことの指図をすることができます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができ

るものとし、かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（③に規定する転換社債型新株予約権付

社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（５．に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

⑥外国為替予約取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取引の指図をすること

ができます。 

ｂ．ａ．の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき

円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託財産に属する外貨建

資産（マザーファンドの信託財産に属する外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした

額を含みます。）の為替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りで

はありません。 

ｃ．ｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得

た額とします。 

ｄ．ｂ．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、その超える額に相当す

る為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとします。 

⑦公社債の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。

なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総

額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた公社債

の一部を返還するための指図をするものとします。 

⑧資金の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑨投資する株式等の範囲 

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引

所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引

されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取

得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券についてはこの限りではありません。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができます。 

⑩有価証券の貸付 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式、投資信託証券（金融

商品取引所に上場されているものに限ります。以下本条において同じ。）および公社債を次の範囲内で

貸し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合
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是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部

署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画

委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署（10 名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全

性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を

検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告さ

れる、内部監査態勢が構築されています。 

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

 

●ファンドの投資制限 

＜信託約款に定められた投資制限＞ 

①新株引受権証券および新株予約権証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンド

の信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 20 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

②投資信託証券 

委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上場等され、かつ

当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下している場合を除きま

す。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。）の時価総額が信託財産の純資産総額の 100 分の５を

超えることとなる投資の指図をしません。 

③同一銘柄の転換社債等 

委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債（新株予約権付

社債のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当

該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものならび

に会社法施行前の旧商法第 341 条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。）の時

価総額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をしません。 

④スワップ取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金

利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」と

いいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額または価格情報会社の

提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

⑤信用取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図

をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行う

ことの指図をすることができます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができ

るものとし、かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（③に規定する転換社債型新株予約権付

社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（５．に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

⑥外国為替予約取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取引の指図をすること

ができます。 

ｂ．ａ．の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき

円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託財産に属する外貨建

資産（マザーファンドの信託財産に属する外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした

額を含みます。）の為替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りで

はありません。 

ｃ．ｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得

た額とします。 

ｄ．ｂ．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、その超える額に相当す

る為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとします。 

⑦公社債の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。

なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行

うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総

額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた公社債

の一部を返還するための指図をするものとします。 

⑧資金の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑨投資する株式等の範囲 

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引

所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引

されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取

得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券についてはこの限りではありません。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができます。 

⑩有価証券の貸付 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式、投資信託証券（金融

商品取引所に上場されているものに限ります。以下本条において同じ。）および公社債を次の範囲内で

貸し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合
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計額を超えないものとします。 

２．投資信託証券の貸付は、貸付時点において、貸付投資信託証券の時価合計額が、信託財産で保有

する投資信託証券の時価合計額を超えないものとします。 

３．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公

社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

⑪特別の場合の外貨建有価証券への投資制限 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に

は、制限されることがあります。 

＜その他法令等に定められた投資制限＞ 

・同一の法人の発行する株式への投資制限 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信託

につき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に

100 分の 50 の率を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得す

ることを受託会社に指図しないものとします。 

 

４．ファンドの投資リスク 

 

●投資リスク 

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運

用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 

ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。 

（主なリスクであり、以下に限定されるものではありません。） 

 

①価格変動リスク 

リートの価格は、リート市場全体の動向のほか、保有不動産等の価値やそこから得られる収益の増

減等により変動します。また、金利上昇時にはリートの配当（分配金）利回りの相対的な魅力が弱

まるため、リートの価格が下落することがあります。組入リートの価格下落は、基準価額の下落要

因となります。 

②為替変動リスク 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受

けます。 

③信用リスク 

リートの運営、財務状況が悪化したり、市場においてその懸念が高まった場合には、リートの価格

が下落すること、配当金が減額あるいは支払いが停止されること、倒産等によりその価値がなくな

ること等があります。 

④流動性リスク 

リートを売買しようとする際に、そのリートの取引量が十分でない場合や規制等により取引が制限

されている場合には、売買が成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、ファンドの

売買自体によって市場価格が動き、結果として不利な価格での取引となる場合があります。また、

リートは、株式と比べ市場規模が小さく、一般的に取引量も少ないため、流動性リスクも高い傾向

にあります。 

 

※留意事項 

・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適

用はありません。 

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市

 

場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待

できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準

価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の

お支払が遅延する可能性があります。 

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。

収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。 

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。 

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落

要因となります。 

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とす

るマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。 

・ファンドは、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）の動きに

連動することをめざして運用を行いますが、信託報酬、売買委託手数料等を負担すること、先物取

引等と当該指数の動きが連動しないこと、売買約定価格と当該指数の評価価格の差が生じること、

指数構成銘柄と組入銘柄の違いおよびそれらの構成比に違いが生じること、当該指数を構成する銘

柄が変更になること、為替の評価による影響等の要因によりカイ離を生じることがあります。 

・不動産投資信託証券および不動産投資信託証券が保有する不動産に係る法律、税制、会計などの制

度変更が、不動産投資信託証券の価格や配当率に影響を及ぼすことがあります。不動産投資信託証

券の投資口数が増加する場合、１口当たりの不動産投資信託証券の収益性が低下することがありま

す。 

 

●投資リスクに対する管理体制 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立

した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会

およびリスク管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議して

います。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングな

どを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行い

ます。リスク管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、

監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況

を把握・管理し、必要に応じて改善の指導を行います。 

②リスク管理担当部署 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必

要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行って

います。 

③内部監査担当部署 

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評

価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

５．ファンドの投資状況、運用実績及び投資資産 

該当する記載事項はありません。 

 

６．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書の主要部分 

該当する記載事項はありません。 
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計額を超えないものとします。 

２．投資信託証券の貸付は、貸付時点において、貸付投資信託証券の時価合計額が、信託財産で保有

する投資信託証券の時価合計額を超えないものとします。 

３．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公

社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

⑪特別の場合の外貨建有価証券への投資制限 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に

は、制限されることがあります。 

＜その他法令等に定められた投資制限＞ 

・同一の法人の発行する株式への投資制限 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信託

につき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に

100 分の 50 の率を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得す

ることを受託会社に指図しないものとします。 

 

４．ファンドの投資リスク 

 

●投資リスク 

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運

用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 

ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。 

（主なリスクであり、以下に限定されるものではありません。） 

 

①価格変動リスク 

リートの価格は、リート市場全体の動向のほか、保有不動産等の価値やそこから得られる収益の増

減等により変動します。また、金利上昇時にはリートの配当（分配金）利回りの相対的な魅力が弱

まるため、リートの価格が下落することがあります。組入リートの価格下落は、基準価額の下落要

因となります。 

②為替変動リスク 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受

けます。 

③信用リスク 

リートの運営、財務状況が悪化したり、市場においてその懸念が高まった場合には、リートの価格

が下落すること、配当金が減額あるいは支払いが停止されること、倒産等によりその価値がなくな

ること等があります。 

④流動性リスク 

リートを売買しようとする際に、そのリートの取引量が十分でない場合や規制等により取引が制限

されている場合には、売買が成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、ファンドの

売買自体によって市場価格が動き、結果として不利な価格での取引となる場合があります。また、

リートは、株式と比べ市場規模が小さく、一般的に取引量も少ないため、流動性リスクも高い傾向

にあります。 

 

※留意事項 

・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適

用はありません。 

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市

 

場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待

できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準

価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の

お支払が遅延する可能性があります。 

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。

収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。 

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。 

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落

要因となります。 

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とす

るマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。 

・ファンドは、Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴインデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）の動きに

連動することをめざして運用を行いますが、信託報酬、売買委託手数料等を負担すること、先物取

引等と当該指数の動きが連動しないこと、売買約定価格と当該指数の評価価格の差が生じること、

指数構成銘柄と組入銘柄の違いおよびそれらの構成比に違いが生じること、当該指数を構成する銘

柄が変更になること、為替の評価による影響等の要因によりカイ離を生じることがあります。 

・不動産投資信託証券および不動産投資信託証券が保有する不動産に係る法律、税制、会計などの制

度変更が、不動産投資信託証券の価格や配当率に影響を及ぼすことがあります。不動産投資信託証

券の投資口数が増加する場合、１口当たりの不動産投資信託証券の収益性が低下することがありま

す。 

 

●投資リスクに対する管理体制 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立

した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会

およびリスク管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議して

います。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングな

どを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行い

ます。リスク管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、

監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況

を把握・管理し、必要に応じて改善の指導を行います。 

②リスク管理担当部署 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必

要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行って

います。 

③内部監査担当部署 

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評

価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

５．ファンドの投資状況、運用実績及び投資資産 

該当する記載事項はありません。 

 

６．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書の主要部分 

該当する記載事項はありません。 
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＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

 

 

 

 

 

資資産産のの運運用用にに関関すするる重重要要なな事事項項  

先進国リートインデックスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの沿革 

2024 年３月７日（予定）投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 

 

２．ファンドの純資産計算書 

該当する記載事項はありません。 

 

３．ファンドの設定及び解約の実績 

該当する記載事項はありません。 

 

４．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書並びに付属明細表 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

資産の運用に関する重要な事項 
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＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

 

 

 

 

 

資資産産のの運運用用にに関関すするる重重要要なな事事項項  

先進国リートインデックスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの沿革 

2024 年３月７日（予定）投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 

 

２．ファンドの純資産計算書 

該当する記載事項はありません。 

 

３．ファンドの設定及び解約の実績 

該当する記載事項はありません。 

 

４．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書並びに付属明細表 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

資産の運用に関する重要な事項 
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特別勘定名︓バランスファンド 
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特別勘定名︓バランスファンド 
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資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

グローバルバランスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの名称 

グローバルバランスオープンＶ（適格機関投資家限定）（「ファンド」といいます。） 

 

２．ファンドの目的及び基本的性格並びに仕組み 

 

●ファンドの目的 

当ファンドは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・

インデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合およびＦＴＳＥ世界

国債インデックス（除く日本、円換算ベース）の各インデックスを 25％ずつ組み合わせた合成ベンチ

マークに連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

●ファンドの基本的性格 

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように分類されます。 

 

追加型投信／内外／資産複合／インデックス型 

・追加型投信……… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とと

もに運用されるファンドをいいます。 

・内外……………… 信託約款において、国内および海外の資産による投資収益を実質的に源泉とする

旨の記載があるものをいいます。 

・資産複合………… 信託約款において、株式、債券、不動産投信およびその他資産のうち複数の資産

による投資収益を実質的に源泉とする旨の記載があるものをいいます。 

・インデックス型… 信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる

記載があるものをいいます。 

 

●ファンドの仕組み 

①委託会社およびファンドの関係法人の役割 

投資家（受益者）   

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還

金の支払いの取扱い等を行います。 

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト 
        信託銀行株式会社） 

  

  委委託託会会社社（（委委託託者者）） 

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社 

  
信託財産の保管・管理等を行います。 

信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。 

投資↓↑損益 

マザーファンド   

投資↓↑損益 

有価証券等   

 

資産の運用に関する極めて重要な事項 

 

②委託会社と関係法人との契約の概要 

 概要 

委託会社と受託会社との契約 

「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社として

の業務に関する事項、受益者に関する事項等が定め

られています。 

なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する

法律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 

「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配

金・償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が

定められています。 

 

３．ファンドの投資方針、投資対象、運用体制及び投資制限 

 

●ファンドの投資方針 

(1）基本方針 

当ファンドは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）※1、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワール

ド・インデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）※2、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合※3 およびＦ

ＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）※4 の各インデックスを 25％ずつ組み合わせ

た合成ベンチマークに連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

※1 ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）とは、日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を

有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時価総額加重方式により算出される株価指数です。ＴＯＰＩＸの指

数値及びＴＯＰＩＸに係る標章又は商標は、株式会社 JPX 総研又は株式会社 JPX 総研の関連会社（以下「JPX」という。）

の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などＴＯＰＩＸに関するすべての権利・ノウハウ及びＴＯＰＩＸに

係る標章又は商標に関するすべての権利は JPX が有します。 

 

※2 ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み）とは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、

日本を除く世界の先進国・新興国の株式で構成されています。 

ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）は、ＭＳＣＩオール・カ

ントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み、米ドルベース）をもとに、委託会社が計算したものです。Ｍ

ＳＣＩオール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本）に対する著作権及びその他知的財産権はすべて MSCI 

Inc.に帰属します。 

 

※3 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合とは、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が発表しているわが国

の代表的な債券パフォーマンスインデックスです。当該指数の知的財産権およびその他一切の権利は同社に帰属します。

なお、同社は、当該指数の正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合性を保証するものではなく、当

該指数を用いて運用されるファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。 

 

※4 ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）は、FTSE Fixed Income LLC により運営され、日本を除く世界主要国の国債

の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円

換算ベース）は、ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）・データに基づき委託会社が計算したものです。FTSE 

FixedIncome LLC は、本ファンドのスポンサーではなく、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。

このインデックスのデータは、情報提供のみを目的としており、FTSE Fixed Income LLC は、当該データの正確性および

完全性を保証せず、またデータの��、��または��につき�ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権

等の知的財産その他一切の権利は FTSE Fixed Income LLC に帰属します。 

 

(2）投資態度 

ＴＯＰＩＸマザーファンド受益証券、外国株式インデックスマザーファンド受益証券、新興国株式イ

ンデックスマザーファンド受益証券、日本債券インデックスマザーファンド受益証券および外国債券

インデックスマザーファンド受益証券への投資を通じて、主として日本を含む世界各国の株式等およ

び公社債に投資を行います。 

国内株式、外国株式、国内債券および外国債券への実質的な基本投資割合は、純資産総額に対してそ
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資資産産のの運運用用にに関関すするる極極めめてて重重要要なな事事項項  

グローバルバランスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの名称 

グローバルバランスオープンＶ（適格機関投資家限定）（「ファンド」といいます。） 

 

２．ファンドの目的及び基本的性格並びに仕組み 

 

●ファンドの目的 

当ファンドは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・

インデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合およびＦＴＳＥ世界

国債インデックス（除く日本、円換算ベース）の各インデックスを 25％ずつ組み合わせた合成ベンチ

マークに連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

●ファンドの基本的性格 

当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品分類において、以下のように分類されます。 

 

追加型投信／内外／資産複合／インデックス型 

・追加型投信……… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とと

もに運用されるファンドをいいます。 

・内外……………… 信託約款において、国内および海外の資産による投資収益を実質的に源泉とする

旨の記載があるものをいいます。 

・資産複合………… 信託約款において、株式、債券、不動産投信およびその他資産のうち複数の資産

による投資収益を実質的に源泉とする旨の記載があるものをいいます。 

・インデックス型… 信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨またはそれに準じる

記載があるものをいいます。 

 

●ファンドの仕組み 

①委託会社およびファンドの関係法人の役割 

投資家（受益者）   

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

販売会社 
私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配金・償還

金の支払いの取扱い等を行います。 

お申込金↓↑収益分配金、解約代金等 

受託会社（受託者） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（再信託受託会社：日本マスタートラスト 
        信託銀行株式会社） 

  

  委委託託会会社社（（委委託託者者）） 

三三菱菱ＵＵＦＦＪＪアアセセッットトママネネジジメメンントト株株式式会会社社 

  
信託財産の保管・管理等を行います。 

信信託託財財産産のの運運用用のの指指図図、、受受益益権権のの発発行行等等をを行行

いいまますす。。 

投資↓↑損益 

マザーファンド   

投資↓↑損益 

有価証券等   

 

資産の運用に関する極めて重要な事項 

 

②委託会社と関係法人との契約の概要 

 概要 

委託会社と受託会社との契約 

「信託契約」 

運用に関する事項、委託会社および受託会社として

の業務に関する事項、受益者に関する事項等が定め

られています。 

なお、信託契約は、「投資信託及び投資法人に関する

法律」に基づきあらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容で締結されます。 

委託会社と販売会社との契約 

「募集・販売の取扱い等に関する契約」 

販売会社の私募の取扱い、解約の取扱い、収益分配

金・償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が

定められています。 

 

３．ファンドの投資方針、投資対象、運用体制及び投資制限 

 

●ファンドの投資方針 

(1）基本方針 

当ファンドは、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）※1、ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワール

ド・インデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）※2、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合※3 およびＦ

ＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）※4 の各インデックスを 25％ずつ組み合わせ

た合成ベンチマークに連動する投資成果をめざして運用を行います。 

 

※1 ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）とは、日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を

有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時価総額加重方式により算出される株価指数です。ＴＯＰＩＸの指

数値及びＴＯＰＩＸに係る標章又は商標は、株式会社 JPX 総研又は株式会社 JPX 総研の関連会社（以下「JPX」という。）

の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などＴＯＰＩＸに関するすべての権利・ノウハウ及びＴＯＰＩＸに

係る標章又は商標に関するすべての権利は JPX が有します。 

 

※2 ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み）とは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、

日本を除く世界の先進国・新興国の株式で構成されています。 

ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み、円換算ベース）は、ＭＳＣＩオール・カ

ントリー・ワールド・インデックス（除く日本、配当込み、米ドルベース）をもとに、委託会社が計算したものです。Ｍ

ＳＣＩオール・カントリー・ワールド・インデックス（除く日本）に対する著作権及びその他知的財産権はすべて MSCI 

Inc.に帰属します。 

 

※3 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合とは、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社が発表しているわが国

の代表的な債券パフォーマンスインデックスです。当該指数の知的財産権およびその他一切の権利は同社に帰属します。

なお、同社は、当該指数の正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合性を保証するものではなく、当

該指数を用いて運用されるファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。 

 

※4 ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）は、FTSE Fixed Income LLC により運営され、日本を除く世界主要国の国債

の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円

換算ベース）は、ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）・データに基づき委託会社が計算したものです。FTSE 

FixedIncome LLC は、本ファンドのスポンサーではなく、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。

このインデックスのデータは、情報提供のみを目的としており、FTSE Fixed Income LLC は、当該データの正確性および

完全性を保証せず、またデータの��、��または��につき�ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権

等の知的財産その他一切の権利は FTSE Fixed Income LLC に帰属します。 

 

(2）投資態度 

ＴＯＰＩＸマザーファンド受益証券、外国株式インデックスマザーファンド受益証券、新興国株式イ

ンデックスマザーファンド受益証券、日本債券インデックスマザーファンド受益証券および外国債券

インデックスマザーファンド受益証券への投資を通じて、主として日本を含む世界各国の株式等およ

び公社債に投資を行います。 

国内株式、外国株式、国内債券および外国債券への実質的な基本投資割合は、純資産総額に対してそ
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れぞれ 25％とします。 

合成ベンチマークとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式等および公社債の実質投資比率

が 100％を超える場合があります。 

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

●ファンドの投資対象 

①投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定

めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するものをいい、信託約

款に定める次のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ｃ．金利先渡取引および為替先渡取引 

ハ．約束手形 

ニ．金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

②有価証券の指図範囲 

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社を

委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託会社とするＴＯＰＩＸマザーファンド、外国株

式インデックスマザーファンド、新興国株式インデックスマザーファンド、日本債券インデックス

マザーファンドおよび外国債券インデックスマザーファンド（以下これらを総称して「マザーファ

ンド」または「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次に掲げるものとします。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 13 号で定めるも

のをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．から 12．の証券または証書の性質を有

するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 10 号で定めるものを

いいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第 11

号で定めるものをいいます。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをいいます。以下 16．にお

いて同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第 19 号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定めるものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定めるものをいいま

す。） 

22．外国の者に対する権利で21．の有価証券の性質を有するもの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定めるものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち１．の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．の証券ならび

に 13．および 19．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③金融商品の指図範囲 

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定める受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

７．信託の受益権（金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるものをいい、１．から６．に該当

するものを除きます。） 

８．外国の者に対する権利で７．の権利の性質を有するもの 

９．合名会社もしくは合資会社の社員権または合同会社の社員権（金融商品取引法第２条第２項第

３号で定めるものをいいます。） 

10．外国法人の社員権で９．の権利の性質を有するもの 

11．投資事業有限責任組合契約または有限責任事業組合契約に基づく権利その他の権利（金融商品

取引法第２条第２項第５号で定めるものをいいます。） 

12．外国の法令に基づく権利であって、11．の権利に類するもの 

④その他の投資対象 

信託約款に定める次に掲げるもの。 

・外国為替予約取引 

 

＜マザーファンドの概要＞ 

ＴＯＰＩＸマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）と連動する投資成果をめざして運用を行

います。 

（運用方法） 

①投資対象 

東京証券取引所に上場されている株式を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている株式に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産額

の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

対象インデックスからカイ離するリスクと運用コストの極小化を目的として、定量的なリスク管理

に基づいたポートフォリオ構築と適切な売買執行を行います。 

株式の実質投資比率（組入現物株式の時価総額に株価指数先物取引等の買建額を加算し、または株

価指数先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原

則として高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率を
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れぞれ 25％とします。 

合成ベンチマークとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式等および公社債の実質投資比率

が 100％を超える場合があります。 

実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

 

●ファンドの投資対象 

①投資の対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定

めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第 20 項に規定するものをいい、信託約

款に定める次のものに限ります。） 

ａ．有価証券先物取引等 

ｂ．スワップ取引 

ｃ．金利先渡取引および為替先渡取引 

ハ．約束手形 

ニ．金銭債権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．為替手形 

②有価証券の指図範囲 

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）は、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社を

委託会社とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託会社とするＴＯＰＩＸマザーファンド、外国株

式インデックスマザーファンド、新興国株式インデックスマザーファンド、日本債券インデックス

マザーファンドおよび外国債券インデックスマザーファンド（以下これらを総称して「マザーファ

ンド」または「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次に掲げるものとします。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。） 

９．資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 13 号で定めるも

のをいいます。） 

11．コマーシャル・ペーパー 

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券 

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１．から 12．の証券または証書の性質を有

するもの 

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 10 号で定めるものを

いいます。） 

15．投資証券もしくは新投資口予約権証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第 11

号で定めるものをいいます。16．において同じ。）で 16．で定めるもの以外のもの 

 

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第 11 号で定めるものをいいます。以下 16．にお

いて同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 18 号で定めるものをいいます。） 

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第 19 号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第 20 号で定めるものをいいます。） 

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

21．受益証券発行信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定めるものをいいま

す。） 

22．外国の者に対する権利で21．の有価証券の性質を有するもの 

23．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第 16 号で定めるものをいいます。） 

なお、１．の証券または証書ならびに 13．および 19．の証券または証書のうち１．の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までの証券ならびに 16．の証券ならび

に 13．および 19．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、14．および 15．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③金融商品の指図範囲 

この信託において投資の対象とする金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）は、次に掲げるものとします。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第 14 号で定める受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で５．の権利の性質を有するもの 

７．信託の受益権（金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるものをいい、１．から６．に該当

するものを除きます。） 

８．外国の者に対する権利で７．の権利の性質を有するもの 

９．合名会社もしくは合資会社の社員権または合同会社の社員権（金融商品取引法第２条第２項第

３号で定めるものをいいます。） 

10．外国法人の社員権で９．の権利の性質を有するもの 

11．投資事業有限責任組合契約または有限責任事業組合契約に基づく権利その他の権利（金融商品

取引法第２条第２項第５号で定めるものをいいます。） 

12．外国の法令に基づく権利であって、11．の権利に類するもの 

④その他の投資対象 

信託約款に定める次に掲げるもの。 

・外国為替予約取引 

 

＜マザーファンドの概要＞ 

ＴＯＰＩＸマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）（配当込み）と連動する投資成果をめざして運用を行

います。 

（運用方法） 

①投資対象 

東京証券取引所に上場されている株式を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている株式に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産額

の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

対象インデックスからカイ離するリスクと運用コストの極小化を目的として、定量的なリスク管理

に基づいたポートフォリオ構築と適切な売買執行を行います。 

株式の実質投資比率（組入現物株式の時価総額に株価指数先物取引等の買建額を加算し、または株

価指数先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原

則として高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率を
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引き下げる、あるいは実質投資比率を100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。 

なお、市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の20％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の1

0％以下とします。 

⑤外貨建資産への投資は行いません。 

⑥有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑦スワップ取引を行うことができます。 

⑧デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスクおよび金

利変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的以

外には利用しません。 

 

外国株式インデックスマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）と連動する投資成果

をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）に採用されている株式を主要投資対

象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている株式に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産額

の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行い

ます。 

・株式の実質投資比率（組入現物株式の時価総額に株価指数先物取引等の買建額を加算し、または

株価指数先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）

は原則として高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資

比率を引き下げる、あるいは実質投資比率を100％以上に引き上げる運用指図を行うことがありま

す。 

・銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。 

なお、市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の20％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の1

0％以下とします。 

⑤外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑥有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑦スワップ取引を行うことができます。 

⑧外国為替予約取引を行うことができます。 

⑨デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変

動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益

を実現する目的以外には利用しません。 

⑩外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

 

＜新興国株式インデックスマザーファンドの概要＞ 

（基本方針） 

 

この投資信託は、ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円換算ベース）と

連動した投資成果をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

新興国の株式等（ＤＲ（預託証書）を含みます。以下同じ。）を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている新興国の株式等に投資を行い、信託財産の１口当たり

の純資産額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

株式等の組入比率は原則として高位を保ちます。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式等の投資比率が 100％を超え

る場合があります。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 20％以下とします。 

③同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

④外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑤有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑥スワップ取引を行うことができます。 

⑦金利先渡取引および為替先渡取引を行うことができます。 

⑧外国為替予約取引を行うことができます。 

⑨デリバティブ取引（法人税法第 61 条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変

動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益

を実現する目的以外には利用しません。 

⑩外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

 

日本債券インデックスマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合と連動する投資成果をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合に採用されている公社債を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている公社債に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産

額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行い

ます。 

・公社債の実質投資比率（組入現物公社債の時価総額に債券先物取引等の買建額を加算し、または

債券先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原

則として高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率

を引き下げる、あるいは実質投資比率を100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。 

・銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。 

なお、市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑤同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以

下とします。 

⑥同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の1
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引き下げる、あるいは実質投資比率を100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。 

なお、市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の20％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の1

0％以下とします。 

⑤外貨建資産への投資は行いません。 

⑥有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑦スワップ取引を行うことができます。 

⑧デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスクおよび金

利変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的以

外には利用しません。 

 

外国株式インデックスマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）と連動する投資成果

をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）に採用されている株式を主要投資対

象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている株式に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産額

の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行い

ます。 

・株式の実質投資比率（組入現物株式の時価総額に株価指数先物取引等の買建額を加算し、または

株価指数先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）

は原則として高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資

比率を引き下げる、あるいは実質投資比率を100％以上に引き上げる運用指図を行うことがありま

す。 

・銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。 

なお、市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の20％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の1

0％以下とします。 

⑤外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑥有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑦スワップ取引を行うことができます。 

⑧外国為替予約取引を行うことができます。 

⑨デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変

動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益

を実現する目的以外には利用しません。 

⑩外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

 

＜新興国株式インデックスマザーファンドの概要＞ 

（基本方針） 

 

この投資信託は、ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円換算ベース）と

連動した投資成果をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

新興国の株式等（ＤＲ（預託証書）を含みます。以下同じ。）を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている新興国の株式等に投資を行い、信託財産の１口当たり

の純資産額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

株式等の組入比率は原則として高位を保ちます。 

対象インデックスとの連動を維持するため、先物取引等を利用し株式等の投資比率が 100％を超え

る場合があります。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合に制限を設けません。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の 20％以下とします。 

③同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

④外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑤有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑥スワップ取引を行うことができます。 

⑦金利先渡取引および為替先渡取引を行うことができます。 

⑧外国為替予約取引を行うことができます。 

⑨デリバティブ取引（法人税法第 61 条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変

動リスクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益

を実現する目的以外には利用しません。 

⑩外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

 

日本債券インデックスマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合と連動する投資成果をめざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合に採用されている公社債を主要投資対象とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている公社債に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産

額の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行い

ます。 

・公社債の実質投資比率（組入現物公社債の時価総額に債券先物取引等の買建額を加算し、または

債券先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原

則として高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率

を引き下げる、あるいは実質投資比率を100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。 

・銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。 

なお、市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑤同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以

下とします。 

⑥同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の1
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0％以下とします。 

⑦外貨建資産への投資は行いません。 

⑧有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑨スワップ取引を行うことができます。 

⑩デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスクおよび金

利変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的以

外には利用しません。 

 

外国債券インデックスマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）と連動する投資成果を

めざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）に採用されている国債を主要投資対象

とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている国債に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産額

の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行い

ます。 

・公社債の実質投資比率（組入現物公社債の時価総額に債券先物取引等の買建額を加算し、または

債券先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原

則として高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率

を引き下げる、あるいは実質投資比率を100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。 

・銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。なお、対象インデックスとの連

動を維持するため、外国為替予約取引を行うことがあります。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑤同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以

下とします。 

⑥同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の1

0％以下とします。 

⑦外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑧有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑨スワップ取引を行うことができます。 

⑩外国為替予約取引を行うことができます。 

⑪デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変動リ

スクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現す

る目的以外には利用しません。 
⑫外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

 

 

 

●ファンドの運用体制 

 

⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

 
 

①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投

資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を

します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を

行います。 

⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど

うかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指

示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での

自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署（40～60 名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分

析、意図した運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法

令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファン

ド管理委員会における審議を経て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）につい

てはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で
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0％以下とします。 

⑦外貨建資産への投資は行いません。 

⑧有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑨スワップ取引を行うことができます。 

⑩デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスクおよび金

利変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現する目的以

外には利用しません。 

 

外国債券インデックスマザーファンド 

（基本方針） 

この投資信託は、ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）と連動する投資成果を

めざして運用を行います。 

（運用方法） 

①投資対象 

ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円換算ベース）に採用されている国債を主要投資対象

とします。 

②投資態度 

主として対象インデックスに採用されている国債に投資を行い、信託財産の１口当たりの純資産額

の変動率を対象インデックスの変動率に一致させることを目的とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行い

ます。 

・公社債の実質投資比率（組入現物公社債の時価総額に債券先物取引等の買建額を加算し、または

債券先物取引等の売建額を控除した額の信託財産の純資産総額に対する割合をいいます。）は原

則として高位を維持します。ただし、対象インデックスとの連動を維持するため、実質投資比率

を引き下げる、あるいは実質投資比率を100％以上に引き上げる運用指図を行うことがあります。 

・銘柄選択は、運用モデルを活用して行います。 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。なお、対象インデックスとの連

動を維持するため、外国為替予約取引を行うことがあります。 

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

（投資制限） 

①株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

②新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

③投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

④同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑤同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以

下とします。 

⑥同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資割合は、信託財産の純資産総額の1

0％以下とします。 

⑦外貨建資産への投資割合に制限を設けません。 

⑧有価証券先物取引等を行うことができます。 

⑨スワップ取引を行うことができます。 

⑩外国為替予約取引を行うことができます。 

⑪デリバティブ取引（法人税法第61条の５に定めるものをいいます。）は、価格変動リスク、金利変動リ

スクおよび為替変動リスクを回避する目的ならびに投資対象資産を保有した場合と同様の損益を実現す

る目的以外には利用しません。 
⑫外国為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的以外には利用しません。 

 

 

 

●ファンドの運用体制 

 

⑧<運用・管理

に関する監督>
内部監査担当部署

による内部統制等
の検証・評価

ＰＬＡＮ

ＤＯ

①＜投資環境見通しの策定＞

（投資環境会議）

②＜運用戦略の決定＞

（運用戦略・管理委員会）

③＜運用計画の決定＞

（ファンド毎の運用計画を決定）

④＜ポートフォリオの構築＞

（各運用部）売買実行指示
（トレーディング部）事前チェックと売買執行

ＳＥＥ

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

⑤＜運用部門による自律的な運用管理＞

（運用部門内の自律的チェック：運用戦略・管理委員会）

⑥＜管理担当部署による運用管理＞

（管理担当部署によるチェック：ファンド管理委員会、リスク管理委員会）

⑦＜ファンドに関係する法人等の管理＞

（管理担当部署による定期的なチェック：商品企画委員会等）
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①投資環境見通しの策定 

投資環境会議において、国内外の経済・金融情報および各国証券市場等の調査・分析に基づいた投

資環境見通しを策定します。 

②運用戦略の決定 

運用戦略・管理委員会において、①で策定された投資環境見通しに沿って運用戦略を決定します。 

③運用計画の決定 

②で決定された運用戦略に基づいて、各運用部はファンド毎の運用計画を決定します。 

④ポートフォリオの構築 

各運用部の担当ファンドマネジャーは、運用部から独立したトレーディング部に売買実行の指示を

します。トレーディング部は、事前のチェックを行ったうえで、最良執行をめざして売買の執行を

行います。 

⑤運用部門による自律的な運用管理 

運用部門は、投資行動がファンドコンセプトおよびファンド毎に定めた運用計画に沿っているかど

うかの自律的なチェックを行い、運用部門内の管理担当部署は逸脱がある場合は速やかな是正を指

示します。また、運用戦略・管理委員会を通じて運用状況のモニタリングを行い、運用部門内での

自律的牽制により運用改善を図ります。 

⑥管理担当部署による運用管理 

運用部から独立した管理担当部署（40～60 名程度）は、（a）運用に関するパフォーマンス測定・分

析、意図した運用成果が得られていない場合にはその原因の分析のほか、（b）リスク管理および法

令・信託約款などの遵守状況等のモニタリングを実施します。この結果は、（a）についてはファン

ド管理委員会における審議を経て運用担当部・商品開発担当部にフィードバックされ、（b）につい

てはリスク管理委員会を通じて運用担当部にフィードバックされ、必要に応じて部署間連携の上で
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是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部

署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画

委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署（10 名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全

性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を

検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告さ

れる、内部監査態勢が構築されています。 

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

 

●ファンドの投資制限 

＜信託約款に定められた投資制限＞ 

①新株引受権証券および新株予約権証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンド

の信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 20 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

②投資信託証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上場等され、

かつ当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下している場合を除き

ます。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。以下ａ．およびｂ．において同じ。）の時価総額と

マザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて

得た額とします。 

③同一銘柄の転換社債等 

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債（新株予約

権付社債のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものな

らびに会社法施行前の旧商法第 341 条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。）

の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該転換社債および当該転換社債型新株予約権付社

債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10

を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転換社債および当該転換社債型新株

予約権付社債の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

④スワップ取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金

利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」と

いいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額または価格情報会社の

提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

 

⑤信用取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図

をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行う

ことの指図をすることができます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができ

るものとし、かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（③に規定する転換社債型新株予約権付

社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（５．に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

⑥外国為替予約取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取引の指図をすること

ができます。 

ｂ．ａ．の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき

円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託財産に属する外貨建

資産（マザーファンドの信託財産に属する外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした

額を含みます。）の為替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りで

はありません。 

ｃ．ｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得

た額とします。 

ｄ．ｂ．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、その超える額に相当す

る為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとします。 

⑦有価証券の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、有価証券の借入れの指図をすることができま

す。なお、当該有価証券の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指

図を行うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた有価

証券の一部を返還するための指図をするものとします。 

⑧資金の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑨投資する株式等の範囲 

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引

所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引

されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取
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是正・改善の検討が行われます。 

⑦ファンドに関係する法人等の管理 

受託会社等、ファンドの運営に関係する法人については、その業務に関する委託会社の管理担当部

署が、体制、業務執行能力、信用力等のモニタリング・評価を実施します。この結果は、商品企画

委員会等を通じて委託会社の経営陣に報告され、必要に応じて是正が指示されます。 

⑧運用・管理に関する監督 

内部監査担当部署（10 名程度）は、運用、管理等に関する委託会社の業務全般についてその健全

性・適切性を担保するために、リスク管理、内部統制、ガバナンス・プロセスの適切性・有効性を

検証・評価します。その評価結果は問題点の改善方法の提言等も含めて委託会社の経営陣に報告さ

れる、内部監査態勢が構築されています。 

 

ファンドの運用体制等は、今後変更される可能性があります。 

 

●ファンドの投資制限 

＜信託約款に定められた投資制限＞ 

①新株引受権証券および新株予約権証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンド

の信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 20 を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

②投資信託証券 

ａ．委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（上場投資信託証券（金融商品取引所に上場等され、

かつ当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下している場合を除き

ます。）な投資信託証券をいいます。）を除きます。以下ａ．およびｂ．において同じ。）の時価総額と

マザーファンドの信託財産に属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額と

の合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて

得た額とします。 

③同一銘柄の転換社債等 

ａ．委託会社は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債（新株予約

権付社債のうち、会社法第 236 条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であっ

て当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているものな

らびに会社法施行前の旧商法第 341 条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。）

の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該転換社債および当該転換社債型新株予約権付社

債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の 100 分の 10

を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転換社債および当該転換社債型新株

予約権付社債の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 

④スワップ取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金

利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」と

いいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

ｃ．スワップ取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額または価格情報会社の

提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

 

⑤信用取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図

をすることができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行う

ことの指図をすることができます。 

ｂ．ａ．の信用取引の指図は、次に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができ

るものとし、かつ次に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（③に規定する転換社債型新株予約権付

社債の新株予約権に限ります。）の行使により取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（５．に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券 

⑥外国為替予約取引 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取引の指図をすること

ができます。 

ｂ．ａ．の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき

円換算した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託財産に属する外貨建

資産（マザーファンドの信託財産に属する外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした

額を含みます。）の為替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りで

はありません。 

ｃ．ｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得

た額とします。 

ｄ．ｂ．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、その超える額に相当す

る為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとします。 

⑦有価証券の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、有価証券の借入れの指図をすることができま

す。なお、当該有価証券の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指

図を行うものとします。 

ｂ．ａ．の指図は、当該借入れに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の借入れに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借り入れた有価

証券の一部を返還するための指図をするものとします。 

⑧資金の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借り入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通

じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は

行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、

資金借入額は当該有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。 

ｃ．収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日

までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

⑨投資する株式等の範囲 

ａ．委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引

所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引

されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取
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得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券についてはこの限りではありません。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができます。 

⑩金利先渡取引および為替先渡取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替先渡取

引を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として信託期間

を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこ

の限りではありません。 

ｃ．金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額ま

たは価格情報会社の提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と

認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

⑪有価証券の貸付 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の範

囲内で貸し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合

計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公

社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

⑫有価証券の空売り 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産において有しない有価証券または第

⑦の規定により借り入れた有価証券を売り付けることの指図をすることができます。なお、当該売付

けの決済については、売り付けた有価証券の引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることが

できるものとします。 

ｂ．ａ．の売付けの指図は、当該売付けに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内と

します。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の売付けに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売付けの一部を

決済するための指図をするものとします。 

⑬特別の場合の外貨建有価証券への投資制限 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に

は、制限されることがあります。 

＜その他法令等に定められた投資制限＞ 

・同一の法人の発行する株式への投資制限 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信託

につき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に

100 分の 50 の率を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得す

ることを受託会社に指図しないものとします。 

 

４．ファンドの投資リスク 

 

●投資リスク 

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運

用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 

 

ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。 

（主なリスクであり、以下に限定されるものではありません。） 

 

①価格変動リスク 

・株式の価格は、株式市場全体の動向のほか、発行企業の業績や業績に対する市場の見通しなどの影

響を受けて変動します。組入株式の価格の下落は、基準価額の下落要因となります。 

・債券の価格は、市場金利の変動の影響を受けて変動します。一般に市場金利が上がると、債券の価

格は下落し、組入債券の価格の下落は基準価額の下落要因となります。市場金利の変動による債券

価格の変動は、一般にその債券の残存期間が長いほど大きくなる傾向があります。 

②為替変動リスク 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受

けます。 

③信用リスク 

有価証券等の発行企業の経営、財務状況が悪化したり、市場においてその懸念が高まった場合には、

有価証券等の価格が下落（債券の場合は利回りが上昇）すること、配当金が減額あるいは支払いが

停止、または利払いや償還金の支払いが滞ること、倒産等によりその価値がなくなること等があり

ます。 

④流動性リスク 

有価証券等を売買しようとする際に、その有価証券等の取引量が十分でない場合や規制等により取

引が制限されている場合には、売買が成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、フ

ァンドの売買自体によって市場価格が動き、結果として不利な価格での取引となる場合があります。 

⑤カントリーリスク 

新興国への投資は、先進国への投資を行う場合に比べ、投資対象国におけるクーデターや重大な政

治体制の変更、資産凍結を含む重大な規制の導入、政府のデフォルト等の発生による影響を受ける

ことにより、価格変動・為替変動・信用・流動性の各リスクが大きくなる可能性があります。この

場合、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込む可能性が高まることがあります。 

 

※留意事項 

・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適

用はありません。 

・有価証券の貸付等においては、取引先の倒産等による決済不履行リスクを伴い、ファンドが損失を

被る可能性があります。 

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市

場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待

できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準

価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の

お支払が遅延する可能性があります。 

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。

収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。 

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。 

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落

要因となります。 

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とす

るマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。 

・ファンドは、合成ベンチマークの動きに連動することをめざして運用を行いますが、信託報酬、売

買委託手数料等を負担すること、指数先物取引と当該指数の動きが連動しないこと、売買約定価格

と当該指数の評価価格の差が生じること、指数構成銘柄と組入銘柄の違いおよびそれらの構成比に

違いが生じること、当該指数を構成する銘柄が変更になること、為替の評価による影響等の要因に

よりカイ離を生じることがあります。 
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得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券についてはこの限りではありません。 

ｂ．ａ．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができます。 

⑩金利先渡取引および為替先渡取引 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替先渡取

引を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として信託期間

を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこ

の限りではありません。 

ｃ．金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、原則として、当該取引契約の相手方が提示する価額ま

たは価格情報会社の提供する価額によるものとします。 

ｄ．委託会社は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と

認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

⑪有価証券の貸付 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の範

囲内で貸し付けることの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合

計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公

社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

ｂ．ａ．に規定する限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当

する契約の一部の解約を指図するものとします。 

ｃ．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

⑫有価証券の空売り 

ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産において有しない有価証券または第

⑦の規定により借り入れた有価証券を売り付けることの指図をすることができます。なお、当該売付

けの決済については、売り付けた有価証券の引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることが

できるものとします。 

ｂ．ａ．の売付けの指図は、当該売付けに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内と

します。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、ｂ．の売付けに係る有価証券の時価総額が信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売付けの一部を

決済するための指図をするものとします。 

⑬特別の場合の外貨建有価証券への投資制限 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に

は、制限されることがあります。 

＜その他法令等に定められた投資制限＞ 

・同一の法人の発行する株式への投資制限 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信託

につき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が当該株式に係る議決権の総数に

100 分の 50 の率を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得す

ることを受託会社に指図しないものとします。 

 

４．ファンドの投資リスク 

 

●投資リスク 

ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運

用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。 

したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。 

投資信託は預貯金と異なります。 

 

ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。 

（主なリスクであり、以下に限定されるものではありません。） 

 

①価格変動リスク 

・株式の価格は、株式市場全体の動向のほか、発行企業の業績や業績に対する市場の見通しなどの影

響を受けて変動します。組入株式の価格の下落は、基準価額の下落要因となります。 

・債券の価格は、市場金利の変動の影響を受けて変動します。一般に市場金利が上がると、債券の価

格は下落し、組入債券の価格の下落は基準価額の下落要因となります。市場金利の変動による債券

価格の変動は、一般にその債券の残存期間が長いほど大きくなる傾向があります。 

②為替変動リスク 

組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替変動の影響を大きく受

けます。 

③信用リスク 

有価証券等の発行企業の経営、財務状況が悪化したり、市場においてその懸念が高まった場合には、

有価証券等の価格が下落（債券の場合は利回りが上昇）すること、配当金が減額あるいは支払いが

停止、または利払いや償還金の支払いが滞ること、倒産等によりその価値がなくなること等があり

ます。 

④流動性リスク 

有価証券等を売買しようとする際に、その有価証券等の取引量が十分でない場合や規制等により取

引が制限されている場合には、売買が成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、フ

ァンドの売買自体によって市場価格が動き、結果として不利な価格での取引となる場合があります。 

⑤カントリーリスク 

新興国への投資は、先進国への投資を行う場合に比べ、投資対象国におけるクーデターや重大な政

治体制の変更、資産凍結を含む重大な規制の導入、政府のデフォルト等の発生による影響を受ける

ことにより、価格変動・為替変動・信用・流動性の各リスクが大きくなる可能性があります。この

場合、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込む可能性が高まることがあります。 

 

※留意事項 

・ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適

用はありません。 

・有価証券の貸付等においては、取引先の倒産等による決済不履行リスクを伴い、ファンドが損失を

被る可能性があります。 

・ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市

場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待

できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準

価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の

お支払が遅延する可能性があります。 

・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。

収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。 

投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当

する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さ

かった場合も同様です。 

収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落

要因となります。 

・ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、ファンドが投資対象とす

るマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響する場合があります。 

・ファンドは、合成ベンチマークの動きに連動することをめざして運用を行いますが、信託報酬、売

買委託手数料等を負担すること、指数先物取引と当該指数の動きが連動しないこと、売買約定価格

と当該指数の評価価格の差が生じること、指数構成銘柄と組入銘柄の違いおよびそれらの構成比に

違いが生じること、当該指数を構成する銘柄が変更になること、為替の評価による影響等の要因に

よりカイ離を生じることがあります。 
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●投資リスクに対する管理体制 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立

した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会

およびリスク管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議して

います。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングな

どを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行い

ます。リスク管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、

監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況

を把握・管理し、必要に応じて改善の指導を行います。 

②リスク管理担当部署 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必

要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行って

います。 

③内部監査担当部署 

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評

価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

５．ファンドの投資状況、運用実績及び投資資産 

該当する記載事項はありません。 

 

６．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書の主要部分 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

 

 

 

 

 

資資産産のの運運用用にに関関すするる重重要要なな事事項項  

グローバルバランスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの沿革 

2024 年３月７日（予定）投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 

 

２．ファンドの純資産計算書 

該当する記載事項はありません。 

 

３．ファンドの設定及び解約の実績 

該当する記載事項はありません。 

 

４．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書並びに付属明細表 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

資産の運用に関する重要な事項 
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●投資リスクに対する管理体制 

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立

した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を行い、ファンド管理委員会

およびリスク管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議して

います。 

また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングな

どを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスクの評価と管理プロセスの検証などを行い

ます。リスク管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、

監督します。 

具体的な、投資リスクに対するリスク管理体制は以下の通りです。 

①コンプライアンス担当部署 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守のための管理態勢の状況

を把握・管理し、必要に応じて改善の指導を行います。 

②リスク管理担当部署 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行い、必

要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的管理を行って

います。 

③内部監査担当部署 

委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性について評

価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

＊組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 

 

５．ファンドの投資状況、運用実績及び投資資産 

該当する記載事項はありません。 

 

６．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書の主要部分 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

 

 

 

 

 

資資産産のの運運用用にに関関すするる重重要要なな事事項項  

グローバルバランスオープンＶ（適格機関投資家限定）の運用情報 

 

１．ファンドの沿革 

2024 年３月７日（予定）投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 

 

２．ファンドの純資産計算書 

該当する記載事項はありません。 

 

３．ファンドの設定及び解約の実績 

該当する記載事項はありません。 

 

４．ファンドの貸借対照表、損益及び剰余金計算書並びに付属明細表 

該当する記載事項はありません。 

 

＜参考情報＞マザーファンドの投資状況 

該当する記載事項はありません。 

資産の運用に関する重要な事項 
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B5-064

お問い合わせ先（担当者）引受保険会社

0120-37-2269 通話料無料
ミ　ナ ジ ブ ロック

一般のお客様

0120-78-2269 通話料無料
ナンバー ジ ブ ロック募集代理店を通じて

ご加入されたお客様

B5-064/変額保険（有期型）・特別勘定のしおり/2023.08.07　表4 CC2021　B5-064/変額保険（有期型）・特別勘定のしおり　表1背幅5mm

特
別
勘
定
の
し
お
り
　
変
額
保
険
（
有
期
型
）

特別勘定のしおり

変額保険（有期型）

◀当社用

ご契約の際には必ず、「契約締結前交付書面（契約概要／ 
注意喚起情報）」「ご契約のしおり・約款」をご覧ください。
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